
外 国 人 材 （ 特 定 技 能 外 国 人 ） の 受 入 れ 制 度 に つ い て
令 和 ７ 年 ８ 月 ２ ２ 日 （ 金 ）
福 岡 出 入 国 在 留 管 理 局

１ 在 留 外 国 人 数 ・ 在 留 資 格

２ 外 国 人 建 設 技 能 者 の 現 状

３ 制 度 の 概 要 ・ 対 象 分 野 ・ 業 務 区 分

４ 技 能 実 習 と の 制 度 比 較

５ 就 労 開 始 ま で の 流 れ

６ 建 設 分 野 に お け る 制 度 概 要 ・ キ ャ リ ア パ ス

７ 建 設 分 野 に お け る 業 務 区 分 ・ 従 事 で き る 工 事 業

８ 建 設 分 野 の 技 能 実 習 か ら の 移 行 対 象 職 種

９ 支 援 ・ 地 域 の 共 生 施 策

１ ０ 届 出 ・ 協 議 会 ・ 二 国 間 取 決 め

１ １ 育 成 就 労 制 度 の 概 要

１ ２ 運 用 状 況

１ ３ 共 生 社 会 の 実 現 に 向 け た 適 正 な 外 国 人 雇 用

※ 説 明 に 使 用 す る 資 料 は 国 土 交 通 省 及
び 出 入 国 在 留 管 理 庁 の ホ ー ム ペ ー ジ か
ら 抜 粋 し た も の で す 。 詳 細 は ホ ー ム ペ
ー ジ を ご 覧 く だ さ い 。
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平成23年３月 東日本大震災
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在留外国人数（注１）

外国人労働者数（注２）

総人口に占める在留外国人の割合（注３）

令和２年 新型コロナウイルス感染症の流行

平成２年６月
在留資格の整備

平成20年９月 いわゆるリーマン・ショック

平成22年７月
在留資格「技能実習」の創設

在留資格「留学」と「就学」の一本化

平成29年11月
技能実習法の施行

平成31年４月
「特定技能」制度の創設

0.80%

48万6,398人

2.46%

平成24年７月
新しい在留管理制度の導入

令和6年末
376万8,977人

3.04%

230万2,587人

在留外国人数及び外国人労働者数の推移

（注３）総人口は、総務省「人口推計」 （各年10月1日現在の統計）に基づく。

（注１）平成23（2011）年までは法務省入国管理局（当時）「（旧）登録外国人統計」（12月末現在）に、平成24（2012）年以降は出入国在留管理庁「在留外国人統計」（12月末現在）に基づく。

（注２）厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（各年10月末現在の統計）に基づく（外国人雇用状況の届出制度は、平成19（2007）年10月1日から開始されているため、平成20（2008）年以降の推移を示している。）。

昭和 平成 令和

令和４年末
307万5,213人

令和5年末
341万992人

2.74%

（千人） （%）

204万8,675人

182万2,725人
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在留資格 該当例

外交 外国政府の大使、公使等及びその家族

公用 外国政府等の公務に従事する者及びその家族

教授 大学教授等

芸術 作曲家、画家、作家等

宗教 外国の宗教団体から派遣される宣教師等

報道 外国の報道機関の記者、カメラマン等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営・管理 企業等の経営者、管理者等

法律・会計業務 弁護士、公認会計士等

医療 医師、歯科医師、看護師等

研究 政府関係機関や企業等の研究者等

教育 高等学校、中学校等の語学教師等

技術・人文知識・

国際業務

機械工学等の技術者等、通訳、デザイナー、語学講

師等

企業内転勤 外国の事務所からの転勤者

介護 介護福祉士

興行 俳優、歌手、プロスポーツ選手等

技能 外国料理の調理師、スポーツ指導者等

特定技能 特定産業分野（注１）の各業務従事者

技能実習 技能実習生

（注２）資格外活動許可を受けた場合は、一定の範囲内で就労が認められる。

在留資格 該当例

文化活動 日本文化の研究者等

短期滞在 観光客、会議参加者等

留学 大学、専門学校、日本語学校等の学生

研修 研修生

家族滞在 就労資格等で在留する外国人の配偶者、子

在留資格 該当例

特定活動 外交官等の家事使用人、ワーキングホリデー等

在留資格 該当例

永住者 永住許可を受けた者

日本人の配偶者等 日本人の配偶者・実子・特別養子

永住者の配偶者等
永住者・特別永住者の配偶者、我が国で出生し引

き続き在留している実子

定住者 日系３世、外国人配偶者の連れ子等

就労が認められる在留資格（活動制限あり）

就労が認められない在留資格（注２）

就労の可否は指定される活動によるもの

身分・地位に基づく在留資格（活動制限なし）

（注１）介護、ビルクリーニング、工業製品製造業、建設、造船・舶用工業、自動車
整備、航空、宿泊、自動車運送業、鉄道、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業、林
業、木材産業（令和６年３月２９日閣議決定）

在留資格一覧表
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在留外国人の在留資格・国籍・地域別内訳（令和６年末）

在留外国人数（総数） ３７６万８，９７７人

国籍・地域別在留資格別

中国

873,286人
23.2%

ベトナム

634,361人
16.8%

韓国

409,238人
10.9%

フィリピン

341,518人
9.1%

ネパール

233,043人
6.2%

ブラジル

211,907人
5.6%

インドネシア

199,824人
5.3%

ミャンマー

134,574人
3.6%

台湾

70,147人
1.9%

米国

66,111人
1.8%

その他

594,968人
15.8%

永住者

918,116人
24.4%

技能実習
456,595人

12.1 %

技術・人文知識・

国際業務

418,706人
11.1 %

留学
402,134人

10.7 %
家族滞在
305,598人

8.1 %

特定技能
284,466人

7.5 %

特別永住者
274,023人

7.3 %

定住者

223,411人
5.9 %

日本人の配偶者等

150,896人
4.0 %

特定活動

95,508人
2.5 %

その他

239,524人
6.4%
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94,769
(19.5%) 

112,251
(19.9%) 

123,342
(19.0%）

5,939
(0.9%) 

6,763
(1.0%) 

7,735
(1.1%) 

9,475
(1.2%) 

12,705
(1.4%) 

18,652
(1.7%)

26,270
(2.1%) 

343,791 
(23.5％)

372,894 
(22.5％)

370,346 
(21.5%)

334,603 
(19.4%)

330,910 
(18.2%)

352,581 
(17.2%)

398,167 
(17.3%)

11,026
(1.7%) 

130,116
(19.0%) 134,228

(19.7%) 

136,608
(19.9%) 

145,426
(18.5%) 

168,296
(18.5%) 

211,108
(19.5%) 

257,788
(20.2%) 

308,489 
(21.1％)

383,978 
(23.1％)

402,356 
(23.3%)

351,788 
(20.4%)343,254 

(18.8%)

412,501 
(20.1%)

470,725 
(20.4%)

84,878
(17.5%) 

100,309
(17.8%) 

110,586
(17.0%) 

120,888
(17.6%) 

124,259
(18.2%) 

132,571
(18.5%) 

147,296
(18.7%) 

167,301
(18.4%) 

200,994
(18.5%) 

238,412
(18.6%) 35,615 

(2.4％)

41,075 
(2.5％)

45,565 
(2.6%) 65,928 

(3.8%)
73,363 
(4.0%)

71,676 
(3.5%)

85,686 
(3.7%)

82,931
(17.1%) 

96,897
(17.2%) 108,091

(16.6%) 

109,612
(16.0%) 108,492

(15.9%) 

121,770
(17.0%) 146,701

(18.6%) 

192,347
(21.2%) 239,577

(22.1%) 

297,012
(23.2%) 

276,770
(19.0％) 

329,034 
(19.8％)

359,520 
(20.8%)

394,509 
(22.8%)

479,949 
(26.3%)

595,904 
(29.1%)

718,812 
(31.2%)

223,820
(46.0%) 

253,361
(45.0%) 

296,834
(45.7%) 

319,622
(46.6%) 

308,689
(45.2%) 

318,788
(44.4%) 

338,690
(43.0%) 

367,211
(40.4%) 

413,389
(38.1%) 

459,132
(35.9%) 

495,668
(33.9%) 

531,781
(32.1%) 

546,469 
(31.7%)

580,328 
(33.6%)

595,207 
(32.7%)

615,934 
(30.1%)

629,117 
(27.3%)

230万2,587人

48万6,398人

250
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108万3,769人

外国人労働者数の内訳

■①身分に基づき在留する者
■②就労目的で在留が認められる者
■③特定活動
■④技能実習
■⑤資格外活動

厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」に基づく集計（各年10月末現在の統計）

(万人)

②就労目的で在留が認められる者 約71.9万人（31.2％）
（いわゆる「専門的・技術的分野」）
（「技術・人文知識・国際業務」、「特定技能」等）
一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国
民生活に与える影響その他の事情」を勘案して定めることとされている。

①身分に基づき在留する者 約62.9万人（27.3％）
(｢定住者｣（主に日系人）、「永住者」、「日本人の配偶者等」等)
これらの在留資格は在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬
を受ける活動が可能。

③特定活動 約8.6万人（3.7％）
（ＥＰＡに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキングホリデー、
外国人建設就労者、外国人造船就労者等）
「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内
容により報酬を受ける活動の可否が決定。

④技能実習 約47.1万人（20.4％）
技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。
平成22年7月1日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目か
ら雇用関係のある「技能実習」の在留資格が付与されることになった（同日
以後に資格変更をした技能実習生も同様。）。

⑤資格外活動（留学生のアルバイト等） 約39.8万人（17.3％）
本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（1週28時間以内等）で、相
当と認められる場合に報酬を受ける活動が許可。
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技能実習生
建設就労外国人
特定技能1号外国人
特定技能2号外国人
建設技能者数に対する外国人建設技能者比率

ベトナム
25,338
(161)

フィリピン
4,153
(3)

インドネシア
3,909(6)

中国
2,180
(41)

カンボジア 1,173
ミャンマー 718(1) タイ 360(1)

モンゴル 279
その他 468

特定技能外国人
38,578人

(うち2号 213人)

外国人建設技能者の現状

※ 出所 以下公表値を基に国土交通省で作成（外国人建設技能者数は特定技能外国人、技能実習生、建設就労外国人を合計した人数）
・全建設技能者数 ：総務省「労働力調査」（暦年平均）をもとに国土交通省で作成
・特定技能外国人数 ：入管庁の公表資料「特定技能在留外国人数」（在留者数推移グラフにおける数値は各年度末時点又は各年12月末時点）
・技能実習生数 ：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（各年10月末時点）
・外国人建設就労者数 ：国土交通省による集計（各年度末時点、2015年度から2022年度まで）

(千人)

○ 建設分野で活躍する外国人技能者の在留者数は約14.6万人で、全建設技能者数の約4.9％
○ 在留資格別では技能実習が最多(2024年：約11万人)（ただし、技能実習制度は人材育成により国際貢献を行うことを目的とした制度）

○ 特定技能2号外国人は現在213人が在留（2024年12月末時点）

国籍・地域別特定技能在留外国人数
（2024年12月末時点）

外国人建設技能者の在留者数推移
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○ 我が国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から、専門的・
技術的分野の外国人労働者の受入れをより積極的に推進
（第９次雇用対策基本計画（平成11年８月13日閣議決定））

○ 我が国の経済社会の活性化に資する専門的・技術的分野の外国人につ
いては、積極的に受け入れていく必要があり、引き続き、在留資格の決
定に係る運用の明確化や手続負担の軽減により、円滑な受入れを図って
いく。（出入国在留管理基本計画（平成31年４月法務省））

○ 我が国の経済社会と国民生活に多大な影響を及ぼすこと等から、国民
のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応
（第９次雇用対策基本計画（平成11年８月13日閣議決定））

○ 専門的・技術的分野とは評価されない分野の外国人の受入れについて
は、ニーズの把握や受入れが与える経済的効果の検証、教育、社会保障
等の社会的コスト、労働条件など雇用全体に及ぼす影響、日本人労働者
の確保のための努力の状況、受入れによる産業構造への影響、受け入れ
る場合の適切な仕組み、受入れに伴う環境整備、治安など、幅広い観点
からの検討が必須であり、この検討は国民的コンセンサスを踏まえつつ
行われなければならない。
（出入国在留管理基本計画（平成31年４月法務省） ）

専門的・技術的
分野の外国人

上記以外の
分野の外国人

積極的に受入れ積極的に受入れ

様々な検討を要する様々な検討を要する

外国人労働者の受入れに関する政府方針
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特定技能１号のポイント

特定技能２号のポイント

【就労が認められる在留資格の技能水準】

在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

１年を超えない範囲内で法務大臣が個々の外国人について
指定する期間ごとの更新（通算で上限５年まで）

試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等免除）

試験（Ｎ４等）で確認（技能実習２号修了者は免除）
※介護、自動車運送業（タクシー・バス）及び鉄道（運輸係
員）分野は別途要件あり

基本的に認めない

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

３年、１年又は６か月ごとの更新（更新回数に制限なし）

試験での確認なし（漁業及び外食業分野（Ｎ３）を除
く。）

要件を満たせば可能（配偶者、子）

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象外

試験等で確認

在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

日本語能力水準

制度概要�在留資格について

○ 深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが
困難な状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、在留資格「特定
技能１号」及び「特定技能２号」を創設（平成３１年４月から実施）

○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格
在留者数： ２９３，００８人（令和７年２月末現在、速報値）

○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格
在留者数： １，３５１人（令和７年２月末現在、速報値）

（１６分野）

専
門
的
・
技
術
的
分
野

非
専
門
的
・

非
技
術
的
分
野

「技能実習」

「技術・人文知識・国際業務」
「技能」
「高度専門職（１号・２号）」
「介護」
「教授」 等

特定技能以外の在留資格 特定技能の在留資格

「特定技能１号」

「特定技能２号」

特定産業分野：介護、ビルクリーニング、工業製品製造業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、自動車運送業、鉄道、
農業、漁業、飲食料品製造業、外食業、林業、木材産業

（赤字は特定技能１号・２号でも受入れ可。黒字は特定技能１号のみで受入れ可。）

日本語能力水準
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特定技能１号の対象分野及び業務区分一覧
１　人手不足状況

介護 135,000人 介護技能評価試験
国際交流基金日本語基礎テスト又は
日本語能力試験（N４以上）
(上記に加えて)介護日本語評価試験

・身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴、食事、排せつの介助等）のほか、これに付随する
支援業務（レクリエーションの実施、機能訓練の補助等）
（注）令和7年4月21日、介護分野の上乗せ基準告示の改正により、訪問系サービスへの従事が可能に

直接

ビルクリーニング 37,000人
ビルクリーニング分野特
定技能１号評価試験

・建築物内部の清掃 直接

経
産
省

工業製品製造業 173,300人
製造分野特定技能１号評
価試験

・機械金属加工　 ・電気電子機器組立て　 ・金属表面処理　 ・紙器・段ボール箱製造
・コンクリート製品製造　 ・RPF製造　 ・陶磁器製品製造　 ・印刷・製本　 ・紡織製品製造　 ・縫製

直接

建設 80,000人
建設分野特定技能１号評
価試験等

・土木
・建築
・ライフライン・設備

直接

造船・舶用工業 36,000人
造船・舶用工業分野特定
技能１号試験等

・造船
・舶用機械
・舶用電気電子機器

直接

自動車整備 10,000人
自動車整備分野特定技
能１号評価試験等

・自動車の日常点検整備、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する基礎的な業務 直接

航空 4,400人
航空分野特定技能１号評
価試験

・空港グランドハンドリング（地上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業務等）
・航空機整備（機体、装備品等の整備業務等）

直接

宿泊 23,000人
宿泊分野特定技能１号評
価試験

・宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客及びレストランサービス等の宿泊サービスの提供 直接

自動車運送業 24,500人
自動車運送業分野特定
技能１号評価試験等

・トラック運転者
・タクシー運転者
・バス運転者

直接

鉄道 3,800人
鉄道分野特定技能１号評
価試験等

・軌道整備　 ・電気設備整備　 ・車両整備
・車両製造　 ・運輸係員（駅係員、車掌、運転士）

直接

農業 78,000人 １号農業技能測定試験
・耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等）
・畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等）

直接

派遣

漁業 17,000人 １号漁業技能測定試験

・漁業（漁具の製作・補修、水産動植物の探索、漁具・漁労機械の操作、水産動植物の採捕、漁獲物の
処理・保蔵、安全衛生の確保等）
・養殖業（養殖資材の製作・補修・管理、養殖水産動植物の育成管理、養殖水産動植物の収獲（穫）・
処理、安全衛生の確保等）

直接

派遣

飲食料品
製造業

139,000人
飲食料品製造業特定技
能１号技能測定試験

・飲食料品製造業全般（飲食料品（酒類を除く）の製造・加工、安全衛生の確保） 直接

外食業 53,000人
外食業特定技能１号技能
測定試験

・外食業全般（飲食物調理、接客、店舗管理） 直接

林業 1,000人 林業技能測定試験 ・林業（育林、素材生産等） 直接

木材産業 5,000人
木材産業特定技能１号測
定試験

・製材業、合板製造業等に係る木材の加工等 直接

従事する業務
雇用
形態

３　その他重要事項

国
交
省

農
水
省

厚
労
省

分野

２　人材基準

受入れ見込数
（５年間の上限）

技能試験 日本語試験

国際交流基金日本語基礎テスト又は
日本語能力試験（N４以上）

国際交流基金日本語基礎テスト又は
日本語能力試験（N４以上）
※「従事する業務」のうち、青字につい
ては日本語能力試験（N３以上）

国際交流基金日本語基礎テスト又は
日本語能力試験（N４以上）

〔１業務区分〕

〔１業務区分〕

〔１業務区分〕

〔１業務区分〕

〔２業務区分〕

〔２業務区分〕

〔３業務区分〕

〔10業務区分〕

〔３業務区分〕

〔１業務区分〕

〔２業務区分〕

〔１業務区分〕

〔１業務区分〕

〔１業務区分〕

〔５業務区分〕

〔３業務区分〕
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技能実習と特定技能の制度比較

技能実習（団体監理型） 特定技能（１号）

関係法令
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する
法律／出入国管理及び難民認定法

出入国管理及び難民認定法

在留資格 在留資格「技能実習」 在留資格「特定技能」

在留期間
技能実習１号：１年以内、技能実習２号：２年以内、

技能実習３号：２年以内（合計で最長５年）
通算５年

外国人の技能水準 なし 相当程度の知識又は経験が必要

入国時の試験
なし

（介護職種のみ入国時N４レベルの日本語能力要件あり）
技能水準、日本語能力水準を試験等で確認

（技能実習２号を良好に修了した者は試験等免除）

送出機関 外国政府の推薦又は認定を受けた機関 なし

監理団体
あり

（非営利の事業協同組合等が実習実施者への監査その他の監理事
業を行う。主務大臣による許可制）

なし

支援機関 なし
あり

（個人又は団体が受入れ機関からの委託を受けて特定技能外国人に住居
の確保その他の支援を行う。出入国在留管理庁長官による登録制）

外国人と受入れ機
関のマッチング

通常監理団体と送出機関を通して行われる
受入れ機関が直接海外で採用活動を行い又は国内外のあっせん機関等を
通じて採用することが可能

受入れ機関の
人数枠

常勤職員の総数に応じた人数枠あり 人数枠なし（介護分野、建設分野を除く）

活動内容

技能実習計画に基づいて、講習を受け、及び技能等に係る業務に従
事する活動（１号）
技能実習計画に基づいて技能等を要する業務に従事する活動（２号、
３号） （非専門的・技術的分野）

相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する活動
（専門的・技術的分野）

転籍・転職
原則不可。ただし、実習実施者の倒産等やむを得ない場合や、２号か
ら３号への移行時は転籍可能

同一の業務区分内又は試験によりその技能水準の共通性が確認されてい
る業務区分間において転職可能
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制度概要  就労開始までの流れ

受入れ機関での就労開始

〔受入れ機関と雇用契約の締結〕
受入れ機関等が実施する事前ガイダンス等

健康診断の受診

日本国内に在留している外国人
（中長期在留者）

海外から来日する外国人

在外公館

査証発給

＜技能試験＞
・特定産業分野の業務区分に対応する試験

＜日本語試験＞
・国際交流基金日本語基礎テスト

（国際交流基金）
又は

・日本語能力試験（Ｎ４以上）
（国際交流基金・日本国際教育

支援協会）
など

試験（技能・日本語）
は免除

試験（技能・日本語）
に合格

在留資格変更許可申請

試験（技能・日本語）
は免除

国外試験

（技能・日本語）に合格

査証申請

入国

地方出入国在留管理局

在留資格認定証明書交付申請

在留資格認定証明書交付 在留資格変更許可

※受入れ機関の職員等による代理申請

※受入れ機関等から送付された在留資格認定証明
書を、在外公館へ提出

※本人申請が原則

〔外国人本人の要件〕
○１８歳以上であること

○技能試験及び日本語試験に合格していること（技
能実習２号を良好に修了した外国人は免除）
○特定技能１号で通算５年以上在留していないこと

○保証金を徴収されていないこと又は違約金を定め
る契約を締結していないこと

○自らが負担する費用がある場合、内容を十分に理
解していること

など

審査

受入れ機関に在留資格認定証明書を送付

審査

在留カードの交付

在留カードの交付
※後日交付の場合あり

審査

技能実習２号を
良好に修了した

外国人

新規入国予定
の外国人 留学生など

技能実習２号を
良好に修了した

外国人

求人募集に直接申し込む／民間の職業紹介事業者による求職のあっせん 求人募集に直接申し込む／ハローワーク・民間の職業紹介事業者による求職のあっせん

〔入国後（又は在留資格の変更後）、遅滞な
く実施すること〕

○受入れ機関等が実施する生活オリエン
テーションの受講
○住居地の市区町村等で住民登録
○給与口座の開設
○住宅の確保

など
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建設分野における特定技能制度の概要

① 建設業法第３条第１項の許可を受けていること
② 受入企業及び１号特定技能外国人を建設キャリアアップシステム(CCUS)に登録していること
③ 特定技能外国人受入事業実施法人(※２)又は当該法人を構成する建設業者団体に所属し、その行動規範を遵守すること
④ １号特定技能外国人に対し、同等の技能を有する日本人と同等額以上の報酬を安定的に支払い、技能の習熟に応じて昇給を行うこと
⑤ 賃金等の雇用契約に係る重要事項について、所定の様式による書面で、外国人が十分に理解することができる言語で事前に説明していること
⑥ １号特定技能外国人に対し、受入れ後、国土交通大臣が指定する講習又は研修を受講させること
⑦ 国又は適正就労監理機関(※３)による巡回訪問等による受入計画の実施状況の確認、情報収集、指導・助言に対し、必要な協力を行うこと 等

○ 建設分野における受入企業の基準及び受入計画の認定要件【告示第２条、第３条】

※１：出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令及び特定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の規定に基づき建設分野に特有の事情に
鑑みて当該分野を所管する関係行政機関の長が告示で定める基準を定める件(平成31年国土交通省告示第357号)

※２：一般社団法人 建設技能人材機構 (JAC) が特定技能外国人受入事業実施法人として登録されています。
※３：一般財団法人 国際建設技能振興機構 (FITS) が適正就労監理機関として認められています。

（ルート①）
技能実習からの移行 技能実習

受
入
計
画
の
審
査

(

国
土
交
通
大
臣)

在
留
資
格
の
審
査

(

法
務
大
臣)

特定技能
２号

技能評価試験
(２号試験等)

並行審査が可能

○ 建設分野における「特定技能」の在留資格の取得及び就労の開始に必要な手続き

技能検定１級相当

在
留
資
格
の
審
査

(

法
務
大
臣)

在留期間の
更新回数に制限なし班長としての

実務経験

特定技能
１号

通算で上限５年まで +

一定の専門性
・技能を有し
即戦力となる

外国人

技能評価試験
(１号試験等)
技能検定３級相当

（ルート②）
技能試験等への合格

日本語能力試験

良好に修了

両方に合格

Ａ２相当 建設分野における上乗せの基準

建設業としての内容を定めるもの

+

○ 建設分野における特定技能制度では、業種横断の基準に加え、建設分野の特性を踏まえた上乗せの基準として、国土交
通大臣が定める告示(※１)において、受入企業の基準を設定しており、１号特定技能外国人の雇用に際しては、国土交
通大臣による建設特定技能受入計画の認定を受けることを求めています。
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【特定技能１号】

【特定技能２号】

特定技能制度における外国人材のキャリアパス（イメージ）

技能実習２号を良好に修了

※ 技能実習２号を良好に修了した者は、特定技能１号の技能水準・日
本語能力水準を有するものと評価し、試験を免除する。

※ 技能実習３号を修了した者は、技能実習２号を良好に修了した者と同
じ取扱い。

※ 技能実習２号を良好に修了する見込みの者及び技能実習３号を修了
する見込みの者は、在留期間満了日の半年前から建設特定技能受入
計画の認定申請を行うことが可能。

※ 特定活動(外国人建設就労者受入事業、2015年度から2022年度ま
での時限措置)で在留していた者は、技能実習２号を良好に修了した者
と同じ取扱い。

「技能評価試験」と「日本語能力試験」の両方に合格

① 技能評価試験
「技能検定３級」 又は 「建設分野特定技能１号評価試験」

② 日本語能力試験
「国際交流基金日本語基礎テスト(JFT-Basic)」

又は 「日本語能力試験(JLPT) N4以上」

※ 試験は国外、国内において実施。

試験合格ルート 技能実習等からの切替ルート

○ 特定技能１号：在留期間は通算で上限５年まで、家族の帯同は認められていない
在留資格を得るためには、「試験合格ルート」と「技能実習等からの切替ルート」の２通りの方法がある。

○ 特定技能２号：在留期間の更新回数に制限なし、家族の帯同は要件を満たせば可能(配偶者、子)
在留資格を得るためには、所定の試験への合格及び班長として一定の実務経験等が必要。

在留期間は通算で上限５年まで、
家族の帯同は認められていない

在留期間の更新回数に制限なし、
家族の帯同は要件を満たせば可能(配偶者、子)

技能実習２号を修了していない者 技能実習２号を修了した者(試験が免除される者)

班長として一定の実務経験 ＋ 「建設分野特定技能２号評価試験」又は所定の「技能検定１級」等に合格
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建設分野における業務区分について

○ 建設分野で特定技能外国人が従事する業務は、「土木」・「建築」・「ライフライン・設備」の３つの区分に分類。
○ 建設業に係る全ての作業を３つの業務区分に整理・統合。（令和４年８月30日閣議決定）
○ 各業務区分ごとに要する技能の水準と従事する業務の内容が規定されており、特定技能外国人はそれぞれの業務区分に

対応した業務に従事。

補足
特定技能２号特定技能１号

業務区分
従事する業務従事する業務

「土木施設」とは、一般に、土地に定着する工作物のうち建
築物以外のものを広く含む概念であると解されており、道路、
公園、河川堤防、港湾施設、空港滑走路等がその代表的
なものです。

複数の建設技能者を指導しながら、
土木施設の新設、改築、維持、修繕に
係る作業等に従事し、工程を管理

指導者の指示･監督を受けながら、
土木施設の新設、改築、維持、修繕に
係る作業等に従事

土木

「建築物」は、一般に、土地に定着する工作物のうち、屋根
及び柱又は壁を有するものをいいます。

複数の建設技能者を指導しながら、
建築物の新築、増築、改築若しくは移
転又は修繕若しくは模様替に係る作業
等に従事し、工程を管理

指導者の指示･監督を受けながら、
建築物の新築、増築、改築若しくは移
転又は修繕若しくは模様替に係る作業
等に従事

建築

本業務で行う作業は、電気通信、ガス、水道、電気等をネッ
トワークとして整備、変更又は修理等行う作業と、それらを住
宅等のいわゆる付帯設備として設置・接続等行う作業の、
異なる２種類の作業で大きく構成されますが、どちらの作業
も行うこともできます。

複数の建設技能者を指導しながら、
電気通信、ガス、水道、電気その他のラ
イフライン・設備の整備・設置、変更又
は修理の作業等に従事し、工程を管理

指導者の指示･監督を受けながら、
電気通信、ガス、水道、電気その他のラ
イフライン・設備の整備・設置、変更又
は修理に係る作業等に従事

ライフライン
・設備

（作業の例）配管、保温保冷、電気工事、電気通信工事 等

（作業の例）建築大工、鉄筋施工、とび、屋根ふき、左官、内装仕上げ、塗装、
防水施工 等

（作業の例）コンクリート圧送、とび、建設機械施工、塗装 等
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業務区分と従事できる工事業の考え方

板金工事業
熱絶縁工事業

管工事業
電気工事業

電気通信工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

大工工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業

鉄筋工事業
塗装工事業
防水工事業
石工事業

機械器具設置工事業
内装仕上工事業

建具工事業
左官工事業

タイル・れんが・ブロック工事業
清掃施設工事業

屋根工事業
ガラス工事業
解体工事業
板金工事業

熱絶縁工事業
管工事業

さく井工事業
舗装工事業

しゅんせつ工事業
造園工事業
大工工事業

とび・土工工事業
鋼構造物工事業

鉄筋工事業
塗装工事業
防水工事業
石工事業

機械器具設置工事業

従
事
す
る
こ
と
が
可
能
な
範
囲

【主としてライフライン
・設備に係る作業】

【主として建築物に
係る作業】

【主として土木施設に
係る作業】

実際に従事させる場合には、雇用契約上、業務範囲を明確にし、
同等の技能を有する日本人と同等以上の報酬となるよう留意が必要

元請企業は、下請企業との請負契約に基づく工事(作業)が
在留資格上の業務区分に適していることを確認する必要

従
事
す
る
こ
と
が
可
能
な
範
囲

従
事
す
る
こ
と
が
可
能
な
範
囲

請負契約による工事(作業)に適した
在留資格上の業務区分であれば、どの現場でも入場可能

従事する工事(例)
「左官工事業」

【参考２】各業務区分で従事できる工事の範囲【参考１】特定技能外国人の現場入場イメージ

従事する工事(例)
「舗装工事業」

○ 在留資格上の業務区分は、特定技能外国人が従事する業務内容に基づいた区分であり、業務区分に適合する業務内容
であれば、作業を行う現場の種別を問わず従事可能。【参考１】

○ 各業務区分ごとに、従事可能な建設業許可工事業との対応関係を確認することに加え、実際に従事させる場合には、雇用
契約上、業務範囲を明確にし、同等の技能を有する日本人と同等以上の報酬となるよう留意が必要。【参考２】

従事する工事(例)
「電気工事業」
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技能実習の移行対象職種と業務区分との対応

特定技能 業務区分
技能実習の
移行対象職種

特定技能 業務区分
技能実習の
移行対象職種 ライフライン

・設備建築土木ライフライン
・設備建築土木

配管13さく井1

熱絶縁施工14建築板金2

内装仕上げ施工15冷凍空気調和機器施工3

表装16建具製作4

サッシ施工17建築大工5

防水施工18型枠施工6

コンクリート圧送施工19鉄筋施工7

ウェルポイント施工20とび8

建設機械施工21石材施工9

築炉22タイル張り10

鉄工23かわらぶき11

塗装24左官12

溶接25

○ 技能実習制度における移行対象職種のうち25職種が、建設分野における特定技能１号の在留資格を取得する際の試験
免除の対象となっている。

○ 各職種がどの業務区分に対応しているかについては、以下の表の通り規定されている。
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支援計画の概要①

○ 受入れ機関は、１号特定技能外国人に対して「特定技能１号」の活動を安定的かつ円滑に行うことができるように
するための職業生活上、日常生活上又は社会生活上の支援の実施に関する計画（１号特定技能外国人支援計画。以下
「支援計画」という。）を作成し、当該計画に基づき支援を行わなければならない。

ポイント

■ 支援計画の作成
・受入れ機関は、在留諸申請（※）に当たり、支援計画を作成し、当該申請の際にその他申請書類と併せて提出しなけれ
ばならない。
※ 特定技能１号に関する在留資格認定証明書交付申請、在留資格変更許可申請等

■ 支援計画の作成
・受入れ機関は、在留諸申請（※）に当たり、支援計画を作成し、当該申請の際にその他申請書類と併せて提出しなけれ
ばならない。
※ 特定技能１号に関する在留資格認定証明書交付申請、在留資格変更許可申請等

■ 支援計画の主な記載事項■ 支援計画の主な記載事項
・職業生活上、職業生活上、日常生活上又は社会生活上の支援と日常生活上又は社会生活上の支援とししてて必要で必要でああるるととししてて省令で省令で定め定めらられたれた１１０項目（０項目（１　８ペーージジ参照）の参照）の
実施内容・方法等実施内容・方法等

・支援責任者及び支援責任者及び支援担当者の氏名及び支援担当者の氏名及び役職等役職等
・支援の実施を支援の実施を契約に契約によより他の者にり他の者に委託す委託するる場合の当該他の者の氏名及び場合の当該他の者の氏名及び住所等住所等

・登録支援機関（登録支援機関に登録支援機関（登録支援機関に委託す委託するる場合のみ）場合のみ）

■ 支援計画実施の登録支援機関への委託■ 支援計画実施の登録支援機関への委託
・受入受入れ機関は、れ機関は、支援計画の全部又は一部支援計画の全部又は一部の実施をの実施を他の者に他の者に委託す委託するるここととがでができきるる（支援委託契約を（支援委託契約を締結）。締結）。

・受入れ機関が支援計画の全部の実施を登録支援機関（２１ページ参照）に委託する場合には、外国人を支援する体
制があるものとみなされる。

・登録支援機関は、登録支援機関は、委託を委託を受け受けたた支援業務の実施を支援業務の実施を更に更に委託す委託するるここととはではでききなないい。。（支援業務の履行を（支援業務の履行を補助す補助するる範囲で範囲で
通通訳人な訳人などどをを活用す活用するるここととは可能）は可能）

※特定技能２号については、支援義務がない。
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②出入国する際の送迎
・入国時に空港等と事業所又は住居への送迎
・帰国時に空港の保安検査場までの送迎・同行

③住居確保・生活に必要な契約支援
・連帯保証人になる・社宅を提供する等

・銀行口座等の開設・携帯電話やライフライン
の契約等を案内・各手続の補助

④生活オリエンテーション
・円滑に社会生活を営めるよう日本
のルールやマナー、公共機関の利用
方法や連絡先、災害時の対応等の説
明

⑥日本語学習の機会の提供
・日本語教室等の入学案内、日本語
学習教材の情報提供等

⑦相談・苦情への対応
・職場や生活上の相談・苦
情等について、外国人が十
分に理解することができる言
語での対応、内容に応じた
必要な助言、指導等

⑧日本人との交流促進
・自治会等の地域住民との交流の場や、地域
のお祭りなどの行事の案内や、参加の補助等

⑨転職支援（人員整理等の場合）
・受入れ側の都合により雇用契約を解除する
場合の転職先を探す手伝いや、推薦状の作成
等に加え、求職活動を行うための有給休暇の
付与や必要な行政手続の情報の提供

⑩定期的な面談・行政機関への通報
・支援責任者等が外国人及びその上司等と定
期的（３か月に１回以上）に面談し、労働基準
法違反等があれば通報

⑤公的手続等への同行
・必要に応じ住居地・社会保
障・税などの手続の同行、書類
作成の補助

支援計画の概要②

①事前ガイダンス
・在留資格認定証明書交付申請前又は在留資
格変更許可申請前に、労働条件・活動内容・入
国手続・保証金徴収の有無等について、対面・
テレビ電話等で説明

18



特定技能制度における地域の共生施策に関する連携

特定技能
所属機関

地方公共団体
（都道府県・市区町村）

市区町村に対する協力確認書の提出

必要に応じて指導・助言・協力要請等

今後、特定技能外国人のより一層の増加が見込まれる中、特定技能所属機関においては、
・地域における外国人との共生社会の実現のため寄与する責務があること
・１号特定技能外国人に対する支援は地域の外国人との共生に係る取組を踏まえて行うこと

が求められる。

▐ 協力確認書の提出
特定技能所属機関は、特定技能外国人の受入れに当たり、次のいずれかの時点において、当該外国人が活動する事業所の所在地及び住居地が属する市区町村に対し、

「協力確認書」※を提出する。
・初めて特定技能外国人を受け入れる場合には、当該外国人と特定技能雇用契約を締結後、在留資格認定証明書交付申請又は在留資格変更許可申請を行う前
・既に特定技能外国人を受け入れている場合には、施行期日以降、初めて当該外国人に係る在留資格変更許可申請又は在留期間更新許可申請を行う前
※ 地方公共団体から共生施策に対する協力を求められた場合には、当該要請に応じ、必要な協力をする旨の文書。

▐ 在留諸申請における申告
特定技能外国人に係る在留諸申請において、特定技能所属機関は、当該外国人が活動する事業所の所在地及び住居地が属する地方公共団体が実施する共生施策につ

いて必要な協力をすることとしている旨を申告する。

▐ １号特定技能外国人支援計画の作成・実施
特定技能所属機関は、支援計画の作成・実施において、地方公共団体において実施する共生施策を確認し、これを踏まえた支援計画を作成の上、当該支援を適切に

実施する。

▐ 地方公共団体からの協力要請への対応
特定技能所属機関は、地方公共団体から共生施策に係る協力を求められれば、それが共生社会の実現に必要な施策であり、特定技能外国人に対する支援に資するも

のである場合、当該協力要請に応じる。
※ 本件取組における地方公共団体が実施する共生施策とは、例えば、各種行政サービス、交通・ゴミ出しのルール、医療・公衆衛生や防災訓練・災害対応、地域イ

ベント、日本語教室等に関する施策等が想定される。

必要に応じて協力要請

協力要請への対応
地方出入国
在留管理局

相談

回報

地方出入国在留管理局では、地方公共団体から、共生社会の実現に必要な施策であり、特定技能外国人に対する支援に資するも
のであるにもかかわらず、協力要請に応じない特定技能所属機関について相談等を受けた場合には、必要に応じて、当該地方公
共団体又は特定技能所属機関等に事情を確認した上で、特定技能所属機関等に対する指導・助言・協力要請等を行う場合がある。

在留諸申請

１ 趣旨

２ 制度概要

３ 運用イメージ
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１ 受入れ機関が外国人を受け入れるための基準
① 外国人と結ぶ雇用契約が適切（例：報酬額が日本人と同等以上）
② 機関自体が適切（例：５年以内に出入国・労働法令違反がない）
③ 外国人を支援する体制あり（例：外国人が理解できる言語で支援できる）
④ 外国人を支援する計画が適切（例：生活オリエンテーション等を含む）

２ 受入れ機関の義務
① 外国人と結んだ雇用契約を確実に履行（例：報酬を適切に支払う）
② 外国人への支援を適切に実施

→ 支援については、登録支援機関に委託も可。
全部委託すれば１③も満たす。

③ 出入国在留管理庁への各種届出
（注）①～③を怠ると外国人を受け入れられなくなるほか、出入国在留管理庁

から指導、改善命令等を受けることがある。

受入れ機関について受入れ機関について

１ 登録を受けるための基準
① 機関自体が適切（例：５年以内に出入国・労働法令違反がない）
② 外国人を支援する体制あり（例：外国人が理解できる言語で支援できる）

２ 登録支援機関の義務
① 外国人への支援を適切に実施
② 出入国在留管理庁への各種届出

（注）①②を怠ると登録を取り消されることがある。

出入国在留管理庁

登録支援
機関

受入れ
機関

外国人

届出
登録

・
登録抹消

指
導
・
助
言

指
導
・助
言

届
出

指
導
・助
言

立入検査
・

改善命令

雇
用
契
約

支援委託

届出

支援支援

登録支援機関について登録支援機関について

制度概要�受入れ機関と登録支援機関について
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登録支援機関とは

登録支援機関になろうとする者 登録支援機関

受入れ機関
１号特定技能

外国人

①登録申請

地方出入国在留管理局

届出

（支援実施状況、
変更事項等）

③登録通知

④登録後

※登録簿に登録

支援計画の全部の実施

※持参又は郵送

②登録の要件確認
・指導・助言

・報告又は資料の
提出要求

・登録の取消し 雇用
契約

支援委託契約

（支援計画の全部の実施を
委託）

○ 登録支援機関は、受入れ機関との支援委託契約により、支援計画に基づく支援の全部の実施を行う。
○ 登録支援機関になるためには、出入国在留管理庁長官の登録を受ける必要がある。
○ 登録を受けた機関は、登録支援機関登録簿に登録され、出入国在留管理庁ホームページに掲載される。
○ 登録の期間は５年間であり、更新が可能である。
○ 登録には申請手数料が必要である。（新規登録２万８，４００円、登録更新１万１，１００円）
○ 登録支援機関は、出入国在留管理庁長官に対し、定期又は随時の各種届出を行う必要がある。

登録支援機関とは

登録支援機関になろうとする個人又は団体
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○ 受入れ機関による届出の不履行や虚偽の届出については罰則の対象とされている。

○ 受入れ機関及び登録支援機関は、出入国在留管理庁長官に対し、各種届出を随時又は定期に行わなければならない。
○ 登録支援機関は、支援業務の実施が困難になった場合等には、出入国在留管理庁長官に対し報告を行うこととされている。
○ 受入れ機関による届出の不履行や虚偽の届出については罰則の対象とされている。

ポイント

■ 随時の届出
【受入れ機関の届出】 ※違反の場合、指導や罰則の対象

・特定技能雇用契約の変更、終了、新たな契約の締結に関する届出
・支援計画の変更に関する届出
・登録支援機関との支援委託契約の締結、変更、終了に関する届出
・特定技能外国人の受入れ困難時の届出
・特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の基準不適合に係る届出

【登録支援機関の届出】※違反の場合、指導や登録の取消しの対象
・登録の申請事項の変更の届出
・支援業務の休廃止の届出

■ 随時の届出
【受入れ機関の届出】 ※違反の場合、指導や罰則の対象

・特定技能雇用契約の変更、終了、新たな契約の締結に関する届出
・支援計画の変更に関する届出
・登録支援機関との支援委託契約の締結、変更、終了に関する届出
・特定技能外国人の受入れ困難時の届出
・特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の基準不適合に係る届出

【登録支援機関の届出】※違反の場合、指導や登録の取消しの対象
・登録の申請事項の変更の届出
・支援業務の休廃止の届出

届出・報告について（受入れ機関・登録支援機関）

■ 定期の届出 ※違反の場合、指導や罰則の対象
・特定技能外国人の受入れ・活動・支援実施状況に関する届出
（受入れ状況：特定技能外国人の受入れ総数、氏名等の情報、活動日数、場所、業務内容等）
（活動状況：報酬の支払状況、離職者数、行方不明者数、受入れに要した費用の額等）
（支援実施状況：相談内容及び対応結果等）

※支援計画の全部の実施を登録支援機関に委託した場合は、受入れ機関と登録支援機関が連名で届出を行う。

■ 定期の届出 ※違反の場合、指導や罰則の対象
・特定技能外国人の受入れ・活動・支援実施状況に関する届出
（受入れ状況：特定技能外国人の受入れ総数、氏名等の情報、活動日数、場所、業務内容等）
（活動状況：報酬の支払状況、離職者数、行方不明者数、受入れに要した費用の額等）
（支援実施状況：相談内容及び対応結果等）

※支援計画の全部の実施を登録支援機関に委託した場合は、受入れ機関と登録支援機関が連名で届出を行う。

【定期届出】
対象年の４月１日から翌年３月３１日までの受入れ・活
動・支援実施状況について、翌年４月１日から５月３１
日までに提出
（２０２５年１月から３月までを対象期間とした届出は、従前
の四半期に一度の届出として同年４月１５日までに提出）

■ 随時の報告 【登録支援機関のみ】】※違反の場合、指導や登録の取消しの対象
・１号特定技能外国人支援計画の実施における特異事案報告

（支援計画の実施が困難となったとき、支援の全部委託を受けた特定技能所属機関の基準不適合を把握した場合等）

■ 随時の報告 【登録支援機関のみ】】※違反の場合、指導や登録の取消しの対象
・１号特定技能外国人支援計画の実施における特異事案報告

（支援計画の実施が困難となったとき、支援の全部委託を受けた特定技能所属機関の基準不適合を把握した場合等）
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○ 制度の適切な運用を図るため、特定産業分野ごとに分野所管省庁が協議会を設置する。
○ 協議会においては、構成員の連携の緊密化を図り、各地域の事業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよ

う、制度や情報の周知、法令遵守の啓発のほか、地域ごとの人手不足の状況を把握し、必要な対応等を行う。

特定技能における分野別の協議会について

ポイント

イメージ

○ 特定技能外国人の受入れに係る制度の趣旨や優良事例の周知
○ 特定技能所属機関等に対する法令遵守の啓発
○ 就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析
○ 地域別の人手不足の状況の把握・分析
○ 人手不足状況、受入れ状況等を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整（特定地域への過度

な集中が認められる場合の構成員に対する必要な要請等を含む）
○ 受入れの円滑かつ適正な実施のために必要なその他の情報・課題等の共有・協議等 等

活動内容

特定技能外国人を受け
入れる全ての受入れ機
関は協議会の構成員に
なることが必要（注）

（注）建設分野においては、受入れ機関は建設業者団体が共同で設置する法人に所属することが求められ、当該法人が協議会構成員となる。
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「特定技能」に関する二国間取決め（ＭＯＣ）の概要

○ 情報共有
特定技能外国人の円滑かつ適正な送出し・受入れの確保等のために必要又は有益な情報を速やかに共有する。この情報には、特定技能外国人

に係る求人・求職に関与する両国内の機関による以下の行為に関する情報を含む。
● 保証金の徴収、違約金の定め、人権侵害行為、偽変造文書等の行使及び費用の不当な徴収等

○ 問題是正のための協議
定期又は随時に協議を行い、本制度の適正な運用のために改善が必要と認められる問題の是正に努める。

二国間取決めのポイント

情報連携・活用相手国政府

日本国政府

法務省 厚生労働省

外務省 警察庁

地方出入国在留管理局

都道府県労働局 都道府県警察

情報の提供元

外国人技能実習機構 など

悪質な仲介
事業者の情
報提供等

対処の申入
れ・協議等

悪質な仲介
事業者の情
報提供等

保証金を徴収するなどの悪質な仲介事業者（ブローカー）等の介在防止のため、二国間取決めなどの政府間文書の作成等、必要な方策を講じる。

政府基本方針（令和７年３月１１日閣議決定）

総合的対応策（令和６年度改訂）（令和６年６月２１日関係閣僚会議決定）

○ 外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組み：悪質な仲介事業者等の排除
「特定技能」の在留資格について、悪質な仲介事業者の排除を目的とし、情報共有の枠組みの構築を内容とする二国間取決めのための政府間

文書を作成した国について、制度の運用状況等を踏まえ、当該国との情報連携及び協議を着実に進めるとともに、必要に応じ、政府間文書の内
容の見直しを行う。また、かかる政府間文書の作成に至っていない国であって送出しが想定されるものとの間では、同様の政府間文書の作成に
向けた交渉を引き続き進める。

二国間取決めのイメージ

フィリピン（H31.3.19）、カンボジア（H31.3.25）、ネパール（H31.3.25）、ミャンマー（H31.3.28）、モンゴル（H31.4.17）、

スリランカ（R1.6.19）、インドネシア（R1.6.25）、ベトナム（R1.7.1文書交換）、バングラデシュ（R1.8.27）、ウズベキスタン（R1.12.17）、

パキスタン（R1.12.23）、タイ（R2.2.4）、インド（R3.1.18）、マレーシア（R4.5.26）、ラオス（R4.7.28）、キルギス（R5.7.6）、

タジキスタン（R6.8.8）

（令和６年８月８日時点）
署名状況（１７か国）
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育成就労制度の概要
令和６年６月２１日、「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する

法律」が公布されました。

それにより、技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を抜本的に見直し、我が国の人手不足分野における人材の育成・確保を目的

とする育成就労制度が創設されます（育成就労制度は令和６年６月２１日から起算して３年以内の政令で定める日に施行されます。）。

｢育成就労産業分野（育成就労制度の受入れ分野）」（※）において、我が国での３年間の就労を通じて特定技能１号

水準の技能を有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保すること。

（※）特定産業分野（特定技能制度の受入れ分野）のうち就労を通じて技能を修得させることが相当なもの

育成就労制度の

目的

育成就労制度の基本方針及び育成就労産業分野ごとの分野別運用方針を策定する（策定に当たっては、有識者や労使団体

の会議体から意見を聴取）。

分野別運用方針において、生産性向上及び国内人材確保を行ってもなお不足する人数に基づき分野ごとの受入れ見込数を

設定し、これを受入れの上限数として運用する。

基本方針・

分野別運用方針

（育成就労外国人と育成就労実施者の間の雇用関係の成立のあっせんや）育成就労が適正に実施されているかどうか監理

を行うなどの役割を担う監理支援機関を許可制とする（許可基準は厳格化。技能実習制度の監理団体も監理支援機関の許

可を受けなければ監理支援事業を行うことはできない。）。

監理支援機関の
許可制度

育成就労外国人ごとに作成する「育成就労計画」を認定制とする（育成就労計画には育成就労の期間（３年以内）、育成

就労の目標（業務、技能、日本語能力等）、内容等が記載され、外国人育成就労機構による認定を受ける）。

育成就労計画の
認定制度

・送出国と二国間取決め（ＭＯＣ）の作成や送出機関に支払う手数料が不当に高額にならない仕組みの導入など、送出し

の適正性を確保する。

・育成就労外国人の本人意向による転籍を一定要件の下で認めることなどにより、労働者としての権利保護を適切に図る。

・地域協議会を組織することなどにより、地域の受入環境整備を促進する。

適正な送出しや
受入環境整備の

取組
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育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

（注１）特定技能１号の試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。

（注２）育成就労制度の受入れ対象分野は特定技能制度と原則一致させるが、特定技能の受入れ対象分野でありつつも、国内での
育成になじまない分野については、育成就労の対象外。

高技能レベル

（就労開始までに）
○ 日本語能力A１
相当以上の試験
（日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）のＮ
５等）合格

or
○ それに相当する
日本語講習の受講

受入れの範囲：育成就労産業分野
（注２）

○ 技能検定基礎級等
＋

○ 日本語試験（A１相当以上の水
準から特定技能１号移行時に必要
となる日本語能力の水準までの範
囲内で各分野ごとに設定）

⇒これらの試験への合格が
本人意向の転籍の条件

○ 技能検定試験３級や特定技能１号評価試験
＋

○ 日本語能力Ａ２相当以上の試験(ＪＬＰＴ
のＮ４等)

※ 育成就労を経ずに外国で試験を受験して
特定技能１号で入国することも可。

○ 特定技能２号評価試験
＋

○ 日本語能力Ｂ１相当
以上の試験（ＪＬＰＴの
Ｎ３等）

育成就労
（３年間）

特定技能１号
（５年間）

特定技能２号
（制限なし）

（注１）
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育成就労制度の関係機関のイメージ

主務省庁

送出機関送出機関

育成就労外国人

地方出入国在留管理局地方出入国在留管理局

外国人育成就労機構

監理支援機関

育成就労実施者（受入れ機関）

・新たに二国間取決め(ＭＯＣ)作成

・長期にわたって産業を支える人材として
育成・雇用（人手不足分野における人材
育成及び人材確保を目的）

送出国政府

・計画認定、実地検査、指導・助言等

ハローワーク

育成就労計画の認定や計画に基づく育成
就労が実施されているかの実地検査など
を行う

・連携

監理支援機関や機構と
連携して転籍を支援

育成就労外国人と育成就労実施者の間の
雇用関係の成立のあっせんや適正な育成
就労が実施されているかどうかの監査な
どを行う
（単独型育成就労においては関与なし）

原則としてＭＯＣを作成した国
からのみ受入れを行う

育成就労を行いたい外国人の
募集や事前研修などを行う

育成就労を行いた
い外国人からの求
職の申込みの取次
ぎを行う
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施行までのスケジュール（予定）
２０２４年
（令和６年）

２０２５年
（令和７年）

２０２６年
（令和８年）

２０２７年
（令和９年）

基本方針、主務省令等
の作成

事前申請
（監理支援機関の許可等）

分野別運用方針分野別運用方針
の作成（育成就
労産業分野の設
定等（※））

੝
ਫ
১
઱
ষ

送出国とMOCの交渉・作成・署名

※ 育成就労産業分野・特定産業分野の設定は、必要に応じて、改正法施行までの間にも行う。
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技能実習に関する経過措置のイメージ

施行日（令和９年予定）

入国 出国

入国

申請

施行日前に既に技能実習を終えて出国している場合は、技能
実習生として再度入国することはできません（注３）。

（注３）技能実習を行っていた期間や職種によっては、育成就労外国人
として再度入国することができる場合があります。

②施行日前に技能実習計画（注２）の認定の申請をしている
場合は、施行日以後に技能実習生として入国できる場合があ
ります。

（注２）施行日から３か月以内に開始することを内容とする技能実習
計画に限ります。また、技能実習計画は、施行日以後に認定される
場合があります。

①施行日前に入国し、施行日時点で現
に技能実習を行っている場合は、引き
続き技能実習を行うことができます。

入国

下記①又は②に該当する場合、施行日後にも技能実習を行うことが可能であり、要件を満たせば、次の段階の技能実
習までは引き続き行うことができます（注１）。また、この場合には、技能実習制度のルールが適用され、技能実習か
ら育成就労に移行することはできません。

（注１）施行日時点で技能実習１号で在留する方は技能実習計画の認定を受けた上で技能実習２号への移行ができますが、施行日時点で

技能実習２号で在留する方の技能実習３号への移行については、一定の範囲のものに限られます。
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特定技能１号在留外国人数（令和７年２月末現在：速報値）

特定技能１号在留外国人数 ２９３，００８人

分野 人数

介護 ４７，０６３人

ビルクリーニング ６，３９０人

工業製品製造業 ４５，５８７人

建設 ４０，２４０人

造船・舶用工業 ９，８８６人

自動車整備 ３，２１２人

航空 １，５８１人

宿泊 ７７７人

鉄道 ６人

農業 ２９，４３４人

漁業 ３，５６９人

飲食料品製造業 ７５，０９４人

外食業 ３０，１６９人

令和元年 令和2年 令和3年

特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 

令和4年平成31年 令和5年 令和6年

0 20 219 1,621 3,987
5,950 8,769

15,663 
22,567 

29,144 
38,337 

49,666 

64,730 

87,471 

108,699 

130,915 

154,864 

173,089 

188,790 

208,425 

232,001 

251,594 

274,592 
280,200

283,634 
287,882 

293,008 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

4月
末
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末
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末
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末
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末

9月
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月
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月

末
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月

末

1月
末

2月
末

3月
末

4月
末

5月
末

6月
末

7月
末

8月
末

9月
末

10
月

末

11
月

末

12
月

末

1月
末

2月
末

3月
末

4月
末

5月
末

6月
末

7月
末

8月
末

9月
末
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月

末
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月

末
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月

末
1月

末

2月
末
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末

4月
末

5月
末
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末
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末
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末
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末
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月

末
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月

末

12
月

末

1月
末

2月
末

3月
末

4月
末

5月
末

6月
末

7月
末

8月
末

9月
末
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末

11
月

末

12
 月

末

1月
末
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末
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末
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末
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末
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末
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末
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末
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月
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11
月
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末

1月
末

2月
末

令和7年
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特定技能２号在留外国人数（令和７年２月末現在：速報値）

特定技能２号在留外国人数 １，３５１人

1 1 1 1 2 3 4 8 8 9 10111111121317212929374148557098
153

221
314

408

528

673

832

1047

1351

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 

令和4年 令和5年

（注）「特定技能２号」の在留資格は令和４年４月に初めて許可。

令和6年

分野 人数

ビルクリーニング ５人

工業製品製造業 １６６人

建設 ２９０人

造船・舶用工業 ９２人

自動車整備 １７人

宿泊 ７人

農業 ２６０人

漁業 ７人

飲食料品製造業 ３１０人

外食業 １９７人

令和7年
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況

特定技能在留外国人数の推移（平成３１年４月～令和６年１２月末現在）（速報値） （注１）

平成３１年 令和元年 令和２年 令和３年

（人）

0 12 71 563 1,766 1,762 1,826 
4,274 5,268 5,227 5,142 4,936 6,513 14,088 19,049 24,403 31,994 

42,173 53,694 
64,649 

77,099 
90,804 

106,560 

111,726 

116,567 

120,126 

0 8 148 1,058 2,221 4,188 6,943 
11,389 17,299 23,917 

33,195 
44,730 

58,217 
73,384 

89,653 
106,520 

122,881 

130,928 

135,117 

143,813 

154,957 

160,943 

162,604 

163,394 

164,306 

164,340 

0 20 219 1,621 3,987 5,950 8,769 
15,663 

22,567 29,144 
38,337 

49,666 

64,730 

87,472 

108,702 

130,923 

154,875 

173,101 

188,811 

208,462 

232,056 

251,747 

269,164 

275,120 

280,873 
284,466 
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上陸時に「特定技能」の許可を受けて在留する者

在留資格変更許可等を受け「特定技能」で在留する者（注２）

対前月増加率（注３）

令和４年

（注１）本資料において、「特定技能在留外国人」は、「特定技能１号」及び「特定技能２号」の許可を受けて在留する者とする。（注２）在留特別許可を受けて「特定技能」で在留する者を含む。
（注３）対前月増加率は小数点第一位で四捨五入。

令和５年 令和６年
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況

国籍・地域別特定技能在留外国人数の推移

-------------------------------

令和５年１２月末：２０８，４６２人 令和６年１２月末：２８４，４６６人（速報値）

令和５年６月末→令和５年１２月末 令和５年１２月末→令和６年６月末 令和６年６月末→令和６年１２月末

（人）

-------------------------------

国籍・地域別特定技能在留外国人増加数

（注）構成比は小数点第二位で四捨五入。

ベトナム

126,832 
50.4%

インドネシア

44,305
17.6%

フィリピン

25,311
10.1%

ミャンマー

19,059
7.6%

中国

15,696 
6.2%

カンボジア

5,461
2.2%

ネパール

5,386
2.1%

タイ

5,178
2.1%

その他

4,519 
1.8%

ベトナム

110,648 
53.1%

インドネシア

34,255
16.4%

フィリピン

21,367
10.2%

中国

13,468 
6.5%

ミャンマー

11,873
5.7%

カンボジア

4,664
2.2%

ネパール

4,430
2.1%

タイ

4,359
2.1%

その他

3,398 
1.6%

令和６年６月末：２５１，７４７人

ベトナム

133,478 
46.9%

インドネシア

53,538
18.8%

フィリピン

28,234
9.9%

ミャンマー

27,348
9.6%

中国

17,761 
6.2%

ネパール

7,014
2.5%

カンボジア

6,008
2.1%

タイ

5,571
2.0%

その他

5,514 
1.9%

（注）
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飲食料品製造業

61,095 

29.3%

工業製品製造業

40,070 

19.2%
介護

28,400 

13.6%

建設

24,463 

11.7%

農業

23,861 

11.4%

外食業

13,312 

6.4%

その他

17,261 

8.3%

特 定 技 能 制 度 運 用 状 況

令和５年６月末→令和５年１２月末 令和５年１２月末→令和６年６月末 令和６年６月末→令和６年１２月末

令和５年１２月末：２０８，４６２人 令和６年１２月末：２８４，４６６人（速報値）

分野別特定技能在留外国人数の推移

（人）

分野別特定技能在留外国人増加数

飲食料品製造業

70,213 

27.9%

工業製品製造業

44,067 

17.5%
介護

36,719 

14.6%

建設

31,919 

12.7%

農業

27,807 

11.0%

外食業

20,317 

8.1%

その他

20,705 

8.2%

7,813 

4,429 

6,485 
6,022 

2,979 
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3,163 
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-----------------------------------------

（注１）構成比は小数点第二位で四捨五入。
（注２）令和５年１２月末及び令和６年６月末の「工業製品製造業」の在留者数は、分野名変更前の「素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業」の在留者数。

令和６年６月末：２５１，７４７人

飲食料品製造業

74,538 

26.2%

工業製品製造業

45,279 

15.9%
介護

44,367 

15.6%

建設

38,578 

13.6%

農業

29,331 

10.3%

外食業

27,864 

9.8%

その他

24,509 

8.6%

（注）
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況

都道府県別特定技能在留外国人数の推移

（人）

令和５年６月末→令和５年１２月末 令和５年１２月末→令和６年６月末 令和６年６月末→令和６年１２月末

--------------------------------

令和５年１２月末：２０８，４６２人 令和６年１２月末：２８４，４６６人（速報値）

都道府県別特定技能在留外国人増加数

愛知県

20,757 
8.2%

大阪府

16,543 
6.6%

埼玉県

15,530 
6.2%

千葉県

15,185 
6.0%

東京都

14,920 
5.9%

神奈川

県

13,645 
5.4%

茨城県

12,872 
5.1%

北海道

10,869 
4.3%

福岡県

8,962 
3.6%

兵庫県

8,941 
3.6%

その他

113,523 
45.1%

（注）構成比は小数点第二位で四捨五入。

愛知県

17,635 
8.5%

大阪府

13,278 
6.4%

埼玉県

12,402 
5.9%

千葉県

12,294 
5.9%

東京都

11,365 
5.5%

茨城県

11,300 
5.4%

神奈川県

10,831 
5.2%

北海道

8,297 
4.0%

福岡県

7,672 
3.7%

兵庫県

7,619 
3.7%

その他

95,769 
45.9%

令和６年６月末：２５１，７４７人
愛知県

22,805 
8.0%

大阪府

18,739 
6.6%

東京都

18,558 
6.5%

埼玉県

18,234 
6.4%

千葉県

17,627 
6.2%

神奈川

県

16,961 
6.0%

茨城県

13,967 
4.9%

北海道

11,909 
4.2%

福岡県

10,135 
3.6%

兵庫県

10,101 
3.6%

その他

125,430 
44.1%

（注）
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 

特定技能１号 149,116 特定技能１号 113,582 特定技能１号 87,371 特定技能１号 72,018

特定技能２号 特定技能２号 特定技能２号 特定技能２号

特定技能１号 14,522 特定技能１号 12,338 特定技能１号 9,101 特定技能１号 6,340

特定技能２号 71 特定技能２号 8 特定技能２号 3 特定技能２号 0

特定技能１号 6,575 特定技能１号 1,126 特定技能１号 947 特定技能１号 913

特定技能２号 2,397 特定技能２号 1,187 特定技能２号 325 特定技能２号 157

特定技能１号 6,052 特定技能１号 2,381 特定技能１号 1,853 特定技能１号 1,581

特定技能２号 3,374 特定技能２号 522 特定技能２号 120 特定技能２号 0

特定技能１号 261 特定技能１号 242 特定技能１号 214 特定技能１号 197

特定技能２号 175 特定技能２号 167 特定技能２号 85 特定技能２号 52

特定技能１号 6,570 特定技能１号 4,595 特定技能１号 3,365 特定技能１号 2,543

特定技能２号 397 特定技能２号 84 特定技能２号 0 特定技能２号 0

特定技能１号 6,549 特定技能１号 4,071 特定技能１号 3,066 特定技能１号 2,240

特定技能２号 0 特定技能２号 0 特定技能２号 0 特定技能２号 0

特定技能１号 20,092 特定技能１号 12,861 特定技能１号 6,694 特定技能１号 5,217

特定技能２号 81 特定技能２号 20 特定技能２号 4 特定技能２号 0

特定技能１号 64 特定技能１号 47 特定技能１号 特定技能１号

特定技能２号 特定技能２号 特定技能２号 特定技能２号

特定技能１号 84,297 特定技能１号 74,757 特定技能１号 56,555 特定技能１号 49,102

特定技能２号 2,062 特定技能２号 738 特定技能２号 188 特定技能２号 12

特定技能１号 3,511 特定技能１号 2,160 特定技能１号 1,403 特定技能１号 1,107

特定技能２号 62 特定技能２号 16 特定技能２号 0 特定技能２号 0

特定技能１号 134,185 特定技能１号 85,403 特定技能１号 68,713 特定技能１号 58,892

特定技能２号 2,052 特定技能２号 1,059 特定技能２号 148 特定技能２号 0

特定技能１号 141,319 特定技能１号 96,941 特定技能１号 71,615 特定技能１号 56,749

特定技能２号 1,016 特定技能２号 535 特定技能２号 113 特定技能２号 0

特定技能１号 20 特定技能１号 20 特定技能１号 特定技能１号

特定技能２号 特定技能２号 特定技能２号 特定技能２号

特定技能１号 573,133 特定技能１号 410,524 特定技能１号 239,282 特定技能１号 200,150

特定技能２号 11,687 特定技能２号 4,336 特定技能２号 873 特定技能２号 221

311,790 135,568 86,726 73,055日本語基礎テスト
（JFT Basic）

国内・海外11か国

合格者数（人）

令和６年１２月末 令和６年１２月末 令和６年６月末 令和５年１２月末
日本語試験 実施国

受験者数（人） 合格者数（人）

合計

飲食料品製造業

国内・海外２か国

136,237 86,462 68,861 58,892

584,820 414,860 311,883 257,120

木材産業

国内

20 20

71,728 56,749

5,217

航空

国内・海外５か国

6,549 4,071 3,066 2,240

宿泊

国内・海外７か国

20,173 12,881 6,698

2,543

造船・舶用工業

国内・海外１か国

436 409 299 249

自動車整備

国内・海外２か国

6,967 4,679 3,365

6,340

1,581

工業製品製造業

国内・海外４か国

8,972 2,313 1,272 1,070

建設

国内・海外12か国

9,426 2,903 1,973

ビルクリーニング

国内・海外７か国

14,593 12,346 9,104

介護（注２）

国内・海外12か国

149,116 113,582

技能試験 実施国
受験者数（人） 合格者数（人）

令和６年１２月末 令和６年１２月末 令和６年６月末 令和５年１２月末

87,371 72,018

国内

64 47自動車運送業

外食業

国内・海外８か国

142,335 97,476

1,107

農業

国内・海外12か国

86,359 75,495 56,743 49,114

漁業

国内・海外１か国

3,573 2,176 1,403

フィリピン・カンボジア・インドネシア・ネパール・
モンゴル・ミャンマー・タイ・ベトナム・スリランカ・

イ ンド・ウズベキスタン・バングラデシュ

フィリピン・インドネシア

フィリピン・インドネシア・ネパール・タイ

フィリピン

フィリピン・ベトナム

フィリピン・インドネシア・ネパール・モンゴル・スリランカ

イ ンドネシア

技能試験及び日本語試験の実施状況について（令和６年１２月末現在）（速報値）（注１）

フィリピン・カンボジア・インドネシア・ミャンマー・タイ・
ネパール・スリランカ

フィリピン・インドネシア・ネパール・ミャンマー・ベトナム・
スリラ ンカ・インド

フィリピン・カ ンボジア・インドネシア・ネパール・
モンゴル・ミャンマー・タイ ・スリランカ・インド・

ウズベキスタン・バングラデシュ

フィリピン・カンボジア・インドネシア・ネパール・
モンゴル・ミャンマー・タイ・ベトナム・スリランカ・インド・

ウズベキスタン・バングラデシュ

フィリピン・カンボジア・インドネシア・ネパール・
モンゴル・ミャンマー・タイ・ベトナム・スリランカ・インド・

ウズベキスタン・バングラデシュ

フィリピン・カンボジア・インドネシア・ネパール・
ミャンマー・タイ・スリランカ・ベトナム

(注１） 受験者数及び合格者数には、令和６年１２月末までに実施し、結果が公表された技能試験及び日本語試験を計上している。

(注２) 介護分野の介護日本語評価試験については、受験者数及び合格者数に計上していない。

(注３) 令和６年３月２９日、閣議決定により追加が決定された４分野のうち、「鉄道」、「林業」の２分野の試験については、令和６年１２月末現在実施に向けて整備中。  38



特 定 技 能 制 度 運 用 状 況

登録支援機関（令和６年１２月末現在：速報値）

特定技能外国人の許可状況等について（令和６年１２月末現在：速報値）

その他
865件
8.4%

登録支援機関登録件数：１０，２１３件（注１）

（登録支援機関類型別件数：１０，２６３件）（注２）

会社（株式会社，合同会社等）
5,788件
56.4%

中小企業事業協同組合
2,605件
25.4%

行政書士（個人）
676件
6.6%

一般社団法人
225件
2.2%

行政書士法人
104件
1.0%

0 12 236 1,139 3,467 3,787 7,109 8,571 10,590 12,007 13,398 15,204 17,441 20,404 26,219 32,648 42,892 54,778 

67,202 80,972 
95,922 

113,398 

132,552 
139,326 

145,711 
152,256 

0 
8 148 1,062 2,258 4,256 7,133 11,925 18,401 26,039 36,859 50,929

67,627 
87,265 108,677 132,928 158,193 

177,775 
194,132 

216,483 
241,017 

261,152 

278,272 

284,569 

291,527 
297,335 

20 384 2,201 5,725 8,043 14,242 20,496 28,991 38,046 50,257 

66,133 
85,068 

107,669 
134,896 

165,576 
201,085 

232,553 
261,334 

297,455 
336,939 

374,550 

410,824 

423,895 

437,238 

449,591 

41% 44%

13%

16%
12%

13%

11% 10%

9%
10% 9% 7%

7% 7% 5%

4%
5%

4% 4% 3% 3% 3% 3%0%
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在留資格認定証明書交付件数 在留資格変更許可件数（注４） 対前月増加率（注５）

平成３１年 令和元年 令和２年 令和３年

（注１）集計時点で登録支援機関として登録されている機関の数。

（注２）個人の登録支援機関につき、複数の類型に該当する者についても各項目

に計上した数。

左図のグラフは類型別件数の内訳を示したものである。

（注３）小数点第二位で四捨五入。

（件）

令和４年

（注４）「特定技能２号」の許可を含む。（注５）増加率は小数点第一位で四捨五入。

令和５年

（注３）

令和６年
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外国人外国人のの
適正適正なな雇用雇用にに
ご協力くださいご協力ください

日本人と外国人が互いを尊重し、
安全・安心に暮らせる共生社会を実現するためには、

が重要です。

⃝�外国人の人権に配慮しながら、ルール
にのっとって外国人を受け入れ、適切な�
支援等を行っていくこと
⃝�ルールに違反する者に対しては厳正に
対応していくこと

在留カードは、企業等への勤務や日本人との婚姻などで、入管法上の在留資格をもって適法に我が国に中長期間滞在する外国
人の方が所持するカードです。旅行者のように一時的に滞在する方や不法滞在者には交付されません。
特別永住者の方を除き、在留カードを所持していない場合は、原則として就労できません。その例外も含めて、在留カードの
見方については、次のページをご参照ください。

在留カードの記載事項を確認してください。

⃝外国人在留支援センター（FRESC／フレスク）

℡ 0570-011000
https://www.moj.go.jp/isa/support/
fresc/fresc01.html
※�外国人在留支援センターには、外国人の在留支援に関連する4省庁8
機関（東京出入国在留管理局、東京法務局人権擁護部、法テラス等）が
ワンフロアに入居し、入居機関が連携しながら、外国人からの相談対応、
外国人を雇用したい企業の支援、外国人支援に取り組む地方公共団体
の支援などの取組を行っています。

在留手続、労働関係法令、就職支援、人権相談等に関するお問い合わせ3
⃝ワンストップ型相談センター
外国人総合相談支援センター（東京）

℡ 03-3202-5535
外国人総合相談センター（埼玉）

℡ 048-833-3296
多文化共生総合相談ワンストップセンター（浜松）

℡ 053-458-1510
https://www.moj.go.jp/isa/
consultation/center/index.html

⃝地域の相談窓口一覧
https://www.moj.go.jp/isa/content/ 
930004512.pdf

不法就労不法就労とは？とは？

不法滞在者や被退去強制者が働くケース （例）	・�密入国した人や在留期限の切れた人が働く
・�退去強制されることが既に決まっている人が働く1

就労できる在留資格を有していない外国人で
出入国在留管理庁から働く許可を
受けていないのに働くケース

（例）	・�観光等の短期滞在目的で入国した人が許可を受けずに
働く
・�留学生や難民認定申請中の人が許可を受けずに働く2

不法就労となるのは、次の3つの場合です。

外国人の方が現に有している在留資格等で
認められた範囲を超えて働くケース

（例）	・�外国料理のコックや語学学校等の先生として働くこと
を認められた人が工場で作業員として働く

・�留学生が許可された時間数（原則週28時間以内）を超
えて働く

3

事業主も処罰の対象となります！！
⃝不法就労させたり、不法就労をあっせんした人（不法就労助長罪）
➡3年以下の懲役・300万円以下の罰金
※�外国人を雇用しようとする際に、当該外国人が不法就労者であることを知らなかったとしても、在留
カードを確認していない等の過失がある場合には、処罰を免れません。

⃝不法就労させたり、不法就労をあっせんした外国人事業主
➡退去強制の対象

⃝外国人の雇用又は離職について、ハローワークへの届出をしなかったり、虚偽の届出をした人
➡30万円以下の罰金

注意！

不法就労防止にご協力ください

外国人を雇用する事業主の皆様へお問い合わせはこちらへ

出入国在留管理庁では、安全・安心な社会の実現のために、摘発の強化や安全かつ確実な強制送還の実施、不法就
労防止及び出国命令制度の更なる周知に関する広報活動などにより、不法滞在者の縮減に努めています。なお、令
和6年の地方出入国在留管理官署における摘発件数は、1,320件でした。

不法就労防止に係る取組

⃝外国人在留総合インフォメーションセンター

℡ 0570-013904
https://www.moj.go.jp/isa/
consultation/center/index.html

⃝地方出入国在留管理局
https://www.moj.go.jp/isa/about/
region/index.html

入国手続や在留手続等に関するお問い合わせ1

⃝外国人技能実習機構コールセンター

℡ 03-3453-8000  
https://www.otit.go.jp/contact/

※�申請に対する進捗確認などの個別事案や様式の具体的な記載に係る相談
など解釈が必要となるお問い合わせについては、内容に応じて、本部又は
地方事務所（支所）の各窓口にご連絡ください。

技能実習制度に関するお問い合わせ2

参 考 資 料

生活・就労ガイドブック　
～日本で生活する外国人の皆さんへ～
日本に在留する外国人が安全・安心に生活・就労
できるようにするために必要な各種手続や制度
に関する基礎的情報を取りまとめ、
多言語で掲載しています。
https://www.moj.go.jp/isa/
support/portal/guidebook_all.html

外国人生活支援ポータルサイト
外国人や支援者に有用な各省庁の情報を、カテゴ
リ別に多言語でお知らせするウェブサイトです。
https://www.moj.go.jp/isa/
support/portal/index.html

在留支援のための
やさしい日本語ガイドライン
「やさしい日本語」は、相手に配慮したわかりやす
い日本語のことです。書き言葉、話し言葉のそれ
ぞれについて、やさしい日本語活用
のポイント等を紹介しています。
https://www.moj.go.jp/isa/support/
portal/plainjapanese_guideline.html
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2023年6月1日 東京都港区港南5丁目5番30号 東京都港区長

「就労不可」の記載がある場合
➡�原則雇用はできませんが、ポイント②を確認してください。

※一部就労制限がある場合
➡�制限内容を確認してください。次のいずれかの記載が
あります。

①�「在留資格に基づく就労活動のみ可」
②�「指定書により指定された就労活動のみ可」�
（在留資格「特定活動」）
�（②については法務大臣が個々に指定した活動等が記載
された指定書を確認してください。また、①について、
在留資格が「特定技能」の場合は、②と同様に指定書を
確認してください。）

※�難民認定申請中であっても、有効な在留カードを所持し
ていない場合や在留カードに「就労不可」と表示されて
いる場合は雇うことはできません。
※�「就労制限なし」の記載がある場合
➡就労内容に制限はありません。

　ポイント①で「就労不可」又は「在留資格に基づく就
労活動のみ可」の方であっても、裏面の「資格外活動許
可欄」に次のいずれかの記載がある方は、就労すること
ができます。
　ただし、就労時間や就労場所に制限があるので注意
が必要です。

①�「許可（原則週28時間以内・風俗営業等の従事を除く。）」
（複数のアルバイト先がある場合には、その合計が
週28時間以内でなければなりません。）

②�「許可（「教育」、「技術・人文知識・国際業務」、�
「技能」に該当する活動・週28時間以内）」
（地方公共団体等との雇用契約に基づく活動であ
る必要があります。）

③�「許可（資格外活動許可書に記載された範囲内の活動）」
（資格外活動許可書を確認してください。）

　下記のページをご活用ください。なお、確認結果は、在留カード等の有効性を証明す
るものではありません。昨今、実在する在留カード等の番号を悪用した偽造在留カード
等も存在するため、確認結果にかかわらず、下記「「在留カード」及び「特別永住者証明書」
の見方」や「在留カード等読取アプリケーション」のほか、「動画ライブラリー」において、
アプリの操作方法や在留カード等の目視による真偽の判断方法を紹介する映像を公開
していますので、あわせてご活用ください。
　偽変造が疑われる在留カード等を発見した場合には、最寄りの地方出入国在留管理
局にお問い合わせください。
在留カード等番号失効情報照会ページ
https://lapse-immi.moj.go.jp/

「在留カード」及び「特別永住者証明書」の見方
https://www.moj.go.jp/isa/
content/930001733.pdf

動画ライブラリー
https://www.moj.go.jp/isa/publications/
publications/nyuukokukanri01_00182.html

在留カード等読取アプリケーション
https://www.moj.go.jp/isa/
applications/procedures/�
rcc-support.html

このアプリを使用し、読み取った情報と、券面
に記載された情報を見比べることで、偽変造さ
れていないかを簡単に確認することができます。
アプリは、サポートページ（上記URL）や各アプ
リケーションストアから入手できます。

在留カード等の番号が失効していないか確認することができます。

⃝�旅券に後日在留カードを交
付する旨の記載がある方
⃝�「3月」以下の在留期間が付与
された方
⃝�「外交」「公用」等の在留資格
が付与された方

これらの方については、旅券等
で就労できるかどうかを確認
してください。
※�特に、「留学」「研修」「家族滞在」「文
化活動」「短期滞在」の在留資格を
もって在留している方については、
資格外活動許可を受けていない限
り就労できませんのでご注意くだ
さい。

在留カードを所持して
いなくても就労
できる場合がある方

在留カード表面の「就労制限の有無」
欄を確認してください。

在留カード裏面の「資格外活動
許可欄」を確認してください。1ポイント 2ポイント

外国人の適正な雇用のためには、在留カードの確認等、出入国管理関係法令等の関係法令を遵守することが必要です。
また、外国人労働者との間で起こるトラブルの一因として、本国と日本の間の文化等に関するギャップ、来日前後
の認識のギャップなどが挙げられます。特に注意すべきポイントは以下のとおりです。

　監理措置決定や仮放免許可を受けた外国人は、退去強制手続中の立場であるため、原則として就労することはでき
ません。
　ただし、監理措置決定を受けた外国人は、退去強制令書発付前に限り、生計の維持に必要な範囲内で、就労先を指定
するなど一定の厳格な要件の下で、例外的に就労が許可されることがあります。就労の可否については同人が所持し
ている監理措置決定通知書の記載を確認してください。
　なお、監理措置や仮放免のいずれにおいても、就労の可否に疑義がある場合は最寄りの地方出入国在留管理局にお
問合せください。

給料の支払いの仕組みが日本と違っていたり、控除の制度がなかったりする国もあります。具体的な控除の額や手
取りの額を示すなど、具体的な金額について、本人が理解できる方法で説明するよう心がけてください。また、雇
用条件等については、労働関係法令に違反することがないよう注意してください。

雇用契約期間、労働時間、業務内容、給料の仕組みや控除の理由などを
あらかじめ丁寧に説明してください。

業務上の必要な指導等であったとしても、暴言や脅迫（例：指示に従わなければ解雇する旨の発言等）、暴行（例：
殴打、足蹴りを行う、工具で叩く等）といった行為は許されません。

パワハラ・セクハラなどの不適正な行為が行われないようにしてください。

⃝事業主の方からハローワークへの届出
外国人（「特別永住者」、在留資格「外交」及び「公用」は除く。）を雇用する事業主の方は、労働施策総合推進法に基
づく外国人雇用状況の届出が義務づけられています。外国人を雇用した場合や外国人が離職した場合、ハローワー
クへ届出をしてください（この届出を怠ると罰則の対象となります。）。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/todokede/index.html

⃝外国人本人から出入国在留管理庁への届出
外国人本人には、在留資格に応じ、入管法に基づく所属機関に関する届出が義務づけられています。新たに雇用
等の契約を締結した場合や別の所属機関に移籍した場合などには、同届出の必要性について、ご本人に案内いた
だくようお願いします。
https://www.moj.go.jp/isa/content/001342898.pdf

外国人を雇用した時の届出

監理措置や仮放免は在留資格ではありません。

業務上の指導やアドバイスであったとしても、文化等の違いから、相手を嫌な気持ちにさせてしまうことがあるこ
とに注意が必要です（円滑なコミュニケーションのために、翻訳機や通訳機を活用することも有効です。）。

異文化への理解を深め、お互いを尊重することで
誤解が生じないようにしてください。

外国人の適正な雇用のために注意すべきポイント在留カードの見方

監理措置に関するQ&Aはこちら▶ https://www.moj.go.jp/isa/08_00051.html

※�監理措置決定を受けた外国人（被監理者）を雇用する場合も、事業主の方は、労働施策総合推進法に基づく外国人雇用状況の届出が
義務づけられています。
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建設業の時間外労働の上限規制について



労働時間法制の概要

2

◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者
の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆   36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

⇒ 36協定に定めることができる時間外労働の時間数のルールは？



建設業で働く方の上限規制

○建設事業（一般の業種と同じ規制を適用）
（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
年720時間
複数月平均80時間＊
月100時間未満＊

（原則）
法律による上限
月45時間
年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

○災害における復旧及び復興の事業（労基法第139条第１項）
（一部規制が適用されない）

１年間（12か月）

（原則）
法律による上限
月45時間
年360時間

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
年720時間

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降

※ 災害における復旧・復興の事業では、
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊
とする規定は適用されない 3

限度時間
法定労働時間

限度時間
特別条項

特別条項

＊休日労働を含む

＊休日労働を含む

※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし



労働時間の把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 現場への移動、自宅待機、作業着への着
替え、作業の後片付け時間も、使用者の
明示または黙示の指示がある場合には、
労働時間に該当する

労働時間とは

4

◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握



3 6協定記載例（様式第９号）

5



3 6協定記載例（様式第９号の２）

6



3 6協定記載例（様式第９号の３の２）

7



3 6協定記載例（様式第９号の３の３）

8



労働基準法第1 3 9条第１項について

9

災害時の復旧・復興の事業とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的とした発注を
受けた建設の事業のことであり、例えば、以下が該当する。

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の適用を受ける災害復旧事業

・災害協定に基づく災害の復旧の事業

・維持管理契約内で発注者（民間含む）の指示により対応する災害の復旧事業

・複数年にわたって行う復興の事業 など

災害時の復旧・復興の事業とは

様式９号の３の２または９号の３の３による36協定を締結・届出することで、
上記の事業に労働者を就かせた場合には、時間外労働の上限規制のうち、
時間外・休日労働を
・１か月100時間未満とする上限規制
・２～６が月平均で80時間以内とする上限規制 が適用されない。

● 建設業では、労基法第139条第１項に、災害時の復旧及び復興の事業に従事する場合には、時間外労働の
上限規制の例外が設けられている。



労働基準法第1 3 9条第１項について②

【例】９月に災害が発生し、①通常の建設の事業で80時間、
②災害における復旧及び復興の事業で40時間の時間外労働を行った場合

４月
（起算月）

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

40時間 80時間 40時間 40時間 80時間 ①80時間

②40時間

通
常
の
工
事
と
災
害
に

お
け
る
復
旧
・
復
興
の

事
業
の
両
方
に
従
事

②の時間は、災害における復旧・復興の事業

⇒１か月に関する上限規制

複数月平均に関する上限規制の双方に含めない。

①の時間は、通常の建設の事業

⇒１か月に関する上限規制

複数月平均に関する上限規制の双方の対象

10

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

９月における１か月に関する上限規制の対象の時間：80時間
４月～９月における複数月平均：

  （40＋80＋40＋40＋80＋80）÷６=60時間

・１か月100時間未満

・複数月平均80時間以内

の上限規制を双方満たす
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月



労働基準法第3 3条第1項について
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● 労基法第33条第１項（災害など臨時の必要がある場合の時間外労働等）と労基法第36条（36協定による
時間外労働等）は、それぞれ独立した労基法第32条（労働時間）及び第35条（休日）の免罰規定であり、
労基法第33条第１項に基づき労働基準監督署長に許可申請等を行った場合は、36協定で定める限度と別
に時間外・休日労働を行わせることが可能となる。

労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可
を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日
に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に
遅滞なく届け出なければならない。

労働基準法第33条第１項の許可基準の概要

●単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めない。

●地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対
応を含む。）、急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認める。 など

※ 除雪作業や、防疫作業を行う場合にも、労基法第33条第１項を適用することができる。



労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の違いについて

労基法第33条第１項 労基法第139条第１項

対象 災害その他避けることのできない事由
によって、臨時の必要がある場合 災害における復旧及び復興の事業

手続 事前の許可又は事後の届出 36協定を届出

効果 36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

上限規制
の取扱い 適用なし

【適用なし】
・単月100時間未満
・複数月平均80時間以内

【適用あり】
・年720時間の上限
・月45時間超は６か月の限度

12



労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の関係図（イメージ図）
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災害復旧事業

労基法第139条第１項の対象
（災害における復旧および復興の事業）

（例）緊急的な機能回復がある程度完了した段階で発注さ
れる被災した施設を原形に復旧する工事 など
※労基法第33条第１項の対象とはならない

災害復旧事業のうち、
労基法第33条第１項の対象

除雪作業 家畜伝染病に
係る防疫措置 など

（例）復興事業段階の工事

 ※労基法第33条第１項の対象とはならない

（例）都道府県等との災害協定・
（例）緊急的な機
能回復のための
災害復旧工事

災害復興事業

● 労基法第139条第１項は災害の復旧・復興に関する工事については事業の段階を問わず適用可能。
● 一方、労基法33条第１項は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要があると認め

られる場合に適用できるものであり、災害からの緊急的な機能回復を図るための復旧工事などに限られる。

災害復旧事業

防疫協定や契約等に基づく



２  事業の概要・スキーム

○ 生産性向上に向けた設備投資等の取組に係る費用を助成し、労働時間の削減等に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主を支援。
○ 建設業、自動車運転者、医師等のほか、｢過労死等の防止のための対策に関する大綱｣で指摘される情報通信業や宿泊業等も含め、特に時間外労働が長い
業種等に対しては引き続き手厚い支援を実施。

１  事業の目的

働き方改革推進支援助成金

コース名 成果目標 助成上限額※１、※２（補助率原則3/4（団体推進コースは定額））

業種別課題対応コース
（長時間労働等の課題を抱える業種等
を支援するため、労働時間の削減等に
向けた環境整備に取組む中小企業事業
主に助成）

建設事業 ① 36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
② 年休の計画的付与制度の整備
③ 時間単位の年休の整備及び特別休暇の整備
④ 新規に勤務間インターバル制度を導入

 ※自動車運転の業務は10時間以上
 その他は９時間以上

⑤ 所定休日の増加
⑥ 医師の働き方改革の推進
⑦ 勤務割表の整備

①～⑤の何れかを
１つ以上

①：250万円（月80H超→月60H以下）等、②・③：各25万円、
④：150万円（11H以上）等、⑤：100万円（４週４休→４週８休）等

自動車運転の業務 ①～④の何れかを
１つ以上

①：250万円（月80H超→月60H以下）等、②・③：各25万円、
④：170万円（11H以上）等

医業に従事する医師 ①～④又は⑥の
何れかを１つ以上

①：250万円（月80H超→月60H以下）等、②・③：各25万円、
④：170万円（11H以上）等、⑥：50万円

砂糖製造業
（鹿児島県・沖縄県に限る）

①～④又は⑦の
何れかを１つ以上

①：250万円（月80H超→月60H以下）等、②・③：各25万円、
④：150万円（11H以上）等、⑦：350万円

その他長時間労働が
認められる業種

①～④の何れかを
１つ以上

①：250万円（月80H超→月60H以下）等、②・③：各25万円
④：150万円（11H以上）等

労働時間短縮・年休促進支援コース
（労働時間の削減や、年次有給休暇の取得促進に向けた環境整備に取組
む中小企業事業主に助成）

① 36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
② 年休の計画的付与制度の整備
③ 時間単位の年休の整備及び特別休暇の整備

①～③の何れかを
１つ以上 ①：150万円（月80H超→月60H以下）等、②・③：各25万円

勤務間インターバル導入コース
（勤務間インターバルを導入する中小企業事業主に対し助成）

新規に９時間以上の勤務間インターバル制度を導入すること 勤務間インターバルの時間数に応じて、以下の助成上限額となる
・９～11H：100万円 ・11H以上：120万円

団体推進コース
（傘下企業の生産性の向上に向けた取組を行う事業主団体に対し助成）

事業主団体が、傘下企業のうち１/2以上の企業について、その取組
又は取組結果を活用すること

上限額：500万円（複数地域で構成する事業主団体（傘下企業数
が10社以上）等の場合は1,000万円）

※１ 賃上げ加算制度あり（団体推進コースを除く）：賃金を３％以上引き上げた場合、その労働者数に応じて助成上限額を更に６万円～最大60万円加算（５％以上（24万円～最大240万円加算）７％以上
（36万円～360万円加算））。なお、常時使用する労働者数が30人以下の場合の加算額は２倍。

※２ 成果目標の達成状況に基づき、各助成上限額を算出するものであるが、選択する成果目標によってその助成上限額（最大値）が異なる。

○ 助成対象となる取組（生産性向上等に向けた取組）：①就業規則の作成・変更、②労務管理担当者・労働者への研修（業務研修を含む）、③外部専門家によるコンサルティング、 ④労務管理用機器等の
導入・更新、⑤労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新（※月60時間を超える時間外労働が恒常的に認められる企業に対しては、乗用自動
車及びPCに係る助成対象の要件を一部緩和）、⑥人材確保に向けた取組

（団体推進コースは、①市場調査、②新ビジネスモデルの開発、実験、③好事例の周知、普及啓発、④セミナーの開催、⑤巡回指導、相談窓口の設置 等）
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働き方改革の実現に向けて、適正な工期設定にご協力ください

 建設業の働き方改革の実現のため、厚生労働省では、国土交通省と連携して働き方改革ＰＲ動画を通じて
発注者に向けて適正な工期設定を呼びかけている。

 事業者からも、長時間労働や週休２日の確保が難しいような工事を行うことを前提とする、著しく短い工
期での見積もりや請負契約の締結（工期ダンピング）を行わないようにしてください。

働き方改革ＰＲ動画のポイント

著しく短い工期を設定することは、建設業で働く方の長時間
労働の原因となることから、工事を発注・受注するにあたり、
長時間労働を前提としない適正な工期で契約を締結すること
を心がけていただきたいこと。例えば、工事現場で働く方の
休日数（週休２日制）を考慮して工期の設定をお願いしたい
こと。

不当に低い金額での工事請負契約は、建設業で働く方の処遇
改善が困難となることから、適切な金額で契約を締結するよ
う心がけていただきたいこと。

建設業で働く方の労働環境及び処遇等を改善し、業界の担い
手を確保できるようお願いしたいこと。

15

適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者
（下請負人を含む）が考慮すべき事項をまとめた「工
期に関する基準」も令和６年３月に改定されたため、
こちらもご確認ください。

（工期に関する基準）

（働き方改革ＰＲ動画）



ご静聴ありがとうございました。

2 0 2 4年４月からが、働き方改革本番！
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労働基準局
広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、
「魅力ある職場づくり」の実現による
 生産性向上、人手不足解消のチャンス！

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー
も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ！

（厚生労働省ウェブサイト） （特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）
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1年間（12か月）

法定労働時間

※休日労働を含む

労働基準法第139条第1項 労働基準法第33条第1項

対象 災害における復旧および復興の事業
災害その他避けることのできない事由によって、
臨時の必要がある場合

手続き

専用の様式であらかじめ36協定を届出

（労働基準法施行規則 様式第9号の3の2
または様式第9号の3の3）

事前の許可または事後の届出

（労働基準法施行規則 様式第6号）

効果
36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

上限
規制
の取
り扱い

【適用なし】
✓ 月100時間未満
✓ 複数月平均80時間以内

【適用あり】
✓ 年720時間
✓ 月45時間超は年6か月まで

適用なし

建設業の時間外労働の上限規制（原則）１

2024年4月から、時間外労働の上限は月45時間・年360時間となります。

原則として次のような上限規制が適用されます。

建設業の時間外労働の上限規制（災害対応のための例外）２

災害対応のための次の例外の規定があり、各規定の適用対象となる場合（「対象」

の詳細は裏面・3参照）の取り扱いは以下のとおりです。

✓ １週40時間
✓ １日８時間

建設業に関する36協定届等の様式は、こちらから入手できます。

※災害における復旧・復興の
事業では適用されません

建設業の事業主の皆さまへ

■法律による上限(例外)

(月45時間超は年6か月まで)

✓ 年720時間
✓ 月100時間未満※

✓ 複数月平均80時間※

特別条項
■法律による上限(原則)

✓ 月45時間
✓ 年360時間

時間外労働の限度時間

建設業「時間外労働の上限規制」のポイント
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（2024/３）

「建設業の時間外労働の上限規制」について詳しくはこちら

建設業 上限規制

労働基準法第139条第1項 労働基準法第33条第1項

適用
対象

災害における復旧および復興の事業

＜考え方＞

◼工事名称にかかわらず、特定の災害によ
る被害を受けた道路や鉄道の復旧、仮
設住宅や復興支援道路の建設などの復
旧および復興の事業が対象となります。

◼例えば、都道府県等との災害協定に基
づく災害の復旧の事業や、維持管理契
約内での発注者の指示により対応する災
害の復旧の事業などが該当します。

◼差し迫った災害に備えて行う場合には、
凍結防止剤の散布などの対応も該当し
ます。

災害その他避けることのできない事由によっ
て、臨時の必要がある場合

＜考え方＞

◼業務運営上通常予見できない災害等が
発生し、36協定で協定された限度時間を
超えて労働させる臨時の必要があるなどの
場合に対象となります。

◼例えば、地震、津波、風水害、雪害、爆
発、火災などが発生し、人命や公益を保護
するために、時間外・休日労働を行う臨時
の必要がある場合は対象となります。

◼単なる業務の繁忙その他これに準ずる経
営上の必要は対象となりません。

◼災害の復興の事業は対象となりません。

※ 図は一般的なイメージであり、労基法第33条第１項の対象となるかは、実際には上記の考え方

に照らして、個別の事案ごとに判断する必要があります。

このため、上記の例以外でも、労基法第33条第１項の対象となる場合があります。

（参考）災害における復旧および復興の事業における
労基法第139条第1項と労基法第33条第1項の関係図

上限規制の例外規定の適用対象となる事業等の考え方３

ご不明な点は都道府県労働局・労働基準監督署までお問い合わせください。

災害復旧事業

労基法第139条第１項の対象

（災害における復旧および復興の事業）

（例）緊急的な機能回復がある程度完了した段階で発注さ
れる被災した施設を原形に復旧する工事 など

※労基法第33条第１項の対象とはならない

災害復旧事業のうち、労基法第33条第１項の対象

除雪作業
家畜伝染病に
係る防疫措置

など

（例）復興事業段階の
工事

※労基法第33条第１項の
対象とはならない防疫協定や契約等に基づく

（例）都道府県等との災害協定・（例）緊急的な
機能回復のため
の災害復旧工事

災害復興事業

18
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建設業の時間外労働の上限規制 

に関するＱ＆Ａ 

厚生労働省労働基準局 

別添 
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注）本Ｑ＆Ａにおいて、以下の法令等は次のものを指す。 

・労働基準法・・・昭和 22年法律第 49号

・労働基準法施行規則・・・昭和 22年厚生省令第 23号
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＜目 次＞ 

【１ 建設の事業について】 

番号 質問内容 頁 

１－１ 労働基準法（以下「法」という。）第 139条により、時間外労働の

上限規制の適用が猶予されている工作物の建設等の事業の範囲はど

のようなものか。 

5 

１－２ 主たる事業内容が施設の警備である事業場であっても、主として

建設現場における交通誘導警備に従事する労働者については、法第

139条の対象となるのか。 

5 

１－３ 主たる事業内容が建設業である事業場に雇用されるクレーン車の

オペレーターが、移動のため路上を走行する場合、当該労働者の業

務について、法第 140 条の「自動車の運転の業務」の対象となるの

か。 

5 

１－４ 労働時間の考え方について、建設業において特に留意すべきこと

は何か。 

6 

【２ 災害時における復旧及び復興の事業、労基法第 33条第１項について】 

番号 質問内容 頁 

２－１ 法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」と法

第 33条第１項の「災害その他避けることのできない事由によって、

臨時の必要がある場合」との関係はどのようなものか。 

7 

２－２ 法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」の範

囲はどのようなものか。 

7 

２－３ 「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月につい

て、時間外労働と休日労働の合計で、単月 100 時間未満とする要件

（法第 36条第６項第２号）、複数月平均 80時間以内とする要件（法

第 36条第６項第３号）は、どのように適用されるのか。 

8 

２－４ ある月に①一般の工事と②「災害時における復旧及び復興の事業」

に該当する工事の両方に従事した場合について、時間外労働と休日

労働の合計で、単月 100時間未満とする要件（法第 36条第６項第２

号）、複数月平均 80時間以内の要件（法第 36条第６項第３号）は、

どのように適用されるのか。 

8 

２－５ 災害復旧に関連する事業は、法第 33条第 1項の許可の対象になる

のか。 

8 
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２－６ 法第 33条第１項の許可基準に「公益の保護」とあるが、事業の発

注者が国や地方自治体であれば災害復旧以外の通常の事業も対象に

なるのか。 

9 

２－７ 「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護する

ために除雪作業を行う臨時の必要性がある場合には 33条１項に該当

するが、その業務に付随する業務は許可の対象となるのか。 

9 

２－８ 除雪作業には、法第 139 条第１項が適用されるのか。また、この

場合に法第33条第１項により労働時間をさらに延長することはでき

るのか。 

9 

【３ 時間外労働の上限規制について】 

番号 質問内容 頁 

３－１ 時間外労働の上限規制における時間外労働と休日労働とは別のも

のか。 

11 

３－２ どのような場合に、法律に違反となるのか。 11 

３－３ 同一企業内のＡ事業場からＢ事業場へ転勤した労働者について、

①36協定により延長できる時間の限度時間（原則として月 45時間・

年 360時間。法第 36条第４項）、②36協定に特別条項を設ける場合

の１年についての延長時間の上限（720時間。法第 36条第５項）、③

時間外労働と休日労働の合計で、単月 100時間未満、複数月平均 80

時間以内の要件（法第 36条第６項第２号及び第３号）は、両事業場

における当該労働者の時間外労働時間数を通算して適用するのか。 

11 

３－４ 時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均 80時間以内とする要

件（法第 36 条第６項第３号）は、複数の 36 協定の対象期間をまた

ぐ場合にも適用されるのか。 

また、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間も含めて満たす

必要があるのか。 

12 

【４ 36協定について】 

番号 質問内容 頁 

４－１ 工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧

及び復興の事業が含まれている場合には、当該事業場の 36協定につ

いては、則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式

第９号の３の３）で作成する必要があるのか。 

13 
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＜Ｑ＆Ａ＞ 

【１ 建設の事業について】 

１－１ （Ｑ）労働基準法（以下「法」という。）第 139条により、時間外労働の上限

規制の適用が猶予されている工作物の建設等の事業の範囲はどのような

ものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139条により時間外労働の上限規制の適用が猶予されている工作

物の建設等の事業の範囲は、労働基準法施行規則（以下「則」という。）

第 69 条第１項各号に掲げる事業をいい、具体的には、以下の事業をい

う。 

① 土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊、解

体又はその準備の事業 

② 事業場の所属する企業の主たる事業が上記①に掲げる事業である事

業場における事業 

③ 工作物の建設の事業に関連する警備の事業（当該事業において労働

者に交通誘導の業務を行わせる場合に限る。） 

１－２ （Ｑ）主たる事業内容が施設の警備である事業場であっても、主として建設

現場における交通誘導警備に従事する労働者については、法第 139 条の

対象となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）主たる事業内容が施設の警備である事業場であっても、主として建設

現場における交通誘導警備に従事する労働者については、則第 69条第１

項第３号の対象となり、法第 139条が適用される。なお、これまでの「事

業」の考え方が変わるものではなく、当該労働者に限って法第 139 条の

対象となるものである。従って、当該労働者の所属する事業場全体の扱

いが変わるものではなく、当該事業場に雇用される他の労働者は、法第

139条の対象とならないことに留意すること。 

そのため、主として「災害時における復旧及び復興の事業」に該当す

る建設現場における交通誘導警備に従事する労働者については、協定は、

則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の

３）で届け出る必要がある。

１－３ （Ｑ）主たる事業内容が建設業である事業場に雇用されるクレーン車のオペ

レーターが、移動のため路上を走行する場合、当該労働者の業務につい

て、法第 140条の「自動車の運転の業務」の対象となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 140条の「自動車の運転の業務」に従事する労働者とは、「自動車
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の運転の業務に主として従事する者」である必要があり、「自動車の運転

の業務に主として従事する者」とは、運転及び運転に附帯する業務が当

該労働者の業務の大半を占める労働者をいう。したがって、自動車の運

転が主たる業務ではない労働者、例えば、クレーン車のオペレーターが、

移動のため路上を走行する場合については､対象とならない（当該労働者

は、則第 69条第１号の対象となる）。 

１－４ （Ｑ）労働時間の考え方について、建設業において特に留意すべきことは何

か。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間の

ことをいう。使用者の明示又は黙示の指示により労働者が業務に従事す

る時間は労働時間に当たり、例えば、以下のような例が挙げられる。 

① いわゆる「手待時間」

使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求めら

れており、労働から離れることが保障されていない状態で待機等して

いる時間（いわゆる「手待時間」）は、労働時間に当たる。例えば、ク

レーン車のオペレーターが夜間に重機を現場まで移動させ、工事が始

まるまでの間、現場で待機している時間については、オペレーターが

使用者の指揮命令下にあり、自由が確保されていない場合は労働時間

に当たる。 

② 移動時間

直行直帰や、移動時間については、移動中に業務の指示を受けず、

業務に従事することもなく、移動手段の指示も受けず、自由な利用が

保障されているような場合には、労働時間に当たらない。 

③ 着替え、作業準備等の時間

使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着

用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に

関連した後始末（清掃等）を事業場内において行う時間は、労働時間に

当たる。 

④ 安全教育などの時間

参加することが業務上義務付けられている研修や教育訓練を受講す

る時間は、労働時間に当たる。 
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【２ 災害時における復旧及び復興の事業、労基法第 33条第１項について】 

２－１ （Ｑ）法第 139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」と法第 33

条第１項の「災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必

要がある場合」との関係はどのようなものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」には、発

生が予見困難である地震等の全ての災害時における復旧及び復興の事業

が含まれる。当該事業に従事する時間も見込んだ上で、36協定を締結す

ることが可能であり、対象の事業については、法第 36条第６項第２号及

び第３号（労働者の時間外・休日労働について、単月 100 時間未満、複

数月平均 80時間以内とする規制）が適用されない。 

他方、法第 33条第１項の「災害その他避けることのできない事由によ

って、臨時的に必要がある場合」については、業務運営上通常予見し得な

い災害等が発生した場合が対象であり、法第 33条第１項が適用される労

働時間については、法第 36条及び第 139条による規制がかからず、時間

外労働の上限規制からは除外される。なお、適切な労働時間管理と割増

賃金の支払いは必要であることに留意が必要である。 

基本的には、「災害時における復旧及び復興の事業」を行う可能性のあ

る事業場については、法第 139条第１項に基づく 36協定を締結して、届

出を行う必要があるが、既に締結していた 36協定で協定された延長時間

を超えて労働させる臨時の必要がある場合や 36協定を締結していなかっ

た場合などにおいては、法第 33 条第１項の許可申請等を行うこととな

る。 

２－２ （Ｑ）法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」の範囲は

どのようなものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」とは、災

害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的として発注を受けた

建設の事業をいい、工事の名称等にかかわらず、特定の災害による被害

を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住宅や復興支援道路の建設などの復旧

及び復興の事業が対象となる。 

例えば、 

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）の

適用を受ける災害復旧事業（関連事業等を含む。） 

・国や地方自治体と締結した災害協定（事業者団体が締結当事者である

等、 建設事業者が災害協定の締結当事者になっていない場合も含む。以

下同じ。）に基づく災害の復旧の事業 
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・維持管理契約内で発注者（民間発注者も含む。以下同じ。）の指示により

対応する災害の復旧の事業

のほか 

・複数年にわたって行う復興の事業等

等についても対象となる。 

２－３ （Ｑ）「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月について、時

間外労働と休日労働の合計で、単月 100時間未満とする要件（法第 36条

第６項第２号）、複数月平均 80時間以内とする要件（法第 36条第６項第

３号）は、どのように適用されるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月については、

時間外労働と休日労働の合計で、単月 100時間未満とする要件（法第 36

条第６項第２号）と複数月平均 80 時間以内とする要件（法第 36 条第６

項第３号）は、適用されない。したがって、当該月については、複数月平

均 80 時間以内とする要件（法第 36 条第６項第３号）の算定期間の６か

月から除外される。 

なお、「災害時における復旧及び復興の事業」であっても、時間外労働

が月 45時間を超える月は６回まで、時間外労働は年 720時間以内とする

要件は適用される。 

そのため、法第 139 条第１項が適用される労働時間については、通常

の労働時間と分けられるよう管理する必要がある。 

２－４ （Ｑ）ある月に①一般の工事と②「災害時における復旧及び復興の事業」に

該当する工事の両方に従事した場合について、時間外労働と休日労働の

合計で、単月 100 時間未満とする要件（法第 36 条第６項第２号）、複数

月平均 80 時間以内の要件（法第 36 条第６項第３号）は、どのように適

用されるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働と休日労働の合計で、単月 100 時間未満とする要件（法第

36条第６項第２号）及び複数月平均 80時間以内とする要件（法第 36条

第６項第３号）については、②「災害時における復旧及び復興の事業」

に該当する工事に従事した時間については適用されず、①一般の工事に

従事した時間のみに適用される。 

なお、時間外労働が月 45時間を超える月は６回まで、時間外労働は年

720時間以内とする要件は、①及び②の両方の時間について適用される。 

２－５ （Ｑ）災害復旧に関連する事業は、法第 33 条第 1 項の許可の対象になるの

か。 

-------------------------------------------------------------------- 
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（Ａ）業務運営上通常予見し得ない災害が発生し、臨時の必要がある場合、

法第 33条第１項の対象となる。 

例えば、Ｑ２－２で示した次のような事業において、臨時的な必要があ

る場合が対象になる。 

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）の

適用を受ける災害復旧事業（関連事業等を含む。） 

・国や地方自治体と締結した災害協定に基づく災害の復旧の事業

・維持管理契約内で発注者の指示により対応する災害の復旧の事業

また、災害により社会生活への重大な影響が予測される状況におい

て、予防的に対応する場合も含まれる。

２－６ （Ｑ）法第 33条第１項の許可基準に「公益の保護」とあるが、事業の発注者

が国や地方自治体であれば災害復旧以外の通常の事業も対象になるの

か。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 33条第１項は、事業の発注者が国や地方自治体であることをもっ

て一律に対象となるものではない。個別具体的な事由の性質が「災害そ

の他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合」とい

う要件に当たれば対象となる。 

２－７ （Ｑ）「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために

除雪作業を行う臨時の必要性がある場合には 33条１項に該当するが、そ

の業務に付随する業務は許可の対象となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）労働時間の上限規制の趣旨を踏まえれば、基本的には、36協定で定め

た時間外労働の限度時間で対応できることが望ましい。 

法第 33条第１項の許可の対象には、災害その他避けることのできない事

由に直接対応する場合に加えて、その対応に当たり、必要不可欠に付随

する業務を行う場合が含まれる。 

雪害については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除

雪作業を行う臨時の必要がある場合が該当する。 

個別の事案にもよるが、除雪作業の「降雪前の見回り業務」、「凍結防止

剤の散布業務」、「除雪機械の誘導・交通整理の業務」、「除雪作業に向けた

準備業務」及び「作業従事者の食事等を準備する業務」等については、除

雪作業に必要不可欠に付随する業務として行う場合には、対象となり得

る。 

２－８ （Ｑ）除雪作業には、法第 139 条第１項が適用されるのか。また、この場合

に法第 33条第１項により労働時間をさらに延長することはできるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 
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（Ａ）建設業を営む事業場において、「災害時における復旧及び復興の事業」

の対象となる除雪作業のため、単月 100時間以上、複数月平均 80時間を

超えて時間外・休日労働を行わせる必要がある場合は、法第 139 条第１

項を適用することも可能である。 

また、既に締結していた 36協定で協定された限度時間を超えて労働さ

せる臨時の必要があり、道路交通の確保等人命又は公益を保護するため

に除雪作業を行う臨時の必要がある場合は法第 33 条第 1 項の対象とな

る。具体的には、例えば、安全で円滑な道路交通の確保ができないことに

より通常の社会生活の停滞を招くおそれがあり、国や地方公共団体等か

らの要請やあらかじめ定められた条件を満たした場合に除雪を行うこと

とした契約等に基づき除雪作業を行う場合や、人命への危険がある場合

に住宅等の除雪を行う場合のほか、降雪により交通等の社会生活への重

大な影響が予測される状況において、予防的に対応する場合も含まれる。 
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【３ 時間外労働の上限規制について】 

３－１ （Ｑ）時間外労働の上限規制における時間外労働と休日労働とは別のものか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）労働基準法においては、時間外労働と休日労働は別のものとして取り

扱う。 

時間外労働とは、法定労働時間（１週 40時間・１日８時間）を超えて

労働した時間をいい、休日労働とは、法定休日（１週１日又は４週４日）

に労働した時間をいう。 

法第 36 条第３項及び第４項に規定する 36 協定の限度時間（月 45 時

間・年 360 時間）はあくまで時間外労働の限度時間であり、休日労働の

時間は含まれない。 

一方で、法第 36 条第６項第２号及び第３号に規定する１か月の上限

（月 100時間未満）及び２～６か月の上限（複数月平均 80時間以内）に

ついては、時間外労働と休日労働を合計した実際の労働時間に対する上

限となる。 

３－２ （Ｑ）どのような場合に、法律に違反となるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働を行わせるためには、36協定の締結・届出が必要。 

したがって、36 協定を締結せずに、あるいは、締結しても届出せずに

時間外労働をさせた場合や、36 協定で定めた時間を超えて時間外労働を

させた場合には、法第 33 条に該当する場合を除き、法第 32 条違反とな

る（６か月以下の懲役又は 30万円以下の罰金）。 

また、36協定で定めた時間数にかかわらず、 

・ 時間外労働と休日労働の合計時間が月 100時間以上となった場合

・ 時間外労働と休日労働の合計時間について、２～６か月の平均のい

ずれかが 80時間を超えた場合 

には、法第 36 条第６項違反となる（６か月以下の懲役又は 30 万円以下

の罰金）。 

なお、「災害時における復旧及び復興の事業」においては、上記の上限

は適用されない。 

３－３ （Ｑ）同一企業内のＡ事業場からＢ事業場へ転勤した労働者について、①36

協定により延長できる時間の限度時間（原則として月 45時間・年 360時

間。法第 36条第４項）、②36協定に特別条項を設ける場合の１年につい

ての延長時間の上限（720時間。法第 36条第５項）、③時間外労働と休日

労働の合計で、単月 100時間未満、複数月平均 80時間以内の要件（法第

36条第６項第２号及び第３号）は、両事業場における当該労働者の時間

外労働時間数を通算して適用するのか。 

29



12 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働の上限について、質問の①及び②については、各事業場に

おける 36協定の内容を規制するものであり、労働者個人の労働時間を規

制するものではない。 

これに対して、質問の③については、労働者個人の実労働時間を規制す

るものであり、特定の労働者が転勤した場合は法第 38条第１項の規定に

より通算して適用される。 

なお、同一事業場内で配置換えのあった労働者については、①②③につ

いて、通算して適用される。 

３－４ （Ｑ）時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均 80時間以内とする要件 

（法第 36 条第６項第３号）は、複数の 36 協定の対象期間をまたぐ場合に

も適用されるのか。 

また、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間も含めて満たす必要

があるのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均 80 時間以内とする要件

（法第 36条第６項第３号）については、複数の 36協定の対象期間をま 

たぐ場合にも適用される。 

ただし、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間の労働時間は算定

対象とならない。 

30



13 

【４ 36協定について】 

４－１ （Ｑ）工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び

復興の事業が含まれている場合には、当該事業場の 36協定については、

則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の

３）で作成する必要があるのか。

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び

復興の事業が含まれている場合には、当該事業場の 36協定は、則様式第

９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の３）で作

成する必要がある。 

また、工作物の建設の事業を行う事業場の事業に、災害時における復

旧及び復興の事業が含まれていない場合には、当該事業場の 36協定は、

則様式第９号（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の２）で作成す

る必要がある。 
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建設業の時間外労働の上限規制 

に関するＱ＆Ａ 

 

（令和５年 12月 25日追補分） 

（令和６年３月 25日追補分） 

（令和７年３月４日追補分） 

（令和７年６月 19日追補分） 

 

 

厚生労働省労働基準局 

別添１ 
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注）追補版Ｑ＆Ａにおいても、法令等及び略語は、建設業の時間外労働の上限

規制に関するＱ＆Ａ（令和５年７月６日公表）（以下「本体ＱＡ」という。）

に掲載しているものを引き続き指すこととする。 

＜目 次＞ 

番号 質問内容 頁 

追１ 会社に集合して作業員が社用車に乗り合いで工事現場に向かう又

は工事現場から会社に戻る場合、現場まで又は会社までの移動時間

は労働時間に当たるのか。 

５ 

追２ 降雪の見込みが高く、自治体等から除雪作業を要請される可能性

があることから、除雪作業の要請があれば当該作業に当たることに

なる労働者に自宅待機を命じた。当該労働者が自宅待機をしている

時間は労働時間に該当するか。 

５ 

追３ 台風が近づいているような災害の発生が予想される場合であっ

て、自治体等から災害協定等に基づく要請を受けて、当該災害への対

応が直ちにできるよう労働者を自宅待機させる場合には、法第 33条

第１項の対象となるのか。 

６ 

追４  隣県で地震があったことから、被災地の自治体からの要請で、被

災地域における災害復旧工事の現場において、重機作業を行うこと

になった。 

重機（クレーンなど）のオペレーター（法第 140 条第１項の自動

車運転の業務に非該当）が重機を工事現場まで移動させるため、重

機で公道を走行していたところ、現場が遠方であることに加え、途

中地震に伴う渋滞にも巻き込まれたことから、現場に到着するまで

に、１時間の休憩を含めて 11時間を要した。 

この移動時間について、時間外労働となった時間につき、法第 33

条第１項を適用できるか。 

６ 

追５ 道路上に通行の妨げとなる倒木や動物の死骸があった場合、こう

したものを撤去する作業を、維持管理契約内での発注者の指示や都

道府県等との災害協定に基づき実施する場合、法第 139 条第１項を

適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

７ 

追６ 例えば、豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病発生時

に、家畜伝染病予防法（昭和 26年法律第 166号）に基づき家畜伝染

病まん延防止のために実施する防疫措置（殺処分、焼却、埋却、消毒、

７ 
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消毒ポイントの設置等）や、当該防疫措置に付随する業務を行う場

合、法第 139条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

追７ 除雪作業に付随して凍結防止剤や融雪剤の散布を行う場合、法第

139 条第１項を適用できるか。冷え込みによる路面凍結が見込まれ

るときに、凍結防止剤を散布する場合であればどうか。 

また、これらの場合、法第 33条第１項はどうか。 

８ 

追８ 経年劣化した道路などの補修工事には、災害を予防するための工

事という性質もあると考えられるところ、こうした工事をはじめと

した、災害予防のための工事について、法第 139 条第１項を適用で

きるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

８ 

追９ ある月に、法第 33条第１項に該当する災害復旧工事のために、同

項に基づき 40時間の時間外・休日労働を行った労働者が、同じ月に

同じ使用者のもとで、災害時における復旧及び復興の事業に該当し

ない別件の工事で 60時間の時間外・休日労働を実施した場合、当該

労働者は合計 100 時間の時間外・休日労働を行ったことになるが、

時間外労働の上限規制はどのように取り扱うのか。 

また、このとき、当該労働者に対する労働安全衛生法（昭和 47年

法律第 57 号）第 66 条の８第１項に基づく医師による面接指導はど

のように取り扱うのか。 

９ 

追 10 法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、具体的にどのような違

いがあるのか。 

10 

追 11 則様式第９号の２による 36 協定（月 45 時間超の時間外・休日労

働が見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合）の締

結・届出を行っており、則様式第９号の３の２による 36協定（月 45

時間超の時間外・休日労働が見込まれず、災害時の復旧・復興の対応

が見込まれる場合）又は第９号の３の３による 36 協定（月 45 時間

超の時間外・休日労働が見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込

まれる場合）の作成を行っていないが、災害時における復旧及び復

興の事業に該当する事業に従事した場合、時間外労働の上限規制は

どのように考えればよいのか。 

11 

追 12 病院など生活に必要な施設の駐車場について除雪作業を行う場

合、法第 139条第１項の対象にはなると思うが、法第 33条第１項は

適用できるか。 

11 

追 13 法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、災害発生からの復旧・

復興の事業の各段階において、具体的にはどういった使い分けにな

11 
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るのか。 

追 14 本店、支店、各工事事務所でそれぞれ別々の日を起算日として締

結している 36協定を、全社的に統一して管理することはできるか。 

12 

追 15 法第 139 条第１項は、「復旧工事」「復興工事」などの名称であれ

ば、その工期や発注の時期を問わず、同項を適用して時間外労働の

上限規制の適用を一部除外できると考えてよいか。 

13 

追 16 熱中症対策のために、作業を中断する時間があるが、その時間は

労働時間に当たるか。 

14 

追 17 積雪地域では、降雪期にはなかなか作業ができないことから、降

雪期以外の時期に作業が集中することになるが、こうした場合に労

働時間を効率的に配分することができる手法はあるか。 

14 

追 18 １年単位の変形労働時間制は、その導入にあたって１年分の勤務

カレンダーをあらかじめ定めておくことが必要と聞いたが、建設業

では、年度内に随時工事を受注することも多く、１年分の勤務カレ

ンダーをあらかじめ確定させることは難しい。こうした場合には、

１年単位の変形労働時間制を導入することはできないのか。 

16 

追 19 36協定の締結、届出を行った後に、社内の労使で検討して１年単

位の変形労働時間制を導入することとしたが、このとき、既に締結

している 36協定との関係で留意すべきことはあるか。 

17 

注）追１～追 11 ⇒ 令和５年 12月 25日公開 

  追 12～追 14 ⇒ 令和６年３月 25日公開 

  追 15    ⇒ 令和７年３月４日公開 

  追 16～追 19 ⇒ 令和７年６月 19日公開 
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＜Ｑ＆Ａ＞ 

追 1 （Ｑ）会社に集合して作業員が社用車に乗り合いで工事現場に向かう又は工

事現場から会社に戻る場合、現場まで又は会社までの移動時間は労働時

間に当たるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ１－４のとおり、法（労働基準法）における労働時間とは、

使用者の指揮命令下にある時間のことであり、移動時間については、「移

動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく、移動手段の指

示も受けず、自由な利用が保障されているような場合には、労働時間に

当たらない。」と解されている。 

 労働時間に該当するか否かの判断は個別具体的に行う必要があるが、

一般的には、 

・ 移動手段として、社用車に乗り合いで現場に向かうこと等が指示され

ている場合や、

・ 現場に移動する前に会社に集合して資材の積み込みを行うことや、現

場から会社に戻った後に道具清掃、資材整理を行うことが指示されて

いる場合、

・ 移動の車中に使用者や上司も同乗し、打合せが行われている場合

においては、当該移動時間は労働時間に該当するものと解される。 

一方、工事現場に直行する又は工事現場から直帰することが自由であ

る中で、労働者間で任意に移動手段の一つとして、集合時刻や運転者を

決めて社用車に乗り合って移動することとしていたなどの場合において

は、当該移動時間は労働時間に該当しないものと解される。 

追２ （Ｑ）降雪の見込みが高く、自治体等から除雪作業を要請される可能性があ

ることから、実際に除雪作業の要請があれば当該作業に当たることにな

る労働者に自宅待機を命じた。当該労働者が自宅待機をしている時間は

労働時間に該当するか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ１－４のとおり、法における労働時間とは、使用者の指揮命

令下にある時間のことであり、待機時間については、「使用者の指示があ

った場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離

れることが保障されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手

待時間」）は、労働時間に当たる。」と解されている。 

 労働時間に該当するか否かの判断は、個別具体的に行う必要があるが、

一般的には、 

・使用者が急な需要に対応するために事業場において待機を命じ、当該
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時間の自由利用が労働者に保障されていないと認められる場合には労

働時間に該当し、 

・ 緊急対応の頻度が少なく、自宅待機中に食事や入浴などの日常的な活

動や、外出をすることが特段規制されていないなど、実質的に使用者

の指揮命令下にあるとまではいえない場合には、労働時間に該当しな

い 

ものと解される。 

追３ （Ｑ）台風が近づいているような災害の発生が予想される場合であって、自

治体等から災害協定等に基づく要請を受けて、当該災害への対応が直ち

にできるよう労働者を自宅待機させる場合には、法第 33条第１項の対象

となるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）自宅待機が労働時間に該当するか否かの判断は個別具体的に行う必要

があるが、労働者が権利として労働から離れることを保障されておらず、

拘束を伴うものである場合には、当該待機時間は使用者の指揮命令下にあ

るものとして、労働時間に該当する。 

法第 33 条第１項については、「災害その他避けることのできない事由に

よって、臨時の必要がある場合においては、（中略）その必要の限度におい

て（中略）労働させることができる」とされており、「避けることのできな

い事由」については、災害発生が客観的に予見される場合も含まれる。 

その上で、例えば、国や地方自治体と締結した災害協定等に基づき、差

し迫った災害に備えた自宅待機が要請されているなど、自宅待機が社会通

念上、災害への対応に必要不可欠なものであると判断される場合は、法第

33条第１項の対象としうる。 

追４ （Ｑ）隣県で地震があったことから、被災地の自治体からの要請で、被災地

域における災害復旧工事の現場において、重機作業を行うことになった。  

重機（クレーンなど）のオペレーター（法第 140 条第１項の自動車運

転の業務に非該当）が重機を工事現場まで移動させるため、重機で公道

を走行していたところ、現場が遠方であることに加え、途中、地震に伴う

渋滞にも巻き込まれたことから、現場に到着するまでに、１時間の休憩

を含めて 11時間を要した。 

この移動時間について、時間外労働となった時間につき、法第 33 条第

１項を適用できるか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）重機のオペレーターが現場に重機を移動させるために、重機で公道を

走行する場合も、当該移動に要する時間は使用者の指示によって行うも

のであるため労働時間に該当する。 
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災害その他避けることのできない事由によって発生した対応として、

既に締結していた 36 協定で協定された限度時間を超えて労働させるな

どの臨時の必要があり、人命や公益の確保のために自治体等からの工事

への協力要請に応じる場合には、法第 33条第１項の許可基準を満たすこ

とから、被災地の工事現場に向かうまでの労働時間に該当する移動時間

についても、当該工事に必要不可欠に付随する業務として、その必要の

限度において法第 33条第１項の対象となる。 

追５ （Ｑ）道路上に通行の妨げとなる倒木や動物の死骸があった場合、こうした

ものを撤去する作業を、維持管理契約内での発注者の指示や都道府県等

との災害協定に基づき実施する場合、法第 139条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－２を踏まえると、維持管理契約内での発注者の指示や、

都道府県等との災害協定による要請に基づき、倒木や動物の死骸の撤去

を災害の復旧として対応する場合等には、法第 139条第１項の対象とな

る。 

 また、当該撤去作業が、災害その他避けることのできない事由によっ

て発生した対応として、既に締結された 36 協定で協定された限度時間

を超えて労働させるなどの臨時の必要があり、道路交通の確保等人命又

は公益を保護するための必要がある場合には、法第 33 条第１項の許可

基準を満たすことから、その必要の限度において法第 33 条第１項の対

象となる。 

追６ （Ｑ）例えば、豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病発生時に、

家畜伝染病予防法（昭和 26年法律第 166号）に基づき家畜伝染病まん延

防止のために実施する防疫措置（殺処分、焼却、埋却、消毒、消毒ポイ

ントの設置等）や、当該防疫措置に付随する業務を行う場合、法第 139

条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）都道府県等との防疫協定や災害協定による要請、その他契約内での発

注者の指示に基づき、防疫措置を災害の復旧として対応する場合等には、

法第 139 条第１項の対象となる。併せて、当該防疫措置に必要不可欠に

付随する業務として行われる防疫資機材の搬入、発生農場における仮設

テントの設営等の業務についても、同様に法第 139 条第１項の対象とな

る。 

 また、当該防疫措置及びこれに必要不可欠に付随する業務が、災害そ

の他避けることのできない事由によって発生した対応として、既に締結
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された 36 協定で協定された限度時間を超えて労働させるなどの臨時の

必要があり、人命又は公益を保護するための必要がある場合には、法第

33条第１項の許可基準を満たすことから、その必要の限度において法第

33条第１項の対象となる。 

追７ （Ｑ）除雪作業に付随して凍結防止剤や融雪剤の散布を行う場合、法第 139

条第１項を適用できるか。冷え込みによる路面凍結が見込まれるときに、

凍結防止剤を散布する場合であればどうか。 

 また、これらの場合、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－８のとおり、除雪作業は、都道府県等との災害協定や維

持管理契約に基づき、災害の復旧として対応する場合等には、法第 139

条第１項を適用することも可能である。そのため、当該除雪作業に必要

不可欠に付随する業務として行われる凍結防止剤や融雪剤の散布の業務

についても、法第 139条第１項の対象となる。 

 冷え込みによる路面凍結を防止するために凍結防止剤を散布する場

合も、そのまま放置すれば直ちに災害が発生するとして、災害協定や維

持管理契約等に基づき、差し迫った災害への対応を行う場合であれば、

こうした対応についても法第 139条第１項の対象となる。 

また、これらの作業が、災害その他避けることのできない事由によっ

て発生した対応として、既に締結された 36協定で協定された限度時間を

超えて労働させるなどの臨時の必要があり、道路交通の確保等人命又は

公益を保護するための必要がある場合には、法第 33条第１項の許可基準

を満たすことから、その必要の限度において法第 33条第１項の対象とな

る。 

追８ （Ｑ）経年劣化した道路などの補修工事には、災害を予防するための工事と

いう性質もあると考えられるところ、こうした工事をはじめとした、災

害予防のための工事について、法第 139条第１項を適用できるか。 

また、法第 33条第１項はどうか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－２のとおり、法第 139条第１項の「災害時における復旧

及び復興の事業」とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興

を目的として発注を受けた建設の事業をいい、工事の名称等にかかわら

ず、特定の災害による被害を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住宅や復興

支援道路の建設などの復旧及び復興の事業が対象となる。そのため、経

年劣化した道路などの補修も含めて、将来発生しうる災害を予防するた

めに行う工事は、法第 139条第１項の対象とはならない。 

また、将来発生しうる災害の予防のための工事は、法第 33 条第１項
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の対象とはならない。 

ただし、災害予防のための工事が、そのまま放置すれば直ちに災害が

発生する状況下や、災害により社会生活への重大な影響が予測される状

況下で臨時的に行われるなど、既に締結された 36協定で協定された限度

時間を超えて労働させるなどの臨時の必要があり、人命または公益を保

護するための差し迫った必要がある場合には、法第 33条第１項の許可基

準を満たすことから、その必要の限度において法第 33条第１項の対象と

なる。 

追９ （Ｑ）ある月に、法第 33条第１項に該当する災害復旧工事のために、同項に

基づき 40時間の時間外・休日労働を行った労働者が、同じ月に同じ使用

者のもとで、災害時における復旧及び復興の事業に該当しない別件の工

事で 60時間の時間外・休日労働を実施した場合、当該労働者は合計 100

時間の時間外・休日労働を行ったことになるが、時間外労働の上限規制

はどのように取り扱うのか。 

また、このとき、当該労働者に対する労働安全衛生法（昭和 47年法律

第 57 号）第 66 条の８第１項に基づく医師による面接指導はどのように

取り扱うのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－１、３－２のとおり、法第 33条第１項が適用される労働

時間については、法第 36条及び第 139条による規制がかからず、時間外

労働の上限規制からは除外される。 

一方、労働安全衛生法第 66条の８第１項に基づく医師による面接指導

は、１週間当たり 40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時

間が、１か月について 80時間を超えた者で疲労の蓄積が認められる者の

うち、申出があった者に対して実施するものであり、法第 33条第１項に

よって労働した時間もこれに含まれる。 

そのため、本事例においては、１か月間において 80時間超の時間外・

休日労働を実施していることから、当該労働者から申出があった場合に

は、当該面接指導を実施する必要がある。 
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追 10 （Ｑ）法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、具体的にどのような違いが

あるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、いずれも時間外労働の上限

規制の例外に関する規定であるが、適用に当たっての要件や、時間外労

働の上限規制の取扱いなどに次のような違いがある。 

なお、いずれの場合においても、時間外・休日労働に対する割増賃金の

支払いや、時間外・休日労働が 80時間を超える等した場合の労働安全衛

生法第 66 条の８第１項に基づく医師による面接指導の実施は必要であ

る。 

法第 33条第１項 法第 139条第１項 

対象 災害その他避けることので

きない事由によって、臨時

の必要がある場合 

（建設の事業に限らない） 

災害時における復旧及び復

興の事業 

（建設の事業に限る） 

手続 事前の許可又は事後の届出 36協定の締結・届出 

効果 36 協定で定める延長時間

とは別に、時間外・休日労

働を行わせることができる 

36 協定で定める範囲内で時

間外・休日労働を行わせる

ことができる 

（災害時における復旧及び

復興の事業に限り、１か月

100 時間以上の特別延長時

間を定めることができる） 

上 限 規 制

の取扱い 

いずれも適用されない 以下は適用されない 

時間外・休日労働の合計を 

・ １か月 100時間未満とす

る上限

・ 複数月平均 80 時間以内

とする上限

以下は適用される 

・ 時間外労働を年 720 時

間以内とする上限

・ 時間外労働が１か月 45

時間を超える回数が年

６回までとする上限

41



11 

追 11 （Ｑ）則様式第９号の２による 36協定（月 45時間超の時間外・休日労働が

見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合）の締結・届

出を行っており、則様式第９号の３の２による 36 協定（月 45 時間超の

時間外・休日労働が見込まれず、災害時の復旧・復興の対応が見込まれ

る場合）又は第９号の３の３による 36 協定（月 45 時間超の時間外・休

日労働が見込まれ、災害時の復旧・復興の対応が見込まれる場合）の作

成を行っていないが、災害時における復旧及び復興の事業に該当する事

業に従事した場合、時間外労働の上限規制はどのように考えればよいの

か。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）法第 139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」に関する

規定を適用するためには、則様式第９号の３の２又は第９号の３の３に

よる 36協定の締結・届出を行っている必要があり、則様式第９号の２に

よる 36 協定の締結・届出のみを行っていてこれらの 36 協定を締結して

いない場合には、法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の

事業」に関する規定を適用することはできない。 

 このことを踏まえて、それぞれの事業場における業務の実情に見合っ

た則様式を用いて、36協定の締結・届出を行う必要がある。 

追 12 （Ｑ）病院など生活に必要な施設の駐車場について除雪作業を行う場合、法

第 139条第１項の対象にはなると思うが、法第 33条第１項は適用できる

か。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）本体ＱＡ２－８のとおり、都道府県等との災害協定や維持管理契約に

基づき、災害の復旧として対応する場合等には、道路の除雪だけではな

く、病院などの駐車場の除雪についても法第 139 条第１項を適用するこ

とが可能である。 

また、放置すれば人命への危険が発生するおそれがあるとして、例え

ば緊急車両などが出入りできるよう病院などの医療機関や介護施設の駐

車場の除雪を行う場合は、既に締結された 36協定で協定された限度時間

を超えて労働させるなどの臨時の必要があり、人命または公益を保護す

るための必要があれば、法第 33条第１項の許可基準を満たすことから、

その必要の限度において法第 33条第１項の対象となる。 

追 13 （Ｑ）法第 33条第１項と、法第 139条第１項は、災害発生からの復旧・復興

の事業の各段階において、具体的にはどういった使い分けになるのか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）災害の復旧・復興に関する工事については、事業の段階を問わず、法

第 139条第１項の対象とすることができる。 
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法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」に関する

規定を適用するに当たっては、則様式第９号の３の２又は第９号の３の

３による 36協定の締結・届出を行っている必要があり、そのためには、

こうした取扱いを踏まえて、それぞれの事業場における業務の実情に見

合った則様式を用いて、36協定の締結・届出を行う必要がある。 

 一方、法第 33条第１項については、災害その他避けることのできない

事由によって、臨時の必要があると認められる場合において対象となる

ことから、災害の復旧・復興工事の段階によって適用可否が異なると考

えられる。 

災害復旧工事のうち、例えば、自治体等からの要請によって緊急的に

機能回復を図るために実施される、瓦礫撤去や、応急的な補強、破損した

施設の代替施設や仮設住宅の設置（工事に先立って行われる測量調査や

設計も含む）などの工事については、一般に人命や公益の確保の観点か

ら急務であるといえることから、これによって既に締結された 36協定で

協定された限度時間を超えて労働させるなどの臨時の必要がある場合に

は、法第 33条第１項の許可基準を満たすことから、その必要の限度にお

いて法第 33条第１項の対象となる。 

一方で、緊急的な機能回復がある程度完了した段階において発注され

る被災した施設を原形に復旧する工事や復旧の一環として再度の災害を

防止する工事などであって、人命や公益の確保の観点から急務でないも

のは、法第 33条第１項の対象とはならない。また、復興事業段階におけ

る工事は、通常は臨時の必要性が認められるものとは考えられないこと

から、法第 33条第１項の対象とはならない。 

追 14 （Ｑ）本店、支店、各工事事務所でそれぞれ別々の日を起算日として締結し

ている 36協定を、全社的に統一して管理することはできるか。 

------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）時間外労働の上限規制の実効性を確保する観点から、１年についての

限度時間及び特別条項を適用する月数については、厳格に適用すべきで

あることから、原則として 36協定の起算日を変更することは認められな

いが、対象期間を全社的に統一するなど、やむを得ない場合には、労働者

の過半数で組織する労働組合又はそうした労働組合がない場合には各事

業場における労働者の過半数を代表する者の同意を得た上で、それぞれ

の 36 協定の対象期間の途中であっても、起算日を変更し、再度 36 協定

を届け出ることができる。 

 ただし、やむを得ず起算日を変更した場合であっても、再締結後の 36

協定を遵守することが求められることに加え、変更前の 36協定の対象期

間における１年の延長時間及び特別条項を適用する月数も引き続き遵守
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する必要がある。 

追 15 （Ｑ）法第 139条第１項は、「復旧工事」「復興工事」などの名称であれば、

その工期や発注の時期を問わず、同項を適用して時間外労働の上限規制

の適用を一部除外できると考えてよいか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）まず、法第 139条第１項は、大災害からの早期の復旧・復興には集中

的な工事が必要となる場合があることが想定されることから、災害対策

に万全を期すために、単月及び複数月平均に関する上限規制について例

外を設けるものである。 

この趣旨に照らすと、十分な工期が設定されている又は十分な工期を

設定することが可能な工事であって、地理的要因（被災地への交通の脆

弱さ）や、自然的な要因（猛暑又は豪雪など）を踏まえても、１年間の特

定の時期に、上限規制を超えて集中的に作業することを要するとは考え

難い工事に、法第 139 条第１項を適用することは認められないものと解

される。 

また、本体ＱＡ２－２（※）のとおり、法第 139条第１項の「災害時

における復旧及び復興の事業」に該当するか否かは、「復旧工事」「復興

工事」など工事の名称のみによって判断されるものではない。 

例えば、発災後の復旧・復興工事の計画が全て完了した後に追加で発

注された関連工事のような、発災に全く近接しない工事など、単月又は

複数月平均に関する時間外労働の上限規制を超えるような作業をするこ

とによって早期に完成させることが社会的に要請されているとは考え難

い工事は、法第 139 条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」

に該当せず、同項を適用することはできない。 

このように、法第 139 条第１項の適用については、実態に応じて判断

されることが必要であり、同項を適用することを目的に、必要以上に短

い工期によって受注、発注を行うことは、適正な工期設定の観点から認

められない。 

（※）本体ＱＡ２－２ 

「法第 139 条第１項の『災害時における復旧及び復興の事業』とは、災害により被害を

受けた工作物の復旧及び復興を目的として発注を受けた建設の事業をいい、工事の名称

等にかかわらず、特定の災害による被害を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住宅や復興支

援道路の建設などの復旧及び復興の事業が対象となる。」 
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追 16 （Ｑ）熱中症対策のために、作業を中断する時間があるが、その時間は労働

時間に当たるか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）まず、本体ＱＡ１－４のとおり、法における労働時間とは、使用者の

指揮命令下にある時間のことであり、待機時間については、「使用者の指

示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働

から離れることが保障されていない状態で待機等している時間（いわゆ

る「手待時間」）は、労働時間に当たる。」と解されている。 

このため、例えば、12:00～15:00の間に熱中症対策のために作業をい

ったん中止すると決めた場合、 

・その間に天候の変化などによってＷＢＧＴ値（※）の低下があった場

合には、直ちに作業を再開できるよう労働者を待機させている場合に

は、その時間は労働時間に該当する。

・その間は、昼休みなどの休み時間と同等程度に労働者が自由に利用す

ることができ、仮にＷＢＧＴ値が下がったとしても、あらかじめ定め

られた休憩時間中は作業を再開する趣旨のものではなく、使用者から

作業に復帰するよう指示を受けることもなく労働から完全に解放さ

れ、労働者が権利として労働から離れることを保障されている場合に

は、休憩時間であるとして労働時間に該当しない。

なお、作業を中止することとした時間を休憩時間と取り扱う場合には、

労働者の１日の拘束時間が長時間に及ぶことのないよう留意することが

望ましい。 

作業を中断している時間を休憩時間とした場合についても、労使の話

合い等によって、この時間に対する手当を労働者に支払うこととしても

差し支えない。ただし、手当を支払った時間を手待ち時間として扱った

場合には、労働時間となる。 

また、夏季に実施する工事については、熱中症予防のために休憩時間

が長く設定される場合があることを考慮した適正な工期の設定や、労働

者に適切な賃金や手当が支払われることに配慮して労務費などの価格の

設定が行われるよう、発注、受注に当たって留意することが必要である。 

（※）ＷＢＧＴ（Wet-Bulb Globe Temperature）値 

暑熱環境による熱ストレスの評価を行う暑さ指数で、自然湿球温度、黒

球温度、気温（乾球温度）から算出する数値 

追 17 （Ｑ）積雪地域では、降雪期にはなかなか作業ができないことから、降雪期
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以外の時期に作業が集中することになるが、こうした場合に労働時間を

効率的に配分することができる手法はあるか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）特定の季節や、特定の月に業務が集中するなど、業務の繁閑が大きい

場合には、１年を通じて労働時間を配分し、年間における総労働時間の

短縮を図るために、労使協定によって、あらかじめ労働日、労働日ごと

の労働時間を特定することで、１年単位の変形労働時間制を導入するこ

とが考えられる。 

１年単位の変形労働時間制の主な要件は次表のとおりであるが、対象

期間を平均して１週間の所定労働時間が 40時間を超えない範囲で、１週

52時間、１日 10時間を限度として、各週、各日の所定労働時間を設定す

ることができる。 

時間外・休日労働を行う必要のある事由が生じた場合には、１年単位

の変形労働時間制を導入した場合においても、36 協定の範囲内で労働者

に時間外・休日労働をさせることができ、法定労働時間（１週 40時間、

１日８時間）を超える所定労働時間を設定したときは、その設定した時

間を超えた労働が時間外労働となる。 

また、本制度では、積雪の度が著しく高い地域（※１）における建設業

の屋外労働者については、次のような特例が設けられている。 

  （１年単位の変形労働時間制の主な要件） 

① 原則 ② 積雪の度が著しく

高い地域における

建設業の屋外労働

者に関する特例

対象期間を平均した１週あたり

の所定労働時間 
平均 40時間を超えない 

労働日数の限度 年間 280日 

１週の所定労働時間の限度 52時間 

１日の所定労働時間の限度 10時間 

連続労働日数の限度 原則６日、特に繁忙な場合は 12日 

所定労働時間が１週 48時間を超

える週の数 

連続３回ま

で 

左の制限は適用され

ない 

３か月ごとに区分した各期間に

おける１週 48時間を超える所定

労働時間を設定した週の数 

３回まで（※

２）

左の制限は適用され

ない 

（※１）豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号）第２条第１
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項の規定に定める豪雪地帯として指定された道及び県の区域並び

に市町村の区域 

（※２）所定労働時間が 48時間を超える週が、２つの期間にまたがって

いる場合には、週の初日を含む方の期間で数える 

追 18 （Ｑ）１年単位の変形労働時間制は、その導入にあたって１年分の勤務カレ

ンダーをあらかじめ定めておくことが必要と聞いたが、建設業では、年

度内に随時工事を受注することも多く、１年分の勤務カレンダーをあら

かじめ確定させることは難しい。こうした場合には、１年単位の変形労

働時間制を導入することはできないのか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）１年単位の変形労働時間制を導入するにあたっては、労使協定によっ

て、次の５項目を定めることが必要である。 

① 対象労働者の範囲

② 対象期間（１か月を超え１年以内の期間）及び起算日

③ 特定期間（対象期間中特に繁忙な期間）

④ 労働日及び労働日ごとの労働時間

⑤ 労使協定の有効期間

このうち、④の「労働日及び労働日ごとの労働時間」については、原

則としては、勤務カレンダーなどの形で１年など対象期間全体について

あらかじめ特定することになる。しかし、これが難しい場合には、就業

規則等において、勤務の種類ごとの始業、終業時刻及び休日並びに当該

勤務の組合せについての考え方、勤務割の作成手続き及びその周知方法

等を定めておくこともできる。その場合、具体的には次の方法によって、

労使協定締結時に最初の１か月分の勤務カレンダーを定め、２か月目以

降の勤務カレンダーは、当該月の 30日前までに定めることになる。 

① 対象期間を１か月以上の期間に区分することとし、労使協定の締結時

に、期間ごとの所定労働日数、所定労働時間数を定める。

② 最初の期間における「労働日及び労働日ごとの労働時間」を労使協定

の締結時に定める。

③ 最初の期間を除く各期間の「労働日及び労働日ごとの労働時間」につ

いては、その期間が始まる少なくとも 30日前に定める。

また、この方法により、最初の期間を除く各期間の「労働日及び労働

日ごとの労働時間」を定めるに当たっては、区分期間の開始の 30日前ま

でに労働者の過半数で組織する労働組合又はそうした労働組合がない場

合には各事業場における労働者の過半数を代表する者の同意を得ること
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が必要である。 

例えば、この方法を用いる場合、以下の事項を定める時期は次のとお

りとなる。 

（４月１日を起算日とする場合） 

月ごとの所定労働日数と所定労働時間

数 

労使協定締結時 

４月（最初の月）の勤務カレンダー 労使協定締結時 

５月の勤務カレンダー ４月１日まで 

６月の勤務カレンダー 

（以下同様） 

５月２日まで 

（以下同様） 

（４月１日以外（例：12月 15日）を起算日とする場合） 

月ごとの所定労働日数と所定労働時間

数 

労使協定締結時 

12月 15日～１月 14日（最初の月）の 

勤務カレンダー 

労使協定締結時 

１月 15日～２月 14日の勤務カレンダー 12月 16日まで 

２月 15日～３月 14日の勤務カレンダー 

（以下同様） 

１月 16日まで 

（以下同様） 

※ 時間外・休日労働を行う必要のある事由が生じた場合には、36 協定

の範囲内で労働者に時間外・休日労働をさせることができ、法定労働

時間（１週 40 時間、１日８時間）を超え所定労働時間を設定したと

きは、その設定した時間を超えた労働が時間外労働となる。

なお、労使協定の内容については、常時各作業場の見やすい場所へ掲

示し、又は備え付けること、書面を交付する等の方法によって、労働者

に周知することが必要である。 

追 19 （Ｑ）36協定の締結、届出を行った後に、社内の労使で検討して１年単位の

変形労働時間制を導入することとしたが、このとき、既に締結している

36協定との関係で留意すべきことはあるか。 

-------------------------------------------------------------------- 

（Ａ）まず、１年単位の変形労働時間制を導入した場合、法第 36条第４項の

限度時間は、１か月 42時間、１年 320時間となることから、導入前の 36

協定の一般条項に、１か月、１年における「延長することができる時間

数」として、それぞれ 42時間、320時間を超える時間数が定められてい
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て、１年単位の変形労働時間制の導入後においても、時間外労働を行わ

せることが想定されるときは、労働者の過半数で組織する労働組合又は

そうした労働組合がない場合には各事業場における労働者の過半数を代

表する者の同意を得た上で、１年単位の変形労働時間制における限度時

間に適合した 36協定を新たに締結し、届出を行うことが必要である。 

こうした場合も、時間外労働の上限規制の実効性を確保する観点から、

１年についての限度時間及び特別条項を適用する月数については、厳格

に適用すべきである。36協定の起算日の変更について追 14を参照の上、

新たな 36協定を締結し、届出を行った場合には、変更後の 36協定を遵

守するとともに、変更前の 36 協定における１年の延長時間及び特別条

項を適用する月数を遵守することが必要である。 
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様式第９号（第 16 条第１項関係） 

協定の成立年月日       年    月    日 

協定の当事者である労働組合（事業場の労働者の過半数で組織する労働組合）の名称又は労働者の過半数を代表する者の 
職名 

氏名 

協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法（   ） 

上記協定の当事者である労働組合が事業場の全ての労働者の過半数で組織する労働組合である又は上記協定の当事者である労働者の過半数を代表する者が事業場の全ての労働者の過半数を代表する者であること。☐ 
（チェックボックスに要チェック）

上記労働者の過半数を代表する者が、労働基準法第 41 条第 2号に規定する監督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法によ 

る手続により選出された者であつて使用者の意向に基づき選出されたものでないこと。☐（チェックボックスに要チェック）

 年    月    日 

  使用者 
職名 

氏名 

   労働基準監督署長殿

労働保険番号 
都道府県  所掌    管轄   基幹番号   枝番号   被一括事業場番号 

法人番号 

事業の種類 事業の名称 事業の所在地（電話番号） 協定の有効期間 

（〒 ―   ） 

（電話番号： － － ）

時 

間 

外 

労 

働 

時間外労働をさせる 

必要のある具体的事由 
業務の種類 

労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定労働時間
（１日） 

（任意） 

延長することができる時間数 

１日 
１箇月（①については 45 時間ま
で、②については 42 時間まで） 

１年（①については 360 時間ま
で、②については 320 時間まで） 

起算日 
(年月日) 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

① 下記②に該当しない労働者 

② １年単位の変形労働時間制

により労働する労働者

休 

日 

労 

働 

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類 
労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定休日 
（任意） 

労働させることができる 

法 定 休 日 の 日 数 

労働させることができる法定 

休日における始業及び終業の時刻

上記で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数は、1箇月について 100 時間未満でなければならず、かつ２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超過しないこと。☐
（チェックボックスに要チェック）

時間外労働

休 日 労 働 
に関する協定届 
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様式第９号（第 16 条第１項関係）（裏面） 

 （記載心得） 

１ 「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働基準

法第 36 条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の業務と区別

して記入すること。なお、業務の種類を記入するに当たつては、業務の区分を細分化することにより当該

業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。 

２ 「労働者数（満 18 歳以上の者）」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせることができる労働者の数

を記入すること。 

３ 「延長することができる時間数」の欄の記入に当たつては、次のとおりとすること。時間数は労働基準法

第 32 条から第 32 条の５まで又は第 40 条の規定により労働させることができる最長の労働時間（以下「法

定労働時間」という。）を超える時間数を記入すること。なお、本欄に記入する時間数にかかわらず、時間

外労働及び休日労働を合算した時間数が 1 箇月について 100 時間以上となつた場合、及び２箇月から６箇

月までを平均して 80 時間を超えた場合には労働基準法違反（同法第 119 条の規定により６箇月以下の懲役

又は 30 万円以下の罰金）となることに留意すること。 

（１） 「１日」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、１日について

の延長することができる限度となる時間数を記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数に

ついても協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。

（２） 「１箇月」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「１年」の欄

に記入する「起算日」において定める日から１箇月ごとについての延長することができる限度とな

る時間数を 45 時間（対象期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者につい

ては、42 時間）の範囲内で記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定する

場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。

（３） 「１年」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「起算日」にお

いて定める日から１年についての延長することができる限度となる時間数を 360 時間（対象期間が

３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、320 時間）の範囲内で記入

すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定する場合においては、所定労働時間

を超える時間数を併せて記入することができる。

４ ②の欄は、労働基準法第 32条の４の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が３箇月を超

える１年単位の変形労働時間制により労働する者に限る。）について記入すること。なお、延長することが

できる時間の上限は①の欄の労働者よりも短い（１箇月 42 時間、１年 320 時間）ことに留意すること。                             

５ 「労働させることができる法定休日の日数」の欄には、労働基準法第 35 条の規定による休日（１週１休

又は４週４休であることに留意すること。）に労働させることができる日数を記入すること。 

６ 「労働させることができる法定休日における始業及び終業の時刻」の欄には、労働基準法第 35条の規定

による休日であつて労働させることができる日の始業及び終業の時刻を記入すること。 

７ 労働基準法第 36 条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のチェックボックスについて、「２箇

月から６箇月まで」とは、起算日をまたぐケースも含め、連続した２箇月から６箇月までの期間を指すこ

とに留意すること。また、チェックボックスにチェックがない場合には有効な協定とはならないことに留

意すること。 

８ 協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で

組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。なお、労働者の過半数を代

表する者は、労働基準法施行規則第６条の２第１項の規定により、労働基準法第 41 条第２号に規定する監

督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして

実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であつて、使用者の意向に基づき選出され

たものでないこと。これらの要件を満たさない場合には、有効な協定とはならないことに留意すること。

また、これらの要件を満たしていても、当該要件に係るチェックボックスにチェックがない場合には、届

出の形式上の要件に適合していないことに留意すること。 

９ 本様式をもつて協定とする場合においても、協定の当事者たる労使双方の合意があることが、協定上明

らかとなるような方法により締結するよう留意すること。 

10 本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。この場合、必要のある事項のみ記入する

ことで差し支えない。 

（備考） 

１ 労働基準法施行規則第 24 条の２第４項の規定により、労働基準法第 38 条の２第２項の協定（事業場外で

従事する業務の遂行に通常必要とされる時間を協定する場合の当該協定）の内容を本様式に付記して届け出

る場合においては、事業場外労働の対象業務については他の業務とは区別し、事業場外労働の対象業務であ

る旨を括弧書きした上で、「所定労働時間」の欄には当該業務の遂行に通常必要とされる時間を括弧書きす

ること。また、「協定の有効期間」の欄には事業場外労働に関する協定の有効期間を括弧書きすること。 

２ 労働基準法第 38 条の４第５項の規定により、労使委員会が設置されている事業場において、本様式を労

使委員会の決議として届け出る場合においては、委員の５分の４以上の多数による議決により行われたもの

である旨、委員会の委員数、委員の氏名を記入した用紙を別途提出することとし、本様式中「協定」とある

のは「労使委員会の決議」と、「協定の当事者である労働組合」とあるのは「委員会の委員の半数について任

期を定めて指名した労働組合」と、「協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」とあ

るのは「委員会の委員の半数について任期を定めて指名した者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選

出方法」と読み替えるものとする。なお、委員の氏名を記入するに当たつては、任期を定めて指名された委

員とその他の委員とで区別することとし、任期を定めて指名された委員の氏名を記入するに当たつては、同

条第２項第１号の規定により、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労

働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者に任期を定めて指名

された委員の氏名を記入することに留意すること。 

３ 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第７条の規定により、労働時間等設定改善委員会が設置され

ている事業場において、本様式を労働時間等設定改善委員会の決議として届け出る場合においては、委員の

５分の４以上の多数による議決により行われたものである旨、委員会の委員数、委員の氏名を記入した用紙

を別途提出することとし、本様式中「協定」とあるのは「労働時間等設定改善委員会の決議」と、「協定の当

事者である労働組合」とあるのは「委員会の委員の半数の推薦者である労働組合」と、「協定の当事者（労働

者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」とあるのは「委員会の委員の半数の推薦者（労働者の過半数

を代表する者の場合）の選出方法」と読み替えるものとする。なお、委員の氏名を記入するに当たつては、

推薦に基づき指名された委員とその他の委員とで区別することとし、推薦に基づき指名された委員の氏名を

記入するに当たつては、同条第 1号の規定により、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合において

はその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者の

推薦に基づき指名された委員の氏名を記入することに留意すること。 
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様式第９号の２（第 16 条第１項関係） 

労働保険番号 
都道府県  所掌    管轄   基幹番号   枝番号   被一括事業場番号 

法人番号 

事業の種類 事業の名称 事業の所在地（電話番号） 協定の有効期間 

（〒 ―   ） 

（電話番号： － － ）

時 

間 

外 

労 

働 

時間外労働をさせる 

必要のある具体的事由 
業務の種類 

労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定労働時間
（１日） 

（任意） 

延長することができる時間数 

１日 
１箇月（①については 45 時間ま
で、②については 42 時間まで） 

１年（①については 360 時間ま
で、②については 320 時間まで） 

起算日 
(年月日) 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

① 下記②に該当しない労働者 

② １年単位の変形労働時間制

により労働する労働者

休 

日 

労 

働 

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類 
労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定休日 
（任意） 

労働させることができる 

法 定 休 日 の 日 数 

労働させることができる法定 

休日における始業及び終業の時刻

上記で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数は、１箇月について 100 時間未満でなければならず、かつ２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超過しないこと。☐
（チェックボックスに要チェック）

時間外労働

休 日 労 働 
に関する協定届 
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様式第９号の２（第 16 条第１項関係）（裏面） 

（記載心得） 

１ 「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働

基準法第 36 条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の業

務と区別して記入すること。なお、業務の種類を記入するに当たつては、業務の区分を細分化すること

により当該業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。 

２ 「労働者数（満 18 歳以上の者）」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせることができる労働者の

数を記入すること。 

３ 「延長することができる時間数」の欄の記入に当たつては、次のとおりとすること。時間数は労働基

準法第 32 条から第 32 条の５まで又は第 40 条の規定により労働させることができる最長の労働時間

（以下「法定労働時間」という。）を超える時間数を記入すること。なお、本欄に記入する時間数にかか

わらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数が 1箇月について 100 時間以上となつた場合、及び

２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超えた場合には労働基準法違反（同法第 119 条の規定によ

り６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金）となることに留意すること。 

（１） 「１日」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、１日について

の延長することができる限度となる時間数を記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数に

ついても協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。 

（２） 「１箇月」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「１年」の

欄に記入する「起算日」において定める日から１箇月ごとについての延長することができる限度と     

なる時間数を 45 時間（対象期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者に

ついては、42 時間）の範囲内で記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定

する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。

（３） 「１年」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「起算日」に

おいて定める日から１年についての延長することができる限度となる時間数を 360 時間（対象期間

が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、320 時間）の範囲内で

記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定する場合においては、所定労働

時間を超える時間数を併せて記入することができる。

４ ②の欄は、労働基準法第 32条の４の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が３箇月を超

える１年単位の変形労働時間制により労働する者に限る。）について記入すること。なお、延長することが

できる時間の上限は①の欄の労働者よりも短い（１箇月 42 時間、１年 320 時間）ことに留意すること。  

５ 「労働させることができる法定休日の日数」の欄には、労働基準法第 35 条の規定による休日（１週１休

又は４週４休であることに留意すること。）に労働させることができる日数を記入すること。 

６ 「労働させることができる法定休日における始業及び終業の時刻」の欄には、労働基準法第 35 条の規定

による休日であつて労働させることができる日の始業及び終業の時刻を記入すること。 

７ 労働基準法第 36 条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のチェックボックスについて、「２箇

月から６箇月まで」とは、起算日をまたぐケースも含め、連続した２箇月から６箇月までの期間を指すこ

とに留意すること。また、チェックボックスにチェックがない場合には有効な協定とはならないことに留

意すること。 

８ 協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で

組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。なお、労働者の過半数を代

表する者は、労働基準法施行規則第６条の２第１項の規定により、労働基準法第 41 条第２号に規定する監

督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして

実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であつて、使用者の意向に基づき選出され

たものでないこと。これらの要件を満たさない場合には、有効な協定とはならないことに留意すること。 

９ 本様式をもつて協定とする場合においても、協定の当事者たる労使双方の合意があることが、協定上明

らかとなるような方法により締結するよう留意すること。 

10 本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。この場合、必要のある事項のみ記入する

ことで差し支えない。 

（備考） 

労働基準法施行規則第 24 条の２第４項の規定により、労働基準法第 38 条の２第２項の協定（事業場外

で従事する業務の遂行に通常必要とされる時間を協定する場合の当該協定）の内容を本様式に付記して届

け出る場合においては、事業場外労働の対象業務については他の業務とは区別し、事業場外労働の対象業

務である旨を括弧書きした上で、「所定労働時間」の欄には当該業務の遂行に通常必要とされる時間を括弧

書きすること。また、「協定の有効期間」の欄には事業場外労働に関する協定の有効期間を括弧書きするこ

と。 
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様式第９号の２（第 16 条第１項関係） 

協定の成立年月日       年    月    日 

協定の当事者である労働組合（事業場の労働者の過半数で組織する労働組合）の名称又は労働者の過半数を代表する者の 
職名 

氏名 

協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法（   ） 

上記協定の当事者である労働組合が事業場の全ての労働者の過半数で組織する労働組合である又は上記協定の当事者である労働者の過半数を代表する者が事業場の全ての労働者の過半数を代表する者であること。☐ 
（チェックボックスに要チェック）

上記労働者の過半数を代表する者が、労働基準法第 41 条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手

続により選出された者であつて使用者の意向に基づき選出されたものでないこと。☐（チェックボックスに要チェック）

 年    月    日 

  使用者 
職名 

氏名 

   労働基準監督署長殿

臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合 業務の種類 
労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)

１日 

（任意） 
１箇月 

（時間外労働及び休日労働を合算した時間数。100 時間未満に限る。）

１年 
（時間外労働のみの時間数。 

   720 時間以内に限る。） 

起算日 
(年月日) 

延長することができる時間数 

限度時間を超え

て労働させるこ

とができる回数
（６回以内に限る。）

延長することができる時間数 

及 び 休 日 労 働 の 時 間 数 

限度時間を超

えた労働に係

る割増賃金率

延長することができる時間数 

限度時間を超

えた労働に係

る割増賃金率

法定労働時間を 

超える時間数 

所定労働時間を 

超える時間数 

 （任意） 

法定労働時間を超

える時間数と休日

労働の時間数を合

算した時間数 

所定労働時間を超

える時間数と休日

労働の時間数を合

算した時間数 

    （任意） 

法定労働時間を 

超える時間数 

所定労働時間を 

超える時間数 

   （任意） 

限度時間を超えて労働させる場合における手続 

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び 

福祉を確保するための措置 

（該当する番号） （具体的内容） 

上記で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数は、１箇月について 100 時間未満でなければならず、かつ２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超過しないこと。☐
（チェックボックスに要チェック）

時間外労働

休 日 労 働  に関する協定届（特別条項） 
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様式第９号の２（第 16 条第１項関係）（裏面） 

（記載心得） 

１ 労働基準法第 36 条第１項の協定において同条第５項に規定する事項に関する定めを締結した場合に

おける本様式の記入に当たつては、次のとおりとすること。 

（１） 「臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合」の欄には、当該事業場における通常

予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要が

ある場合をできる限り具体的に記入すること。なお、業務の都合上必要な場合、業務上やむを得ない

場合等恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものを記入することは認められないことに留意する

こと。 

（２） 「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、

労働基準法第 36 条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を

他の業務と区別して記入すること。なお、業務の種類を記入するに当たつては、業務の区分を細分化

することにより当該業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。 

（３） 「労働者数（満 18 歳以上の者）」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせることができる労働

者の数を記入すること。 

（４） 「起算日」の欄には、本様式における「時間外労働・休日労働に関する協定届」の起算日と同じ

年月日を記入すること。 

（５） 「延長することができる時間数及び休日労働の時間数」の欄には、労働基準法第 32 条から第 32

条の５まで又は第 40 条の規定により労働させることができる最長の労働時間（以下「法定労働時間」

という。）を超える時間数と休日労働の時間数を合算した時間数であつて、「起算日」において定める

日から１箇月ごとについての延長することができる限度となる時間数を 100 時間未満の範囲内で記

入すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定する場合においては、所定労働時間

を超える時間数と休日労働の時間数を合算した時間数を併せて記入することができる。 

「延長することができる時間数」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数  

を記入すること。「１年」にあつては、「起算日」において定める日から１年についての延長すること  

ができる限度となる時間数を 720 時間の範囲内で記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数 

についても協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。 

なお、これらの欄に記入する時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数が 1

箇月について 100 時間以上となつた場合、及び２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超えた場

合には労働基準法違反（同法第 119 条の規定により６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金）とな

ることに留意すること。 

（６)  「限度時間を超えて労働させることができる回数」の欄には、限度時間（１箇月 45 時間（対象 

期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、42 時間））を超えて 

労働させることができる回数を６回の範囲内で記入すること。 

（７） 「限度時間を超えた労働に係る割増賃金率」の欄には、限度時間を超える時間外労働に係る割増

賃金の率を記入すること。なお、当該割増賃金の率は、法定割増賃金率を超える率とするよう努める

こと。 

（８） 「限度時間を超えて労働させる場合における手続」の欄には、協定の締結当事者間の手続として、

「協議」、「通告」等具体的な内容を記入すること。 

（９） 「限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置」の欄には、

以下の番号を「（該当する番号）」に選択して記入した上で、その具体的内容を「（具体的内容）」に記

入すること。 

① 労働時間が一定時間を超えた労働者に医師による面接指導を実施すること。 

② 労働基準法第 37 条第４項に規定する時刻の間において労働させる回数を１箇月について一定回

数以内とすること。 

③ 終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保すること。 

④ 労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、代償休日又は特別な休暇を付与すること。 

⑤ 労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、健康診断を実施すること。 

 

⑥ 年次有給休暇についてまとまつた日数連続して取得することを含めてその取得を促進すること。 

⑦ 心とからだの健康問題についての相談窓口を設置すること。 

⑧ 労働者の勤務状況及びその健康状態に配慮し、必要な場合には適切な部署に配置転換をすること。 

⑨ 必要に応じて、産業医等による助言・指導を受け、又は労働者に産業医等による保健指導を受けさ 

せること。 

⑩ その他 

２ 労働基準法第 36 条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のチェックボックスについて、「２箇

月から６箇月まで」とは、起算日をまたぐケースも含め、連続した２箇月から６箇月までの期間を指すこ

とに留意すること。また、チェックボックスにチェックがない場合には有効な協定とはならないことに留

意すること。 

３ 協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で

組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。なお、労働者の過半数を代

表する者は、労働基準法施行規則第６条の２第１項の規定により、労働基準法第 41 条第２号に規定する監

督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして

実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であつて、使用者の意向に基づき選出され

たものでないこと。これらの要件を満たさない場合には、有効な協定とはならないことに留意すること。

また、これらの要件を満たしていても、当該要件に係るチェックボックスにチェックがない場合には、届

出の形式上の要件に適合していないことに留意すること。 

４ 本様式をもつて協定とする場合においても、協定の当事者たる労使双方の合意があることが、協定上明

らかとなるような方法により締結するよう留意すること。 

５ 本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。この場合、必要のある事項のみ記入する 

ことで差し支えない。 

 

（備考） 

１ 労働基準法第 38 条の４第５項の規定により、労使委員会が設置されている事業場において、本様式を

労使委員会の決議として届け出る場合においては、委員の５分の４以上の多数による議決により行われた

ものである旨、委員会の委員数、委員の氏名を記入した用紙を別途提出することとし、本様式中「協定」

とあるのは「労使委員会の決議」と、「協定の当事者である労働組合」とあるのは「委員会の委員の半数に

ついて任期を定めて指名した労働組合」と、「協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出

方法」とあるのは「委員会の委員の半数について任期を定めて指名した者（労働者の過半数を代表する者

の場合）の選出方法」と読み替えるものとする。なお、委員の氏名を記入するに当たつては、任期を定め

て指名された委員とその他の委員とで区別することとし、任期を定めて指名された委員の氏名を記入する

に当たつては、同条第２項第１号の規定により、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合において

はその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者

に任期を定めて指名された委員の氏名を記入することに留意すること。 

２ 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第７条の規定により、労働時間等設定改善委員会が設置さ

れている事業場において、本様式を労働時間等設定改善委員会の決議として届け出る場合においては、委

員の５分の４以上の多数による議決により行われたものである旨、委員会の委員数、委員の氏名を記入し

た用紙を別途提出することとし、本様式中「協定」とあるのは「労働時間等設定改善委員会の決議」と、

「協定の当事者である労働組合」とあるのは「委員会の委員の半数の推薦者である労働組合」と、「協定の

当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」とあるのは「委員会の委員の半数の推薦者（労

働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」と読み替えるものとする。なお、委員の氏名を記入する

に当たつては、推薦に基づき指名された委員とその他の委員とで区別することとし、推薦に基づき指名さ

れた委員の氏名を記入するに当たつては、同条第１号の規定により、労働者の過半数で組織する労働組合

がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の

過半数を代表する者の推薦に基づき指名された委員の氏名を記入することに留意すること。 
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様式第９号の３の２（第 70 条関係） 

 協定の成立年月日       年    月    日 

協定の当事者である労働組合（事業場の労働者の過半数で組織する労働組合）の名称又は労働者の過半数を代表する者の 
職名 

氏名 

 協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法（                          ） 

上記協定の当事者である労働組合が事業場の全ての労働者の過半数で組織する労働組合である又は上記協定の当事者である労働者の過半数を代表する者が事業場の全ての労働者の過半数を代表する者であること。 

☐（チェックボックスに要チェック） 

 上記労働者の過半数を代表する者が、労働基準法第 41 条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手

続により選出された者であつて使用者の意向に基づき選出されたものでないこと。                                                                                    ☐（チェックボックスに要チェック） 

                年    月    日 

                                                   使用者 
職名 

氏名 

             労働基準監督署長殿 

労働保険番号                
都道府県  所掌    管轄              基幹番号                枝番号        被一括事業場番号 

法人番号  

事業の種類 事業の名称 事業の所在地（電話番号） 協定の有効期間 

  

（〒    ―     ） 

 

（電話番号：  －    －    ）

 

時 

間 

外 

労 

働 

 
時間外労働をさせる 

必要のある具体的事由 
業務の種類 

労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定労働時間
（１日） 

（任意） 

延長することができる時間数 

１日 
１箇月（①については 45 時間ま
で、②については 42 時間まで） 

１年（①については 360 時間ま
で、②については 320 時間まで） 

起算日 
(年月日) 

 

法定労働時間を

超 え る 時 間 数 

所定労働時間を

超 え る 時 間 数  

（任意） 

法定労働時間を

超 え る 時 間 数 

所定労働時間を

超 え る 時 間 数 

（任意） 

法定労働時間を

超 え る 時 間 数 

所定労働時間を

超 え る 時 間 数 

（任意） 

① 下記②に該当しない労働者 

               

          

          

          

② １年単位の変形労働時間制

により労働する労働者 

          

          

          

          

休 

日 

労 

働 

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類 
労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定休日 
（任意） 

労働させることができる 

法 定 休 日 の 日 数 

労働させることができる法定 

休日における始業及び終業の時刻  

      

      

上記で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数は、1箇月について 100 時間未満でなければならず、かつ２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超過しないこと（災害時における復旧及

び復興の事業に従事する場合は除く。）。                                                                  ☐（チェックボックスに要チェック） 

                  
時間外労働 
休 日 労 働  

に関する協定届  
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様式第９号の３の２（第 70 条関係）（裏面） 

 （記載心得） 

１ 「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働基準

法第 36 条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の業務と区別

して記入すること。なお、業務の種類を記入するに当たつては、業務の区分を細分化することにより当該

業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。 

２ 「労働者数（満 18 歳以上の者）」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせることができる労働者の数

を記入すること。 

３ 「延長することができる時間数」の欄の記入に当たつては、次のとおりとすること。時間数は労働基準法

第 32 条から第 32 条の５まで又は第 40 条の規定により労働させることができる最長の労働時間（以下「法

定労働時間」という。）を超える時間数を記入すること。なお、本欄に記入する時間数にかかわらず、災害

時における復旧及び復興の事業に従事する場合以外については、時間外労働及び休日労働を合算した時間

数が 1箇月について 100 時間以上となつた場合、及び２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超えた場

合には労働基準法違反（同法第 119 条の規定により６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金）となること

に留意すること。 

（１） 「１日」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、１日について

の延長することができる限度となる時間数を記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数に

ついても協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。

（２） 「１箇月」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「１年」の欄

に記入する「起算日」において定める日から１箇月ごとについての延長することができる限度とな

る時間数を 45 時間（対象期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者につい

ては、42 時間）の範囲内で記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定する

場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。

（３） 「１年」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「起算日」にお

いて定める日から１年についての延長することができる限度となる時間数を 360 時間（対象期間が

３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、320 時間）の範囲内で記入

すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定する場合においては、所定労働時間

を超える時間数を併せて記入することができる。

４ ②の欄は、労働基準法第 32条の４の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が３箇月を超

える１年単位の変形労働時間制により労働する者に限る。）について記入すること。なお、延長することが

できる時間の上限は①の欄の労働者よりも短い（１箇月 42 時間、１年 320 時間）ことに留意すること。                             

５ 「労働させることができる法定休日の日数」の欄には、労働基準法第 35 条の規定による休日（１週１休

又は４週４休であることに留意すること。）に労働させることができる日数を記入すること。 

６ 「労働させることができる法定休日における始業及び終業の時刻」の欄には、労働基準法第 35条の規定

による休日であつて労働させることができる日の始業及び終業の時刻を記入すること。 

７ 労働基準法第 36 条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のチェックボックスについて、「２箇

月から６箇月まで」とは、起算日をまたぐケースも含め、連続した２箇月から６箇月までの期間を指すこ

とに留意すること。また、チェックボックスにチェックがない場合には有効な協定とはならないことに留

意すること（災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合は除く。）。 

８ 「災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合」とは、労働基準法第 139 条第１項に規定する事

業に従事する場合をいうこと。 

９ 協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で

組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。なお、労働者の過半数を代

表する者は、労働基準法施行規則第６条の２第１項の規定により、労働基準法第 41 条第２号に規定する監

督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして

実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であつて、使用者の意向に基づき選出され

たものでないこと。これらの要件を満たさない場合には、有効な協定とはならないことに留意すること。

また、これらの要件を満たしていても、当該要件に係るチェックボックスにチェックがない場合には、届

出の形式上の要件に適合していないことに留意すること。 

10 本様式をもつて協定とする場合においても、協定の当事者たる労使双方の合意があることが、協定上明

らかとなるような方法により締結するよう留意すること。 

11 本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。この場合、必要のある事項のみ記入する

ことで差し支えない。 

（備考） 

１ 労働基準法施行規則第 24 条の２第４項の規定により、労働基準法第 38 条の２第２項の協定（事業場外で従事する業務の

遂行に通常必要とされる時間を協定する場合の当該協定）の内容を本様式に付記して届け出る場合においては、事業場外労

働の対象業務については他の業務とは区別し、事業場外労働の対象業務である旨を括弧書きした上で、「所定労働時間」の

欄には当該業務の遂行に通常必要とされる時間を括弧書きすること。また、「協定の有効期間」の欄には事業場外労働に関

する協定の有効期間を括弧書きすること。 

２ 労働基準法第 38 条の４第５項の規定により、労使委員会が設置されている事業場において、本様式を労使委員会の決議

として届け出る場合においては、委員の５分の４以上の多数による議決により行われたものである旨、委員会の委員数、委

員の氏名を記入した用紙を別途提出することとし、本様式中「協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある

場合はその労働組合と、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。」

とあるのは「労使委員会の委員の半数については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合により、

労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者により任期を定めて指名されていること。」

と、「協定する」とあるのは「労使委員会の決議を行う」と、「協定」とあるのは「労使委員会の決議」と、「の当事者である

労働組合」とあるのは「をする委員の半数について任期を定めて指名した労働組合」と、「の当事者（労働者の過半数を代

表する者の場合）の選出方法」とあるのは「をする委員の半数について任期を定めて指名した者（労働者の過半数を代表す

る者の場合）の選出方法」と、「の当事者である労働者」とあるのは「をする委員の半数について任期を定めて指名した労

働者」と、「締結」とあるのは「決議」と読み替えるものとする。ただし、本様式中「同法に規定する協定等をする者」の

「協定」については読み替えを行わない。なお、委員の氏名を記入するに当たつては、任期を定めて指名された委員とその

他の委員とで区別することとし、任期を定めて指名された委員の氏名を記入するに当たつては、同条第２項第１号の規定に

より、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない

場合においては労働者の過半数を代表する者に任期を定めて指名された委員の氏名を記入することに留意すること。 

３ 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第７条の規定により、労働時間等設定改善委員会が設置されている事業場

において、本様式を労働時間等設定改善委員会の決議として届け出る場合においては、委員の５分の４以上の多数による議

決により行われたものである旨、委員会の委員数、委員の氏名を記入した用紙を別途提出することとし、本様式中「協定に

ついては、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で組織する労働組合がない場

合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。」とあるのは「労働時間等設定改善委員会の委員の半数については、労

働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合の、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の

過半数を代表する者の推薦に基づき指名されていること。」と、「協定する」とあるのは「労働時間等設定改善委員会の決議

を行う」と、「協定」とあるのは「労働時間等設定改善委員会の決議」と、「の当事者である労働組合」とあるのは「をする

委員の半数の推薦者である労働組合」と、「の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」とあるのは「を

する委員の半数の推薦者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」と、「の当事者である労働者」とあるのは「を

する委員の半数の推薦者である労働者」と、「締結」とあるのは「決議」と読み替えるものとする。ただし、本様式中「同

法に規定する協定等をする者」の「協定」については読み替えを行わない。なお、委員の氏名を記入するに当たつては、推

薦に基づき指名された委員とその他の委員とで区別することとし、推薦に基づき指名された委員の氏名を記入するに当たつ

ては、同条第１号の規定により、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数

で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者の推薦に基づき指名された委員の氏名を記入する

ことに留意すること。 
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様式第９号の３の３（第 70 条関係） 

労働保険番号 
都道府県  所掌    管轄   基幹番号   枝番号   被一括事業場番号 

法人番号 

事業の種類 事業の名称 事業の所在地（電話番号） 協定の有効期間 

（〒 ―   ） 

（電話番号： － － ）

時 

間 

外 

労 

働 

時間外労働をさせる 

必要のある具体的事由 
業務の種類 

労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定労働時間
（１日） 

（任意） 

延長することができる時間数 

１日 
１箇月（①については 45 時間ま
で、②については 42 時間まで） 

１年（①については 360 時間ま
で、②については 320 時間まで） 

起算日 
(年月日) 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

法定労働時間を

超える時間数 

所定労働時間を

超える時間数 
（任意） 

① 下記②に該当しない労働者 

② １年単位の変形労働時間制

により労働する労働者

休 

日 

労 

働 

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類 
労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)
所定休日 
（任意） 

労働させることができる 

法 定 休 日 の 日 数 

労働させることができる法定 

休日における始業及び終業の時刻

 上記で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数は、１箇月について 100 時間未満でなければならず、かつ２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超過しないこと（災害時における復旧

及び復興の事業に従事する場合は除く。）。                                                               ☐（チェックボックスに要チェック） 

時間外労働

休 日 労 働 
に関する協定届 
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様式第９号の３の３（第 70 条関係）（裏面） 

（記載心得） 

１ 「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労働

基準法第 36 条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の業

務と区別して記入すること。なお、業務の種類を記入するに当たつては、業務の区分を細分化すること

により当該業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。 

２ 「労働者数（満 18 歳以上の者）」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせることができる労働者の

数を記入すること。 

３ 「延長することができる時間数」の欄の記入に当たつては、次のとおりとすること。時間数は労働基

準法第 32 条から第 32 条の５まで又は第 40 条の規定により労働させることができる最長の労働時間

（以下「法定労働時間」という。）を超える時間数を記入すること。なお、本欄に記入する時間数にかか

わらず、災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合以外については、時間外労働及び休日労働

を合算した時間数が 1箇月について 100 時間以上となつた場合、及び２箇月から６箇月までを平均して

80 時間を超えた場合には労働基準法違反（同法第 119 条の規定により６箇月以下の懲役又は 30 万円以

下の罰金）となることに留意すること。 

（１） 「１日」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、１日について

の延長することができる限度となる時間数を記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数に

ついても協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。 

（２） 「１箇月」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「１年」の欄

に記入する「起算日」において定める日から１箇月ごとについての延長することができる限度とな

る時間数を 45 時間（対象期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者につ

いては、42 時間）の範囲内で記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定す

る場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。 

（３） 「１年」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数であつて、「起算日」にお

いて定める日から１年についての延長することができる限度となる時間数を 360 時間（対象期間が

３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、320 時間）の範囲内で記

入すること。なお、所定労働時間を超える時間数についても協定する場合においては、所定労働時

間を超える時間数を併せて記入することができる。 

 

 

 

 

 

４ ②の欄は、労働基準法第 32条の４の規定による労働時間により労働する労働者（対象期間が３箇月を超

える１年単位の変形労働時間制により労働する者に限る。）について記入すること。なお、延長することが

できる時間の上限は①の欄の労働者よりも短い（１箇月 42 時間、１年 320 時間）ことに留意すること。               

５ 「労働させることができる法定休日の日数」の欄には、労働基準法第 35 条の規定による休日（１週１休

又は４週４休であることに留意すること。）に労働させることができる日数を記入すること。 

６ 「労働させることができる法定休日における始業及び終業の時刻」の欄には、労働基準法第 35 条の規定

による休日であつて労働させることができる日の始業及び終業の時刻を記入すること。 

７ 労働基準法第 36 条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のチェックボックスについて、「２箇

月から６箇月まで」とは、起算日をまたぐケースも含め、連続した２箇月から６箇月までの期間を指すこ

とに留意すること。また、チェックボックスにチェックがない場合には有効な協定とはならないことに留

意すること（災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合は除く。）。 

８ 「災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合」とは、労働基準法第 139 条第１項に規定する事

業に従事する場合をいうこと。 

９ 協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で

組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。なお、労働者の過半数を代

表する者は、労働基準法施行規則第６条の２第１項の規定により、労働基準法第 41 条第２号に規定する監

督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして

実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であつて、使用者の意向に基づき選出され

たものでないこと。これらの要件を満たさない場合には、有効な協定とはならないことに留意すること。 

10 本様式をもつて協定とする場合においても、協定の当事者たる労使双方の合意があることが、協定上明

らかとなるような方法により締結するよう留意すること。 

11 本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。この場合、必要のある事項のみ記入する

ことで差し支えない。 

 

（備考） 

労働基準法施行規則第 24 条の２第４項の規定により、労働基準法第 38 条の２第２項の協定（事業場外

で従事する業務の遂行に通常必要とされる時間を協定する場合の当該協定）の内容を本様式に付記して届

け出る場合においては、事業場外労働の対象業務については他の業務とは区別し、事業場外労働の対象業

務である旨を括弧書きした上で、「所定労働時間」の欄には当該業務の遂行に通常必要とされる時間を括弧

書きすること。また、「協定の有効期間」の欄には事業場外労働に関する協定の有効期間を括弧書きするこ

と。 
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様式第９号の３の３（第 70 条関係） 

協定の成立年月日       年    月    日 

協定の当事者である労働組合（事業場の労働者の過半数で組織する労働組合）の名称又は労働者の過半数を代表する者の 
職名 

氏名 

協定の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法（                      ） 

上記協定の当事者である労働組合が事業場の全ての労働者の過半数で組織する労働組合である又は上記協定の当事者である労働者の過半数を代表する者が事業場の全ての労働者の過半数を代表する者であること。 

☐（チェックボックスに要チェック）

 上記労働者の過半数を代表する者が、労働基準法第 41 条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手

続により選出された者であつて使用者の意向に基づき選出されたものでないこと。                                                                                    ☐（チェックボックスに要チェック） 

 年    月    日 

  使用者 
職名 

氏名 

        労働基準監督署長殿

臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合 業務の種類 
労働者数 

(
満 18 歳

以上の者)

１日 

（任意） 

１箇月 
（時間外労働及び休日労働を合算した時間数。 

①については 100 時間未満に限る。）

１年 
（時間外労働のみの時間数。 

   720 時間以内に限る。） 

起算日 
(年月日) 

延長することができる時間数 

限度時間を超え

て労働させるこ

とができる回数
（６回以内に限る。）

延長することができる時間数 

及 び 休 日 労 働 の 時 間 数 

限度時間を超

えた労働に係

る割増賃金率

延長することができる時間数 

限度時間を超

えた労働に係

る割増賃金率

法定労働時間を 

超える時間数 

所定労働時間を 

超える時間数 

 （任意） 

法定労働時間を超

える時間数と休日

労働の時間数を合

算した時間数 

所定労働時間を超

える時間数と休日

労働の時間数を合

算した時間数 

    （任意） 

法定労働時間を 

超える時間数 

所定労働時間を 

超える時間数 

   （任意） 

① 

工作物の建設の事業 

に従事する場合 

② 

災害時における 

復旧及び復興の事業 

に従事する場合 
（併せて、①の事業にも従事す

る場合、①の事業に従事する時

間も含めて記入すること。）

限度時間を超えて労働させる場合における手続 

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び 

福祉を確保するための措置 

（該当する番号） （具体的内容） 

上記で定める時間数にかかわらず、時間外労働及び休日労働を合算した時間数は、１箇月について 100 時間未満でなければならず、かつ２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超過しないこと（災害時における復旧及

び復興の事業に従事する場合は除く。）。                                                                   ☐（チェックボックスに要チェック） 

時間外労働

休 日 労 働  に関する協定届（特別条項） 
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様式第９号の３の３（第 70 条関係）（裏面） 

（記載心得） 

１ 労働基準法第 36 条第１項の協定において同条第５項に規定する事項に関する定めを締結した場合にお

ける本様式の記入に当たつては、次のとおりとすること。 

（１）「臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合」の欄には、当該事業場における通常予

見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある

場合をできる限り具体的に記入すること。なお、業務の都合上必要な場合、業務上やむを得ない場合等

恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものを記入することは認められないことに留意すること。

（２）「業務の種類」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、労

働基準法第 36 条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の

業務と区別して記入すること。なお、業務の種類を記入するに当たつては、業務の区分を細分化するこ

とにより当該業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。

（３）「労働者数（満 18 歳以上の者）」の欄には、時間外労働又は休日労働をさせることができる労働者

の数を記入すること。

（４） 「起算日」の欄には、本様式における「時間外労働・休日労働に関する協定届」の起算日と同じ年

月日を記入すること。

（５）「延長することができる時間数及び休日労働の時間数」の欄には、労働基準法第 32 条から第 32 条

の５まで又は第 40 条の規定により労働させることができる最長の労働時間（以下「法定労働時間」と

いう。）を超える時間数と休日労働の時間数を合算した時間数であつて、「起算日」において定める日か

ら１箇月ごとについての延長することができる限度となる時間数を 100 時間未満の範囲内で記入する

こと（災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合は除く。）。なお、所定労働時間を超える時間

数についても協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数と休日労働の時間数を合算した

時間数を併せて記入することができる。

「延長することができる時間数」の欄には、法定労働時間を超えて延長することができる時間数  

を記入すること。「１年」にあつては、「起算日」において定める日から１年についての延長すること 

ができる限度となる時間数を 720 時間の範囲内で記入すること。なお、所定労働時間を超える時間数

についても協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。 

なお、これらの欄に記入する時間数にかかわらず、災害時における復旧及び復興の事業に従事する

場合以外については、時間外労働及び休日労働を合算した時間数が 1 箇月について 100 時間以上とな

つた場合、及び２箇月から６箇月までを平均して 80 時間を超えた場合には労働基準法違反（同法第

119 条の規定により６箇月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金）となることに留意すること。 

（６) 「限度時間を超えて労働させることができる回数」の欄には、限度時間（１箇月 45 時間（対象期

間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、42 時間））を超えて労働

させることができる回数を６回の範囲内で記入すること。

（７）「限度時間を超えた労働に係る割増賃金率」の欄には、限度時間を超える時間外労働に係る割増賃

金の率を記入すること。なお、当該割増賃金の率は、法定割増賃金率を超える率とするよう努めるこ

と。

（８）「限度時間を超えて労働させる場合における手続」の欄には、協定の締結当事者間の手続として、

「協議」、「通告」等具体的な内容を記入すること。

（９）「限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置」の欄には、以

下の番号を「（該当する番号）」に選択して記入した上で、その具体的内容を「（具体的内容）」に記入

すること。

① 労働時間が一定時間を超えた労働者に医師による面接指導を実施すること。

② 労働基準法第 37 条第４項に規定する時刻の間において労働させる回数を１箇月について一定回数

以内とすること。

③ 終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保すること。

④ 労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、代償休日又は特別な休暇を付与すること。

⑤ 労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、健康診断を実施すること。

⑥ 年次有給休暇についてまとまつた日数連続して取得することを含めてその取得を促進すること。

⑦ 心とからだの健康問題についての相談窓口を設置すること。

⑧ 労働者の勤務状況及びその健康状態に配慮し、必要な場合には適切な部署に配置転換をすること。 

⑨ 必要に応じて、産業医等による助言・指導を受け、又は労働者に産業医等による保健指導を受けさ

せること。

⑩ その他

２ 労働基準法第 36 条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のチェックボックスについて、「２箇

月から６箇月まで」とは、起算日をまたぐケースも含め、連続した２箇月から６箇月までの期間を指すこ

とに留意すること。また、チェックボックスにチェックがない場合には有効な協定とはならないことに留

意すること（災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合は除く。）。 

３ 「災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合」とは、労働基準法第 139 条第１項に規定する事

業に従事する場合をいうこと。 

４ 協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で

組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。なお、労働者の過半数を代

表する者は、労働基準法施行規則第６条の２第１項の規定により、労働基準法第 41 条第２号に規定する監

督又は管理の地位にある者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして

実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であつて、使用者の意向に基づき選出され

たものでないこと。これらの要件を満たさない場合には、有効な協定とはならないことに留意すること。

また、これらの要件を満たしていても、当該要件に係るチェックボックスにチェックがない場合には、届

出の形式上の要件に適合していないことに留意すること。 

５ 本様式をもつて協定とする場合においても、協定の当事者たる労使双方の合意があることが、協定上明

らかとなるような方法により締結するよう留意すること。 

６ 本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。この場合、必要のある事項のみ記入する

ことで差し支えない。 

（備考） 

１ 労働基準法第 38 条の４第５項の規定により、労使委員会が設置されている事業場において、本様式を労使委員会の決議として届け出る場

合においては、委員の５分の４以上の多数による議決により行われたものである旨、委員会の委員数、委員の氏名を記入した用紙を別途提出

することとし、本様式中「協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、労働者の過半数で組織する労

働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。」とあるのは「労使委員会の委員の半数については、労働者の過半数で組織

する労働組合がある場合はその労働組合により、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者により任期を

定めて指名されていること。」と、「協定する」とあるのは「労使委員会の決議を行う」と、「協定」とあるのは「労使委員会の決議」と、「の

当事者である労働組合」とあるのは「をする委員の半数について任期を定めて指名した労働組合」と、「の当事者（労働者の過半数を代表する

者の場合）の選出方法」とあるのは「をする委員の半数について任期を定めて指名した者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」

と、「の当事者である労働者」とあるのは「をする委員の半数について任期を定めて指名した労働者」と、「締結」とあるのは「決議」と読み

替えるものとする。ただし、本様式中「同法に規定する協定等をする者」及び「労働基準法第 36 条第１項の協定」の「協定」については読み

替えを行わない。なお、委員の氏名を記入するに当たつては、任期を定めて指名された委員とその他の委員とで区別することとし、任期を定

めて指名された委員の氏名を記入するに当たつては、同条第２項第１号の規定により、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合におい

てはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者に任期を定めて指名された委員の

氏名を記入することに留意すること。 

２ 労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第７条の規定により、労働時間等設定改善委員会が設置されている事業場において、本様式を

労働時間等設定改善委員会の決議として届け出る場合においては、委員の５分の４以上の多数による議決により行われたものである旨、委員

会の委員数、委員の氏名を記入した用紙を別途提出することとし、本様式中「協定については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場

合はその労働組合と、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。」とあるのは「労働時間

等設定改善委員会の委員の半数については、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合の、労働者の過半数で組織する労

働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者の推薦に基づき指名されていること。」と、「協定する」とあるのは「労働時間等設定改善委

員会の決議を行う」と、「協定」とあるのは「労働時間等設定改善委員会の決議」と、「の当事者である労働組合」とあるのは「をする委員の

半数の推薦者である労働組合」と、「の当事者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」とあるのは「をする委員の半数の推薦者（労

働者の過半数を代表する者の場合）の選出方法」と、「の当事者である労働者」とあるのは「をする委員の半数の推薦者である労働者」と、「締

結」とあるのは「決議」と読み替えるものとする。ただし、本様式中「同法に規定する協定等をする者」及び「労働基準法第 36 条第１項の協

定」の「協定」については読み替えを行わない。なお、委員の氏名を記入するに当たつては、推薦に基づき指名された委員とその他の委員と

で区別することとし、推薦に基づき指名された委員の氏名を記入するに当たつては、同条第１号の規定により、労働者の過半数で組織する労

働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者の推薦に

基づき指名された委員の氏名を記入することに留意すること。 
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 労働時間延長 許可申請書

非常災害等の理由による

 休 日 労 働  届

様式第6号（第13条第2項関係）

事 業 の 種 類 事 業 の 名 称 事 業 の 所 在 地

時間延長を必要とする事由 時間延長を行う期間及び延長時間 労働者数

休日労働を必要とする事由 休日労働を行う年月日 労働者数

 年  月  日

  職名

 使用者

  氏名 

  労働基準監督署長 殿

備考 「許可申請書」と「届」のいずれか不要の文字を削ること。
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（R７．６）都道府県労働局・労働基準監督署

建設業における

１年単位の変形労働時間制のポイント

１年単位の変形労働時間制とは、季節によって業務に繁閑が大きい場合に、繁忙期に長い

労働時間を設定し、閑散期に短い労働時間を設定するなど、年間を通じて労働時間を効率的

に配分することで、総労働時間の短縮を図ることを目的とした制度です。

建設業の事業主の皆さまへ

１年単位の変形労働時間制の概要１

（イメージ図）

⚫ １年間を平均して、１週40時間となる範

囲※で、シフト作成のルールに則って所定

労働時間に凹凸をつけることができます。

⚫ １週40時間、１日８時間を超える労働時間

を設定した場合には、その設定した時間を

超えた労働が時間外労働となります。

シフト作成のルール２

① 労働日数は年間280日まで

② 連続労働日数は原則６日まで（特に繁忙な場合は12日まで）

③ 労働時間は１日10時間、１週52時間まで

④ 労働時間が48時間を超える週は連続３回まで

⑤ 対象期間を３か月ごとに区分した各期間で、

労働時間が48時間を超える週は３回まで

⚫ 積雪の度が著しく高い地域では、建設業の

屋外作業者向けに、シフト作成のルールに

特例（積雪特例）が設けられています。

積雪の度が
著しく高い地域は
こちらをご確認ください

積雪特例では

適用されません

積雪特例でも

同様です

※年間の所定労働時間を、2,085時間（法定労働時間
の総枠）以内で設定する必要があります。

対象期間 （最大 ） １年間

４

月
５

月

６

月

７

月

８

月

９

月

1 0

月

1 1

月

1 2

月

１

月

２

月

３

月

繁忙期

閑散期
所
定
労
働
時
間

通常期

多

少

※変形労働時間制では、１週、１日の法定労働時間又は
所定労働時間を超えた労働や、法定労働時間の総枠
を超えた労働について、割増賃金を支払う必要があ
ります。
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⚫ 対象労働者の範囲

⚫ 対象期間（１か月を超え１年以内の期間）及び起算日

⚫ 特定期間（対象期間中特に繁忙な期間）※１

⚫ 労働日及び労働日ごとの労働時間（勤務カレンダー）

⚫ 労使協定の有効期間

始業及び終業の時刻等は、就業規則に必ず記載しなければならない事項です。また、

労働者を１年単位の変形労働時間制により働かせるには、労働契約上の根拠が必要です。

モデル就業規則

１年単位の変形労働時間制について労使協定を締結してください

１年単位の変形労働時間制を導入するためには、就業規則への規定に加え、労使協定を締結

して届け出ることが必要です。

参考資料もご参照の上、次の５項目を定めた労使協定を締結してください。

特定期間を労使協定で定めることで、その期間中は、連続労働日数を12日までとすることができます。

（特定期間の定めをしない場合は連続労働日数は６日まで。）

※１

ご不明な点は、都道府県労働局・労働基準

監督署、働き方改革推進支援センターまで

お問い合わせください。

なお、②の方法による場合でも、月ごとの所定労働日数と所定労働時間数は、協定締結時

に定める必要があります※２。

勤務カレンダーは、以下のいずれかの方法によって定めてください。

① 労使協定締結時にあらかじめ１年分の勤務カレンダーを定める。

② ①が難しい場合は、労使協定締結時に最初の１か月分の勤務カレンダーを定め、

２か月目以降の勤務カレンダーは、当該月の30日前までに定めることも可能です。

「モデル就業規則」を参考に、就業規則等に１年単位の

変形労働時間制に関する規定を設けてください。

労働基準

監督署

働き方改革推進

支援センター

参考資料は
こちら

様式はこちら

時間外・休日労働を行う必要のある事由が生じた場合には、36協定の範囲内で労働者に時間外・休日

労働をさせることができます。
※２

１年単位の変形労働時間制の導入方法3

例：  対象期間の開始日（労使協定の起算日）を４月１日とすると、

５月分の勤務シフトは４月１日まで、６月分の勤務シフトは５月２日までに定める

１年単位の変形労働時間制について就業規則に規定してください

締結した労使協定と変更した就業規則とを所轄労働基準監督署に届け出てください

また、労使協定の内容については、常時各作業場の見やすい場所へ掲示し、又は備え付

ける、書面を交付する等の方法によって、労働者に周知することが必要です。
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猛暑

１週30時間

※本カレンダーはあくまでも一例であり、降雪期、繁忙期には他にも様々な所定労働時間を設定することが考えられます。

年間労働日数 276日

年間休日数 89日

年間総労働時間（所定） 2085時間

１週あたり平均 39時間59分

夏期（６、９月）
週所定労働時間 35時間

猛暑（７、８月）
週所定労働時間 30時間

繁忙期（10～３月）
週所定労働時間 48時間

それ以外（４、５月）
週所定労働時間 40時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：176時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：176時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：138時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：96時間

１日の所定労働時間：７時間
1月の所定労働時間：154時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：216時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：200時間

１日の所定労働時間：７時間
1月の所定労働時間：147時間

１日の所定労働時間：８時間
（土曜１回は６時間）
1月の所定労働時間：190時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：192時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：208時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：192時間

猛暑の時期は１週の所定労働時間を30時間まで減らし、

秋～年度末を繁忙期として１週の所定労働時間を48時間とする場合

勤務カレンダー例❶ 夏に猛暑が続く地域の場合（その 1 ）

猛暑

１週30時間

繁忙期

１週48時間
繁忙期

１週48時間
繁忙期

１週48時間

繁忙期

１週48時間

１週40時間
夏期

１週35時間１週40時間

繁忙期

１週48時間

夏期

１週35時間

繁忙期

１週48時間

休暇

６H
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猛暑

１週20時間

※本カレンダーはあくまでも一例であり、降雪期、繁忙期には他にも様々な所定労働時間を設定することが考えられます。

年間労働日数 242日

年間休日数 12２日

年間総労働時間（所定）2038.５時間

１週あたり平均 3９時間０６分

猛暑（７、８月）
週所定労働時間 20時間

繁忙期（10～３月）
週所定労働時間 47.5時間

それ以外（４～6、9月）
週所定労働時間 40時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：176時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：176時間

１日の所定労働時間：５時間
1月の所定労働時間：95時間

１日の所定労働時間：５時間
1月の所定労働時間：60時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：176時間

１日の所定労働時間：9.5時間
1月の所定労働時間：218.5時間

１日の所定労働時間：9.5時間
1月の所定労働時間：190時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：168時間

１日の所定労働時間：9.5時間
1月の所定労働時間：190時間

１日の所定労働時間：9.5時間
1月の所定労働時間：190時間

１日の所定労働時間：9.5時間
1月の所定労働時間：２０９時間

１日の所定労働時間：9.5時間
1月の所定労働時間：190時間

週休２日を確保しつつ、猛暑の時期は１週の所定労働時間を20時間まで減ら

し、秋～年度末を繁忙期として１週の所定労働時間を47.5時間とする場合

勤務カレンダー例❷ 夏に猛暑が続く地域の場合（その２ ）

猛暑

１週20時間

繁忙期

１週47.5時間

１週40時間
夏期

１週40時間１週40時間

夏期

１週40時間

繁忙期

１週47.5時間

繁忙期

１週47.5時間

繁忙期

１週47.5時間

繁忙期

１週47.5時間
繁忙期

１週47.5時間

休暇
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１週40時間

※本カレンダーはあくまでも一例であり、降雪期、繁忙期には他にも様々な所定労働時間を設定することが考えられます。

年間労働日数 246日

年間休日数 119日

年間総労働時間（所定） 2074時間

１週あたり平均 39時間46分

降雪期（12月、１月～３月）
週所定労働時間 30時間

繁忙期（４～６月、９～11月）
週所定労働時間 50時間

それ以外（７、８月）
週所定労働時間 40時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：220時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：220時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：184時間

１日の所定労働時間：８時間
1月の所定労働時間：128時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：220時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：230時間

１日の所定労働時間：10時間
月の所定労働時間：200時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：210時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：10２時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：120時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：1３２時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：108時間

積雪地域で降雪期の１週の所定労働時間を30時間まで減らし、

その他の月を繁忙期として１週の所定労働時間を50時間とする場合

勤務カレンダー例❸ 冬に多くの積雪が見られる地域の場合(その１)

１週40時間

繁忙期

１週50時間
繁忙期

１週50時間

降雪期

１週30時間

降雪期

１週30時間

繁忙期

１週50時間
繁忙期

１週50時間
繁忙期

１週50時間

降雪期

１週30時間

繁忙期

１週50時間

降雪期

１週30時間

休暇
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１週45時間

※本カレンダーはあくまでも一例であり、降雪期、繁忙期には他にも様々な所定労働時間を設定することが考えられます。

年間労働日数 23４日

年間休日数 13１日

年間総労働時間（所定） 20４１時間

１週あたり平均 39時間0８分

降雪期（12月）
週所定労働時間 30時間

降雪期（１月～３月）
週所定労働時間 24時間

繁忙期（４～６月、９～11月）
週所定労働時間 50時間

それ以外（７、８月）
週所定労働時間 45時間

積雪地域で降雪期の１週の所定労働時間を24時間まで減らし、

その他の月を繁忙期として１週の所定労働時間を50時間とする場合

勤務カレンダー例➍ 冬に多くの積雪が見られる地域の場合（その２）

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：220時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：220時間

１日の所定労働時間：９時間
1月の所定労働時間：207時間

１日の所定労働時間：９時間
1月の所定労働時間：144時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：220時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：230時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：200時間

１日の所定労働時間：10時間
1月の所定労働時間：210時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：７８時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：96時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：10８時間

１日の所定労働時間：６時間
1月の所定労働時間：108時間

１週45時間

繁忙期

１週50時間
繁忙期

１週50時間

降雪期

１週30時間

降雪期

１週24時間

繁忙期

１週50時間
繁忙期

１週50時間
繁忙期

１週50時間

降雪期

１週24時間

繁忙期

１週50時間

降雪期

１週24時間

休暇
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届出・申請可能な主な手続

に定められたに定められた労働基準法労働基準法 最低賃金法など最低賃金法など・・

届出や申請は　　　　　 　を利用しましょう！届出や申請は　　　　　 　を利用しましょう！電子申請電子申請

令和３年４月から、令和３年４月から、

NEWNEW

NEWNEW

※36協定届は最大30,000事業場、就業規則（変更）届は最大2,500事業場について一度に申請可能です。
申請ファイルには、ファイル数99個、１ファイル50MB、総容量99MBの上限があります。

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

の利用方法・お問合せ先は　　   をご確認くださいの利用方法・お問合せ先は　　   をご確認ください電子申請電子申請 裏面裏面

●労働基準法に定められた届出　 ・・・・・・・・・・・・・・・・
時間外・休日労働に関する協定届（36協定届）
就業規則（変更）届出
１年単位の変形労働時間制に関する協定届　など

●最低賃金法に定められた申請　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・
最低賃金の減額特例許可の申請   など

９９種類

５１５１種類

①電子署名・電子証明書は不要です！

の２ステップで、届出・申請が可能になります！

e-Govからアカウントを登録e-Govからアカウントを登録１ 2 フォーマットに必要事項を入力フォーマットに必要事項を入力

②事業場ごとに労働者代表が異なる場合であっても、36協定の本社一括届出が可能になります。

　これまでは、全ての事業場について１つの過半数労働組合と36協定を締結している場合のみ、本社一括届出が
可能でしたが、

（※イメージ）

労働者代表 使用者 労働基準監督署

電子申請に限り
本社一括届出可

A支店：過半数労働組合a A協定

B支店：過半数代表者b B協定

C支店：過半数代表者c C協定

D支店：過半数労働組合d D協定

令和３年３月末から、事業場ごとに労働者代表が異なる場合であっても、電子申請に限り36協定の
本社一括届出が可能になります。

③控え文書への受付印がもらえます！

36協定届
就業規則(変更)届
1年単位の変形労働時間制に関する協定届
について受付印を受け取ることができます。
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電子申請の利用方法

「e-Gov（イーガブ）」のホームページから
電子申請が利用できます。
（https://shinsei.e-gov.go.jp）

◯ホームページは

　を検索してください。   

検索e-Gov

電子申請の利用には事前準備が必要です。詳しくは、　　　　 　　   で検索してください。検索e-Gov

電子申請に関してご不明な点については、以下のお問合せ先にご相談ください。

①事前準備や操作方法などに関するお問い合わせ先

労働基準法などに基づく届出などについてご不明な点があれば、都道府県労働局または労働基準監督署にご相談ください。
 【都道府県労働局及び労働基準監督署の連絡先等】
https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

○【厚生労働省ホームページの進み方】
「ホーム」 > 「政策について」 >「分野別の政策一覧」 > 「雇用・労働」 > 「労働基準」  > 「事業主の方へ」 > 
「労働基準法等の規定に基づく届出等の電子申請について」

③労働基準法などの手続に関する電子申請についてのホームページ

検索労基法等　電子

e-Gov利用者サポートデスク
まずはe-Gov上の「ヘルプ」や「よくあるご質問」をご確認いただいた上で、ご不明点はe-Gov利用者サポートデスクにお問合せ下さい。

■電話番号　050-3786-2225 (通話料金はご利用の電話回線により異なります。)
■受付時間　4・6・7月　平日　　　午前9時から午後7時まで

   土日祝日　午前9時から午後5時まで
5・8～3月　平日　　　午前9時から午後5時まで（土日祝日、年末年始は休止）

■Webお問合せ　https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/contact

Q. e-Govアカウントの取得方法がわからないQ. e-Govアカウントの取得方法がわからない

Q. 36協定届に記載する内容など、制度について聞きたいQ. 36協定届に記載する内容など、制度について聞きたい

Q. 操作方法がわからないQ. 操作方法がわからない

②各届出などに関するお問い合わせ先

労働基準法などの手続に関する電子申請については、以下の厚生労働省ホームページにマニュアル、解説、関連する通達などを
掲載していますので、ご参照ください。

○ホームページは「労基法等　電子」で検索！　　⇒ ⇒　 ⇒ 　⇒　⇒
      https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184033.html

（2021.1）
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賃上げに取り組む経営者の皆様へ

【大・中堅企業】全雇用者の給与等支給額の増加額の最大35%を税額控除※１

【中小企業】 全雇用者の給与等支給額の増加額の最大45%を税額控除※１

～政府は、賃上げに取り組む企業・個人事業主を応援します～

本紙内容は令和５年12月の政府決定時点のもので、今後の国会審議等を踏まえて施策内容が変更となる可能性があります。
詳細については、租税特別措置法等が成立し制度内容が確定し次第、令和６年５月頃を目途にHP（右記QRコード）に公表します。

・適用対象：青色申告書を提出する全企業又は個人事業主※４

・適用対象：青色申告書を提出する従業員数2,000人以下の企業又は個人事業主※５

(その企業及びその企業との間にその企業による支配関係がある企業の従業員数の合計が１万人を超えるものを除く。)

全
企
業
向
け

継続雇用者の
給与等支給額（前年度比）

税額控除率※ 1

＋３％ １０％

＋４％ １５％

＋５％（新設） ２０％

＋７％（新設） ２５％

＜適用期間：令和６年４月１日から令和９年３月31日までの間に開始する各事業年度＞
（個人事業主は、令和７年から令和９年までの各年が対象）

前年度比＋１０％

⇒ 税額控除率を

５%上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

プラチナえるぼし

⇒ 税額控除率を５%上乗せ

中
堅
企
業
向
け (

新
設)

継続雇用者の
給与等支給額（前年度比）

税額控除率※ 1

＋３％ １０％

＋４％ ２５％

前年度比＋１０％

⇒ 税額控除率を

５%上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

えるぼし三段階目以上

⇒ 税額控除率を５%上乗せ

中
小
企
業
向
け

・適用対象：青色申告書を提出する中小企業者等（資本金１億円以下の法人、農業協同組合等）又は

従業員数1,000人以下の個人事業主

全雇用者の
給与等支給額（前年度比）

税額控除率※ 1

＋１．５％ １５％

＋２．５％ ３０％

前年度比＋５％

⇒ 税額控除率を

１０%上乗せ

くるみん以上
ｏｒ

えるぼし二段階目以上

⇒ 税額控除率を５%上乗せ

中小企業は、賃上げを実施した年度に控除しきれなかった金額の５年間の繰越しが可能※ ６（新設）
中小企業は、要件を満たせば、大・中堅企業向けの制度を活用することが可能。

大企業向け
中堅企業向け
はこちら

中小企業向け
はこちら

賃上げ促進税制を強化！

必須要件（賃上げ要件）
上乗せ要件①
教育訓練費※ ２

上乗せ要件②（新設）
子育てとの両立・女性活躍支援※ ３

※１ 税額控除額の計算は、全雇用者の前事業年度から適用事業年度の給与等支給額の増加額に税額控除率を乗じて計算。ただし、控除上限額
は法人税額等の20％。

※２ 教育訓練費の上乗せ要件は、適用事業年度の教育訓練費の額が適用事業年度の全雇用者に対する給与等支給額の0.05％以上である場合に
限り、適用可能。

※３ プラチナくるみん認定、プラチナくるみんプラス認定及びプラチナえるぼし認定については、適用事業年度終了の日において認定を取得
している場合、くるみん認定、くるみんプラス認定及びえるぼし認定（二段階目～三段階目）については、適用事業年度中に認定を取得
した場合が対象。ただし、くるみん認定及びくるみんプラス認定については、令和４年４月１日以降の基準を満たしたくるみん認定を取
得した場合に限り、適用可能。（詳細については、今後HP（右下QRコード）に掲載予定。）

※４ 「資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上」若しくは「従業員数2,000人超」のいずれかに当てはまる企業又は従業員数2,000人超の個
人は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。それ以外の企業及び個人事業主は不要。

※５ 資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。
※６ 未控除額を翌年度以降に繰り越す場合は、未控除額が発生した年度の申告で、「給与等の支給額が増加した場合の

法人税額の特別控除に関する明細書」の提出が必要。また、繰越税額控除をする事業年度において、全雇用者の給
与等支給額が前年度より増加している場合に限り、適用可能。

中小企業
も活用可能！

中小企業
も活用可能！
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中小企業は、要件を満たす賃上げを実施した年度に控除しきれなかった金額
の５年間の繰越しが可能となりました。

・給与等支給額
国内雇用者（法人又は個人事業主の使用人のうちその法人又は個人事業主の国内に所在する事業所につき作成された賃金台帳に記載された者をい

います。パート、アルバイト、日雇い労働者も含みますが、使用人兼務役員を含む役員及び役員の特殊関係者、個人事業主と特殊の関係のある者は
含まれません。）に対する給与等（俸給・給料・賃金・歳費及び賞与並びに、これらの性質を有する給与（所得税法第28条第1項に規定する給与所
得）をいいます。退職金など、給与所得とならないものについては、原則として給与等に該当しません。）の支給額をいいます。ただし、給与等に
充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金額を控除します。

・継続雇用者の給与等支給額 【大企業向け・中堅企業向け】
継続雇用者（前事業年度及び適用年度の全ての月分の給与等の支給を受けた国内雇用者であって、前事業年度及び適用年度の全ての期間において

雇用保険の一般被保険者であり、かつ前事業年度及び適用年度の全てまたは一部の期間において高年齢者雇用安定法に定める継続雇用制度の対象と
なっていない者を指します。）に対する給与等支給額をいいます。

・教育訓練費
国内雇用者の職務に必要な技術又は知識を習得させ、又は向上させるために支出する費用のうち一定のものをいいます。具体的には、法人が教育

訓練等を自ら行う場合の費用（外部講師謝金等、外部施設使用料等）、他の者に委託して教育訓練等を行わせる場合の費用（研修委託費等）、他の
者が行う教育訓練等に参加させる場合の費用（外部研修参加費等）などをいいます。

・子育てとの両立・女性活躍支援
プラチナくるみん認定・くるみん認定、プラチナえるぼし認定・えるぼし認定の取得方法や概要については、厚生労働省HPを御確認ください。

・中小企業者等 【中小企業向け】
青色申告書を提出する者のうち、以下に該当するものを指します。

（１）以下のいずれかに該当する法人
（ただし、前3事業年度の所得金額の平均額が15億円を超える法人は本税制適用の対象外）
①資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人

ただし、以下の法人は対象外
• 同一の大規模法人（資本金の額若しくは出資金の額が１億円超の法人、資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員数が

1,000人超の法人又は大法人（資本金の額又は出資金の額が5億円以上である法人等）との間に当該大法人による完全支配関係がある法人
等をいい、中小企業投資育成株式会社を除きます。）から２分の１以上の出資を受ける法人

• ２以上の大規模法人から３分の２以上の出資を受ける法人
②資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員数が1,000人以下の法人

（２）協同組合等（中小企業等協同組合、出資組合である商工組合等※）
※協同組合等に含まれる組合は、農業協同組合、農業協同組合連合会、中小企業等協同組合、出資組合である商工組合及び商工組合連合会、

内航海運組合、内航海運組合連合会、出資組合である生活衛生同業組合、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合、水産
加工業協同組合連合会、森林組合並びに森林組合連合会です。

本紙内容は令和５年12月の政府決定時点のもので、今後の国会審議等を踏まえて施策内容が変更となる可能性があります。
詳細については、租税特別措置法等が成立し制度内容が確定し次第、令和６年５月頃を目途にHP（表面QRコード）に公表します。

繰越控除措置のイメージ

用語の説明

未控除額
１５０

法人税
控除上限額

３００

繰越控除額
３００

税額控除額450を
翌年度以降に繰越し※

・未控除額450のうち、控除上限額
までの300をX+3年度で控除

・控除上限額を超過する150を翌年
度以降に繰越し※

X年度
（赤字）

X＋１年度
X＋２年度
（赤字）

X＋３年度
（黒字）

X＋４年度
X＋５年度
（黒字）

繰越し

繰越し

未控除額
４５０

法人税額

０

法人税額

０

法人税額

1,500
⇒控除上限額＝300

(法人税額の20％)

税額控除
なし

賃上げ額

1,500（前年度から
2.5％以上増加）

⇒税額控除額＝450
(賃上げ額の30％)

繰越控除額
１５０

プラチナくるみん認定
くるみん認定
はこちら

プラチナえるぼし認定
えるぼし認定
はこちら

※未控除額を翌年度以降に繰り越す場合は、未控除額が発生した年度の申告において、「給与等の支給額が増加した場合の法人税額の
特別控除に関する明細書」を提出する必要があります。
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• 賃上げと設備投資等を含む生産性向上に資す

る計画の作成が必要

• 中小企業が利用可能

• 助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働者

数等によって決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

賃上げ＋設備投資活用のポイント

賃金引き上げの支援策

厚生労働省は事業主の皆さまの賃上げを支援しています

賃金引き上げ
事業主の皆さまへ

賃上げコース区分 助成上限額

30円コース 30～130万円

45円コース 45～180万円

60円コース 60～300万円

90円コース 90～600万円

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業に、その費用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象 （※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決定前の設備投資は対象となりません。

30人の事業場で、事業場内最低賃金労働者5人の時給を45円引き上げた場合、設備投資に

かかった費用に対し最大10０万円が助成されます。
活用例

• 賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

• 中小企業、大企業どちらも利用可能

• 原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃

金規定等を改定する必要あり

• 改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

非正規雇用労働者の賃上げ活用のポイント

キャリアアップ助成金 （賃金規定等改定コース）

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成します。
パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、10人の有期雇用労働者の賃金引き上げを実施した

場合、65万円が支給されます。
活用例

非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

助成額
（１人当たり）

３％以上4％未満の場合 ４万円(2.6万円)

4％以上5％未満の場合 5万円(3.3万円)

5％以上6％未満の場合 6.5万円(4.3万円)

6％以上の場合 7万円(4.6万円)

• 労働時間削減等の取組計画の作成が必要

• 中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

• 助成額は、成果目標の達成、賃金の引き上げ

額、賃金を引き上げた労働者数等により決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

労働時間削減等の取組

（賃上げ）＋設備投資等
活用のポイント

コース区分
助成上限額

基本
部分

賃上げ
加算

業種別課題対応コース（※１）
25～
550万円

６～
360万円
（※２）

労働時間短縮・年休促進支援コース
25～
200万円

勤務間インターバル導入コース
50～
120万円

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコン
サルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労働時間数の上限を

引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25～550万円が助成されます。
活用例

（※１）建設業の場合
(※２)労働者数30人以下の場合は倍額を加算
（※３）別途団体向けのコースあり（助成上限額1 ,000万円）

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人。
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• 雇用管理制度又は従業員の作業負担を軽減する

機器の導入計画の作成、実施後の離職率の低下

が必要

• 原則、中小企業、大企業どちらも利用可能(※)

• 助成額は、雇用管理制度・導入機器に応じて決定

• 対象労働者の賃上げ（５％以上）で、助成額を加算

雇用管理改善の取り組み
（賃上げ加算）活用のポイント区分 助成額（※１・２）

①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

50万円
（40万円）

④職場活性化制度
⑤健康づくり制度

25万円
（20万円）

⑥作業負担を軽減する機器等
導入経費の62.5％

（50％）

人材確保等支援助成金 （雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等（賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、

職場活性化制度、健康づくり制度）の導入や雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の
導入）により、離職率低下を実現した事業主に対して助成します。

複数の雇用管理制度や作業負担を軽減する機器等を導入し、賃上げ（５％以上）を行った場合、

最大287.5万円が支給されます。
活用例

より高い処遇への労働移動等への支援

特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

• 雇入れ支援コース：事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇

入れ、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

• 中途採用拡大コース：中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ

た場合及び中途採用率を一定以上拡大させ、そのうち45歳以上の者で一定以上拡大させ、かつ当

該45歳以上の者全員を雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

• 在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃金を復帰前と比較し５％以上増加させた

場合に助成（上限額8,635円／１人１日あたり（１事業主あたり1,000万円））します。

（ Ｒ ７ ． ４ ）

支援策の詳細はHPをチェック

厚生労働省HP

「賃上げ」支援助成金パッケージ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/package_00007.html

(※) 賃金規定制度は中小企業のみ利用可能

(※１)括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は187.5万円（150万円）。

• 職業訓練実施計画を作成し、訓練開始前に労働
局への提出が必要。計画に沿って訓練を実施し
た後、申請

• 10時間以上のOFF-JTによる訓練等が対象
• 中小企業、大企業どちらも利用可能
• 助成額は、訓練内容、企業規模により決定

職業訓練＋経費助成等
（訓練終了後の賃上げ等加算）

活用のポイント区分（※） 賃上げした場合の助成率・額

①賃金助成額
労働者1人１時間あたり

５００円・1000円

②経費助成率
訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、
2４万円・36万円

③ＯＪＴ実施助成額
1人１コースあたり

12万円～２５万円

人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合等に訓練
経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

活用例

※訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば②のみとなる場合もあります。）。

中小企業事業主が、正規雇用労働者1人につき、10時間の訓練（※１）（訓練経費10万円）を受講させ、
訓練終了後、訓練受講者の賃上げ（※２）を行った場合、7万円が支給されます。

※１ 人材育成支援コース（人材育成訓練）の場合
※２ ５％以上の賃上げ又は資格等手当を就業規則等に規定し、訓練受講者に実際に資格等手当を支払い３％以上賃金を上昇させた場合

• ハローワーク等を通じ、高年齢者や障害者、就職氷河期世代を含む中高年層など（就職困難者等）を継続して

雇用する事業主に助成（30万円～240万円）

• これら就職困難者等を就労経験のない職種で雇い入れ、①成長分野（デジタル、グリーン）の業務に従事する労

働者の雇入れ、②人材育成（人材開発支援助成金の活用）及び雇入れから3年以内に５％賃上げのいずれかを

実施した場合、1.5倍の助成金を支給
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令和７年度働き方改革推進支援助成金
業種別課題対応コース（建設業）のご案内

このコースは、生産性を向上させ、労働時間の削減や週休2日制の推進等に向けた環境整備に取
り組む、建設業の中小企業事業主の皆さまを支援します。ぜひご活用ください。

ご利用の流れ

「交付申請書」を、最寄りの
労働局雇用環境・均等部
（室）に提出
（締切：11月28日（金））

交付決定後、提出した計画に
沿って取組を実施
（事業実施は、令和８年１月
30日（金）まで）

労働局に支給申請

（申請期限は、事業実施予定期間が終
了した日から起算して30日後の日また
は令和８年２月６日（金）のいずれか
早い日となります。）

（注意）本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

課題別にみる助成金の活用事例

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

測量杭打ち機と
重機用センサーユニットを導入

測量作業と重機操作を効率化し、
労働時間を削減したい！

積算業務を効率化し、
労働時間を削減したい！

土木工事積算システムを導入

過去の類似工事との比較が容
易になり、より短時間で適正
な積算値を算出できるように
なった。

測量や杭打ち、重機の操作を
１人で行えるようになり、１
日当たりの作業時間が削減さ
れた。

改善の
結果

助成金
による
取組

企業の
課題

(2025.４)

助成内容について詳しくは、裏面をご参照ください。

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
都道府県労働局 雇用環境・均等部 または 雇用環境・均等室にお尋ねください。

申請書の記載例を掲載している
「申請マニュアル」や「申請様式」は、
こちらからダウンロードできます。

電子申請システムによる申請も
可能です。詳しくはこちらから。
（https://www.jgrants-
portal.go.jp/） 75



左記「成果目標」の達成状況に応じて、左記「助成対象
となる取組」の実施に要した経費の一部を助成します。

１．成果目標①の上限額（※６）

以下のいずれにも該当する事業主が対象です。
なお、選択する成果目標に応じて、下記１～３以外に

も要件が設定されています。
詳しくは「働き方改革推進支援助成金（業種別課題対

応コース）申請マニュアル」をご参照ください。

【対象事業主の要件】
１．労働者災害補償保険の適用を受ける労働基準法第
139条第２項に定める工作物の建設の事業その他これ
に関連する事業として厚生労働省令で定める事業を主
たる事業として営む中小企業事業主(※1)であること。

２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を
整備していること。

３．交付申請時点で、36協定を締結していること。
など

(※1)中小企業事業主の範囲

以下のいずれかの要件を満たす企業が中小企業になります。

・資本または出資額が３億円以下

・常時使用する労働者が300人以下

選択した左記「成果目標」に設定された、下記１か
ら５までの助成上限額に、下記６の上限額への加算
額を合計した金額

上
限
額

上限額又は対象経費の合計額に補助率３／４(※５)を
乗じた額のいずれか低い金額を助成します。

助
成
額

① 労務管理担当者に対する研修(※2)

② 労働者に対する研修(※2)、周知・啓発

③ 外部専門家によるコンサルティング

④ 就業規則・労使協定等の作成・変更

⑤ 人材確保に向けた取組

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用 機器、デジ
タル式運行記録計の導入・更新(※3)

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・
更新(※3)

(※2）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務

研修も含みます。
(※3）長時間労働恒常化要件に該当する場合は、パソコン、タブレ

ット、スマートフォンの購入費用等が対象となります。詳しく
は申請マニュアル等をご確認ください。

（※10）常時使用する労働者数が30人以下の場合は、達成した成果目標
の助成上限額に、上記の表の２倍の上限額が加算されます。

（※11）賃上げ額そのものを助成するものではありません。

業種別課題対応コース（建設業）の助成内容

対象事業主 助成上限額と助成額

① 月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時

間数の縮減

② 年次有給休暇の計画的付与制度の新規導入

③ 時間単位の年次有給休暇制度と、交付要綱で規定

する特別休暇を１つ以上新規導入

④ ９時間以上の勤務間インターバルの導入

⑤ ４週における所定休日を１日から４日以上増加

（※４）上記①から⑤の成果目標に加えて、指定する労働者の時

間当たりの賃金額を３％以上５％以上または７％以上引

き上げることを成果目標に加えることができます。

助成対象となる取組
～いずれか１つ以上を実施～

２．成果目標②の上限額：25万円
３．成果目標③の上限額：25万円
４．成果目標④の上限額
勤務間インターバルを新規導入した場合の上限額は、休

息時間数に応じて、下記の表のとおりとなります。

事業実施前の設定時間数

事業実施後に設定す
る時間外労働と休日
労働の合計時間数

現に有効な36協定に
おいて、時間外労働
と休日労働の合計時
間数を月60時間を超
えて設定している事
業場

現に有効な36協定に
おいて、時間外労働
と休日労働の合計時
間数を月80時間を超
えて設定している事
業場

200万円250万円
時間外労働と休日労
働の合計時間数を月
60時間以下に設定

―150万円

時間外労働と休日労
働の合計時間数を月
60時間を超え、月80
時間以下に設定

以下の「成果目標」から１つ以上を選択の上、目標達成
を目指して「助成対象となる取組」を実施してください
（※４）。

成果目標

(※７） 事業実施計画で指定した事業場に導入する勤務間インターバルの
休息時間数のうち、最も短いものを指します。

(※８）勤務間インターバルを適用する労働者の範囲の拡大、勤務間イン
ターバルの時間延長の場合は、上記の表の1/2が上限額となります。

５．成果目標⑤の上限額：1日増加ごとに25万円（※９）
（最大100万円）

（※９） 年間における所定休日数を定めている場合は、以下の計算式
により、４週間当たりの所定休日を算出します。
（年間所定休日数）÷（３６５日÷７）×４

６．成果目標「賃金の引上げ」の上限額の加算
常時使用する労働者数が30人を超える場合は、達成

した成果目標の助成上限額に、下記の表の上限額が加算
されます（※４、10、11）。

１企業当たりの上限額（※８）休息時間数(※７)

120万円９時間以上11時間未満

150万円11時間以上

11人～30人７～10人４～６人１～３人引上げ人数

１人当たり２万円
（上限60万円）

20万円12万円６万円
３％以上
引上げ

１人当たり８万円
（上限240万円）

80万円48万円24万円
５％以上
引上げ

１人当たり12万円
（上限360万円）

120万円72万円36万円
７％以上
引上げ

(※６）成果目標①を令和６年度に選択して支給を受けた事業主の場合、
さらに下の区分に設定時間数を縮減した場合の上限額は100万円。
（更なる削減を目標とした上で、設定時間数を同一区分内に維持等
した場合の助成上限額は一律25万円）

(※５) 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対象の取組で⑥から
⑦を実施する場合で、その所要額が30万円を超える場合は、補助率４／５。
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令和７年度「働き方改革推進支援助成金｣
労働時間短縮・年休促進支援コースのご案内

令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されています。
このコースは、生産性を向上させ、労働時間の削減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備に
取り組む中小企業事業主の皆さまを支援します。ぜひご活用ください。

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

課題別にみる助成金の活用事例

専門家のアドバイスで
業務内容を抜本的に見
直すことができ、効率
的な業務体制などの構
築につながった。

助成金
による
取組

企業の
課題

改善の
結果

新たに機械・設備を
導入して、生産性を
向上させたい！

労務管理用機器や、
ソフトウェアを導入

外部の専門家による
コンサルティングを
実施

労働能率を増進する
ために設備・機器な
どを導入

助成内容について詳しくは、裏面をご参照ください。

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
都道府県労働局 雇用環境・均等部 または 雇用環境・均等室にお尋ねください。

記録方法を台帳から
ICカードに切り替え
たことで、始業・終
業時刻を正確に管理
できるようになり、
業務量の平準化につ
ながった。

新たな機器・設備を
導入して使用するよ
うになったところ、
実際に労働能率が増
進し、時間当たりの
生産性が向上した。

始業・終業時刻を手
書きで記録している
が、管理上のミスが
多い！

業務上の無駄な作業
を見直したいが、何
をすればいいか分か
らない！

申請書の記載例を掲載している
「申請マニュアル」や「申請様式」は、
こちらからダウンロードできます。

(2025.４)

電子申請システムによる申請も
可能です。詳しくはこちら
（https://www.jgrants-
portal.go.jp/）
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上記「成果目標」の達成状況に応じて、左記「助成対
象となる取組」の実施に要した経費の一部を助成します。

労働局に支給申請

（申請期限は、事業実施予定期間が終了した日か
ら起算して30日後の日または令和８年２月６日（金
）のいずれか早い日となります。）

交付決定後、提出した計画に沿って取組を実施
（事業実施は、令和８年１月30日（金）まで）

「交付申請書」を、最寄りの労働局雇用環境・均等
部（室）に提出（締切：11月28日（金））

１． 成果目標①の上限額

以下のいずれにも該当する事業主が対象です。
１．労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業

主(※1)であること。
２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等

を整備していること。
３．交付申請時点で、右記「成果目標」①から③の

設定に向けた条件を満たしていること。

ＡまたはＢの要件を満たす企業が中小企業になります。
(※1)中小企業事業主の範囲

① 労務管理担当者に対する研修(※3)

② 労働者に対する研修(※3)、周知・啓発

③ 外部専門家によるコンサルティング

④ 就業規則・労使協定等の作成・変更

⑤ 人材確保に向けた取組

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用
機器、デジタル式運行記録計の導入・
更新(※4)

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器などの
導入・更新(※4)

(※3) 研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務
研修も含みます。

(※4）長時間労働恒常化要件に該当する場合は、パソコン、タブ
レット、スマートフォンの購入費用等が対象となります。
詳しくは申請マニュアル等をご確認ください。

以下の「成果目標」から１つ以上を選択の上、達成を
目指して取組を実施してください（※５）。

労働時間短縮・年休促進支援コースの助成内容

対象事業主 成果目標

助成上限額と助成額

① 月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時間数の

縮減

② 年次有給休暇の計画的付与制度の新規導入

③ 時間単位の年次有給休暇制度と、交付要綱で規定する

特別休暇を１つ以上新規導入

（※５）上記①から③の成果目標に加えて、指定する労働者の時間当た

りの賃金額を３％以上５％以上または７％以上引き上げることを成

果目標に加えることができます。

ご利用の流れ

助成対象となる取組
～いずれか１つ以上を実施～

Ｂ
常時使用する労働者

Ａ
資本または出資額

業種

50人以下5,000万円以下
小売業
(飲食店を含む) 

100人以下5,000万円以下サービス業（※2）

100人以下1 億円以下卸売業

300人以下3 億円以下その他の業種

２．成果目標②の上限額：25万円
３．成果目標③の上限額：25万円
４．成果目標「賃金の引上げ」の上限額の加算

常時使用する労働者数が30人を超える場合に、達成
した成果目標の助成上限額に、下記の表の上限額が加算
されます（※５、７、８）。

事業実施前の設定時間数

事業実施後に設定す
る時間外労働と休日
労働の合計時間数

現に有効な36協定に
おいて、時間外労働
と休日労働の合計時
間数を月60時間を超
えて設定している事
業場

現に有効な36協定に
おいて、時間外労働
と休日労働の合計時
間数を月80時間を超
えて設定している事
業場

100万円150万円
時間外労働と休日労
働の合計時間数を月
60時間以下に設定

―50万円

時間外労働と休日労
働の合計時間数を月
60時間を超え、月80
時間以下に設定

（注意）本助成金は国の予算額に制約されるため、11月
28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

（※2）医業に従事する医師が勤務する病院、診療所、介護老人保健
施設、介護医療院については常時使用する労働者数が300人
以下の場合は、中小企業事業主に該当します。

選択した左記「成果目標」に設定された、下記１か
ら３までの助成上限額に、下記４の上限額への加算
額を合計した金額

上
限
額

上限額又は対象経費の合計額に補助率３／４(※６)を
乗じた額のいずれか低い金額を助成します。

助
成
額

(※６) 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対象の取組で⑥から
⑦を実施する場合で、その所要額が30万円を超える場合は、補助率４／５。

（※７）常時使用する労働者数が30人以下の場合は、達成した成果目標
の助成上限額に、上記の表の２倍の上限額が加算されます。

（※８）賃上げ額そのものを助成するものではありません。

11人～30人７～10人４～６人１～３人引上げ人数

１人当たり２万円
（上限60万円）

20万円12万円６万円
３％以上
引上げ

１人当たり８万円
（上限240万円）

80万円48万円24万円
５％以上
引上げ

１人当たり12万円
（上限360万円）

120万円72万円36万円
７％以上
引上げ
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2021年4月1日

厚生労働省  労働基準局  総務課
過労死等防止対策推進室

「過労死等の防止のための対策に関する大綱」の変更について
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「過労死等の防止のための対策に関する大綱」の変更について

1

▸ 過労死等の防止のための対策を効果的に推進するため、過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100

号）に基づき策定

▸ 大綱は社会経済情勢の変化、過労死等をめぐる諸情勢の変化、大綱に基づく対策の推進状況等を踏
まえ、おおむね３年を目途に見直し

（経緯：平成27年７月24日策定、平成30年７月24日変更、令和３年７月30日変更）

▸ 大綱の策定及び見直しに当たっては、過労死等の当事者代表者、労働者代表者、使用者代表者及び
専門的知識を有する者を委員とする過労死等防止対策推進協議会の意見を聴く

過労死等の防止のための対策に関する大綱

令和５年11月14日 第25回過労死等防止対策推進協議会（議論）

令和６年１月23日 第26回過労死等防止対策推進協議会（議論）

３月19日 第27回過労死等防止対策推進協議会（素案協議）

６月４日 第28回過労死等防止対策推進協議会（大綱案協議）

６月25日 過労死等防止について考える議員連盟総会

８月上旬 閣議決定、国会報告、公表

今回の変更の経過、今後のスケジュール
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２ 上限規制の遵守徹底、過労死等の再発防止指導、

「過労死等の防止のための対策に関する大綱」の変更案のポイント

現状と課題

変更のポイント

○ 平成26年６月に過労死等防止対策推進法が成立して以降、働き方改革関連法に基づく働き方改革等の取組が進めら
れてきた。その結果、長時間労働の雇用者割合は減少し、年次有給休暇の取得率は増加するなど一定の成果がみられ、
令和６年４月からは、建設、自動車運転、医師等にも時間外労働の上限規制が適用されるなど、過労死等防止の機運
も高まってきている。

○ 一方、過労死等事案による労災請求・支給決定件数は増加傾向にあり、長時間労働対策に加え、メンタルヘルス対
策やハラスメント防止対策の重要性が一層増している。

○ また、働き方の多様化が進む中、フリーランス等の就労実態や健康確保、ハラスメントの状況等にも目を向ける必
要がある。

1 大綱策定10年を振り返り、更なる取組を推進

・ 令和７年には大綱策定から10年の節目を迎えるため、
この間の調査研究や取組の成果を振り返り、それら
も踏まえ今後の対策を更に検討し推進

３ 業種やハラスメントに着目した調査・分析

を充実

・ 芸術・芸能分野を重点業種等に追加

・ 過労死等事案について、事業主に義務付けられてい
るハラスメント防止措置の状況についても収集・分
析を実施

４ 国以外も含めた関係者による取組を推進

・業種別のカスタマーハラスメント対策の取組を支援

・事業主は、管理職や上司、若年労働者に対し、労働
関係法令の研修等を実施

・労働組合は、職場で労働関係法令が適切に運用され
ているか定期的に確認

・ 令和６年４月から全面適用された時間外労働の上限
規制の遵守を徹底、過労死等を繰り返し発生させた企
業に改善計画を策定させるなど再発防止の指導を強化

・ フリーランス・事業者間取引適正化等法の施行後の
履行確保、個人事業者等の安全衛生対策・健康管理の
強化、労災保険の特別加入制度の対象拡大等の取組を
推進 2

フリーランス等対策を強化
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ポイント
１ 大綱策定10年を振り返り、更なる取組を推進

【主な制度改正】

▸ 平成30年６月 働き方改革関連法が成立

・時間外労働の上限規制（令和６年４月全面施行）、
年５日の年次有給休暇の時季指定義務、勤務間イン
ターバル制度の導入の努力義務等

▸ 令和３年９月 脳・心臓疾患の労災認定基準改正

▸ 令和５年９月 精神障害の労災認定基準改正

▸ 令和７年７月 最初の大綱策定から10年の節目

14.0 13.3 12.6 12.1 11.6 10.9
9.0 8.8 8.9 8.4
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（％）

平成 令和 （年）

週労働時間40時間以上の雇用者のうち
週労働時間60時間以上の雇用者の割合 年次有給休暇の取得率
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過労死等の労災支給決定件数

資料出所 総務省「労働力調査」 資料出所 厚生労働省「就労条件総合調査」 資料出所 厚生労働省「過労死等の労災補償状況」

▸ 10年間の取組の成果等を振り返り、今後の対策を更に検討し推進 3

▸ 平成26年６月 過労死等防止対策推進法が成立、同年11月施行

▸ 平成27年７月 「過労死等の防止のための対策に関する大綱」が閣議決定（平成30年７月及び令和３年７月に変更）

▸ 平成26年11月 過労死等防止調査研究センターが設置

▸ 過労死等事案の分析結果、労働・社会分野からみた過労死等の調
査・分析結果等について、毎年の過労死等防止対策白書で公表

▸ 11月の過労死等防止啓発月間に、全国47都道府県で過労死等防
止対策推進シンポジウムを開催

▸ 中学・高校等において、過労死された方の遺族等を講師として
「働くことについて考える授業」を実施

【調査研究】

【周知啓発】
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ポイント
２ 上限規制の遵守徹底、過労死等の再発防止指導、フリーランス等対策を強化

①時間外労働の上限規制の遵守徹底等

・ 令和６年４月から、工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等にも時間外労働の上限
規制が適用されたことから、その遵守徹底を図るとともに、商慣行・勤務環境等を踏まえた取組を推進する。

4

【トラック運送業】

▸ 緊急増員したトラックＧメンによる是正指導の大幅強化や
「標準的運賃」の８％引き上げ改定により、取引環境の適正
化に向けた取組を推進する。

▸ 令和６年４月に、構造的な対策として、物流効率化や賃上げ
原資確保のための適正な運賃導入を進める法律が成立したこ
とを受け、同法の施行に向けて政省令等の整備を進める。

【医療従事者】

▸ 医療機関の取組事例の周知や医療勤務環境改善マネジメント
システムの普及促進、都道府県医療勤務環境改善支援センター
等による支援及び支援力強化等を進める。

▸ 看護師に対するハラスメントを防止するとともに、夜勤負担
を軽減し、働きやすい職場づくりを進める。

【建設業】

▸ 令和６年通常国会に、処遇改善に向けた賃金原資の確保と下
請事業者までの行き渡り、資材価格転嫁の円滑化による労務
費へのしわ寄せ防止、更には、働き方改革や現場の生産性向
上を図ることを内容とする法律が成立したことを受け、それ
に基づく取組を推進する。

【教職員】

▸ 公立学校における働き方改革の更なる加速化、教師の処
遇改善、公立学校の指導・運営体制の充実、教師の育成
支援を一体的に進める。

▸各教育委員会における公立学校の業務の適正化を図る取
組の推進や、勤務時間管理の徹底、ストレスチェックの
実施等の労働安全衛生管理を一層充実するとともに、予
防的取組や相談体制の充実、復職支援等のメンタルヘル
ス対策、ハラスメント対策等を推進する。

【情報通信業】

▸ IT業界の働き方・休み方の推進に関するサイトにおいて、
対応策や事例集等を周知し、職場環境の改善の促進を図
る

商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進
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④勤務間インターバル制度の導入促進

③フリーランス等が安心して働ける環境の整備

ポイント
２ 上限規制の遵守徹底、過労死等の再発防止指導、フリーランス等対策を強化

②過労死等を発生させた企業に対する再発防止対策

・ 過労死等を発生させた事業場に対する従来の監督指導又は個別指導とともに、企業本社における全社的な再
発防止対策の策定を求める指導を実施する。

・ 一定期間内に複数の過労死等を発生させた企業に対しては、企業の本社を管轄する都道府県労働局長から
「過労死等の防止に向けた改善計画」の策定を求め、同計画に基づく取組を企業全体に定着させるための助
言・指導（過労死等防止計画指導）を実施する。

・ 令和６年１１月に施行される「フリーランス・事業者間取引適正化等法」の周知・広報及び法施行後の履行
確保に取り組む。

・ 令和６年５月に策定した「個人事業者等の健康管理に関するガイドライン」に基づき、個人事業者等自身に
よる健康管理や、個人事業者等が過度な長時間就業とならないよう注文者等による期日設定等に関する配慮等
の取組を促進する。

・ 令和６年１月にフリーランスに対象を拡大した労災保険の特別加入制度により、安心して業務に従事できる
環境整備を図る。

・時間外労働が長い企業に対し、長時間労働の是正、年次有給休暇の取得促進とともに、勤務間インターバル制
度の趣旨を説明し導入を促す。

・ 企業における取組を波及させることを念頭に、産業医等に対する勤務間インターバル制度の内容・効果の周知
を図る。

・ 勤務間インターバル制度の導入の必要性を感じていない企業に対し、同制度の導入が労働者の健康の確保に資
することに加え、人材確保にもつながるなどのメリットがあること等、同制度の意義を訴求するコンテンツを
作成し周知を図る。
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ポイント
３ 業務やハラスメントに着目した調査・分析を充実

①芸術・芸能分野を重点業種等に追加

・ 過労死等が多く発生している又は長時間労働等の実態があるとの指摘がある職種・業種（重点業種等）に、
芸術・芸能分野を追加し、過労死等事案の分析や労働・社会分野の調査・分析を実施する。

※ これまでの重点業種等：自動車運転従事者、教職員、IT産業、外食産業、医療、建設業、メディア業界

②働き方や就労環境、属性等に焦点を当てた調査の実施

・ 重点業種等に加え、フリーランス、高年齢労働者、労働時間把握が自己申告制である労働者など、働き方や
就労環境、属性等に焦点を当てた調査を行う。

・ 工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等に関して、時間外労働の上限規制を遵守す
るための労働時間制度の運用状況、労働の実態、商慣行の変化も把握可能な調査を行う。

③ハラスメントに関する調査・分析

・ 過労死等事案について、事業主に義務付けられているハラスメント防止措置の状況についても収集・分析を
実施する。

・ カスタマーハラスメントによる心理的負荷に関する調査を行う。

④過労死等の予防研究と支援ツール開発の一体的実施

・ 過労死等のリスク要因とそれぞれの疾患、健康影響との関連性の解明、効果的な予防対策に資する予防研究
と、事業場の規模にも着目した過労死等防止対策の定着を支援するツールの開発と効果検証等を一体的に実施
する。

⑤調査・分析結果の発信

・ 調査研究の成果やその他の過労死等に関する国内外の最新情報について、
専用ポータルサイト「健康な働き方に向けて」を通じて公表するとともに、
働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」においても、同
専用ポータルサイトの情報を掲載し、情報発信を行う。
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③公務員に対する取組

ポイント
４ 国以外も含めた関係者による取組を推進

7

①メンタルヘルス対策

・ 中小企業におけるストレスチェック制度を含めたメンタルヘルス対策の推進のため、事業主団体等を通じて、
メンタルヘルス対策等の産業保健活動に要する費用を助成する助成金の活用を促進する。

②職場のハラスメントの防止・解決

・カスタマーハラスメントについて、「職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇
用管理上講ずべき措置等についての指針」を踏まえ、企業の対策事例等の周知とともに、業種別のカスタマー
ハラスメント対策の取組支援を行う。

・職場におけるハラスメント対策として、ポータルサイト「あかるい職場応援団」において、事業主等向けのハ
ラスメント対策研修動画等のコンテンツを公開するなど周知・啓発を図る。

・ 国家公務員について、令和６年４月から適用された勤務間のインターバル確保に係る努力義務規定に基づき取
組を推進する。

・ 各府省におけるテレワークの適正かつ公平な運用の確保を図るため、令和６年３月に策定した「国家公務員に
おけるテレワークの適切な実施の推進のためのガイドライン」の周知徹底を行う。

・ 地方公務員について、国家公務員を参考に、勤務間のインターバル確保に向けた取組を推進するよう、総務省
から地方公共団体に対して助言する。

④相談体制の整備等

・都道府県労働局において、過労死等に結び付きかねない職場におけるハラスメントやカスタマーハラスメント
について、労働者等からの相談への迅速な対応を行う。

・ 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」の中で、メンタルヘルス等の相談窓口について、令
和５年度から相談の対象者を労災保険の特別加入者に拡大しており、労災保険の特別加入者を含めた働く方へ
の相談対応を行う。 86



ポイント
４ 国以外も含めた関係者による取組を推進

8

⑦事業主等の取組

・ 事業主団体・経済団体は、会員企業等に対し過労死等防止のための必要な支援や情報提供に努める。

・ 労働者に対する労働関係法令の周知やハラスメント防止対策は事業主の責務であることを踏まえ、管理職等の
上司や若年労働者自身に対する労働関係法令に関する研修等を通じて、過労死等やハラスメントの未然防止に
努める。

⑧労働組合等の取組

・ 相談体制の整備や組合員に対し労働関係法令の周知・啓発を行う。

・ 労働時間の過少申告を行っていないか等を含め労働関係法令が適切に運用されているか定期的に確認する。

⑨国民の取組

・ 睡眠状況を始めとした生活スタイルを見直すなど、主体的に過労死等の防止のための対策に取り組むよう努める。

・ 発注者や消費者の立場として、働く方の長時間労働やメンタルヘルス不調等による過労死等を防止することに
ついて理解と協力に努める。

⑥過労死の遺児等の支援

・ 遺児の健全な成長をサポートするために必要な相談対応を行うとともに、遺児が随時相談できる環境を整える。

・ 遺児のニーズを踏まえ必要な対応を検討する。

・ 過労死等の現状やその防止に向けた取組状況について、国際社会に向けても積極的
に発信する。

・ 過労死の遺族等を講師として学校に派遣する啓発授業について、受講する学校数や
生徒数が増加するよう努める。

⑤周知・啓発
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数値目標

○ 過労死をゼロとすることを目指し、労働時間、勤務間インターバル制度、年次有給休暇及びメンタルヘルス対策について、数
値目標を設定する。

○ 公務員についても、目標の趣旨を踏まえ、各職種の勤務実態に応じた実効ある取組を推進する。

9

変更案 最新の数値

１ 週労働時間40時間以上の雇用者のうち、週労働時間60時間以上の雇用者の割合を５％以下（令和10年まで）
特に、重点業種等のうち週労働時間60時間以上の雇用者の割合が高いものについて重点的に取組を推進する。（※）

8.4％（令和５年）

２ 勤務間インターバル制度（令和10年まで）
① 労働者数30人以上の企業のうち、制度を知らなかった企業割合を５％未満
② 労働者数30人以上の企業のうち、制度を導入している企業割合を15％以上

特に、勤務間インターバル制度の導入率が低い中小企業への導入に向けた取組を推進する。

① 19.2%
② 6.0％

（令和５年）

３ 年次有給休暇の取得率を70％以上（令和10年まで） 62.1％（令和４年）

４ メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を80％以上（令和９年まで） 63.4％（令和４年）

５ 労働者数50人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割合を50％以上（令和９年まで） 32.3％（令和４年）

６ 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労働者の割合を50％未満（令和９
年まで）

なお、前大綱の数値目標であった「仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業場外資源を含めた相談
先がある労働者割合」についても継続的に注視する。

82.2％（令和４年）

79.8％（令和４年）

（※）週労働時間40時間以上の雇用者のうち週労働時間60時間以上の雇用者の割合（令和５年）
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（出典）
総務省「労働力調査」をもとに作成

※常勤勤務医は、厚生労働行政推進調
査事業費補助金 政策科学推進研究事
業「医師の勤務環境把握に関する研
究」の研究成果を一部改変したもの
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１ 労働行政機関等における対策
（１）時間外労働の上限規制の遵守徹底
（２）長時間労働の削減に向けた取組の徹底
（３）過重労働による健康障害の防止対策
（４）メンタルヘルス対策・ハラスメント防止対策
（５）過労死等を発生させた企業に対する再発防止対策

２ 調査研究等
（１）過労死等事案の分析
（２）予防研究・支援ツールの開発
（３）過労死等の労働・社会分野の調査・分析
（４）結果の発信

（６）働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進
（７）メンタルヘルス対策に関する周知・啓発の実施
（８）職場のハラスメントの防止・解決のための周知・啓発の実施
（９）多様な働き方への対応
（10）商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進
（11）若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進
（12）公務員に対する周知・啓発等の実施

４ 相談体制の整備等
（１）労働条件や健康管理等に関する相談窓口の設置
（２）産業医等相談に応じる者に対する研修の実施
（３）労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施
（４）公務員に対する相談体制の整備等
（５）過労死の遺児のための相談対応

５ 民間団体の活動に対する支援
（１）過労死等防止対策推進シンポジウムにおける連携
（２）シンポジウム以外の活動に対する支援
（３）民間団体の活動の周知

１ 地方公共団体
（１）啓発 （２）相談体制の整備等 （３）民間団体の活動に対する支援

２ 事業主等
（１）経営幹部等の取組 （２）産業保健スタッフ等の活用

３ 労働組合等
４ 民間団体
５ 国民

１ 調査研究等の基本的考え方
２ 啓発の基本的考え方

（１）国民に対する啓発
（２）教育活動を通じた啓発
（３）職場の関係者に対する啓発

３ 相談体制の整備等の基本的考え方
４ 民間団体の活動に対する支援の基本的考え方

１ これまでの取組
２ 現状と課題

（１）労働時間等の状況
（２）年次有給休暇の状況
（３）職場におけるメンタルヘルス対策の状況
（４）職場におけるハラスメントの発生状況
（５）就業者の脳血管疾患、心疾患等の発生状況
（６）自殺の状況
（７）脳・心臓疾患及び精神障害に係る労災補償等の状況
（８）課題

注）下線は追加・変更のあった項目

第１ はじめに

第２ 過労死等の防止のための対策の基本的考え方

第３ 国が取り組む重点対策

第５ 過労死等防止対策の数値目標

第４ 国以外の主体が取り組む重点対策

第６ 推進上の留意事項

 「過労死等の防止のための対策に関する大綱」（令和６年８月２日閣議決定）の構成

※従来の数値目標に加え
① 重点業種等について長時間労働削減の取組を重点的に推進
② 公務員についても各職種の勤務実態に応じた実効ある取組を推進
③ 前大綱の数値目標であった「仕事の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業場外資

源を含めた相談先がある労働者割合」についても継続的に注視

10

１ 推進状況のフォローアップ
２ 対策の見直し
３ 大綱の見直し

３ 啓発
（１）国民に向けた周知・啓発の実施
（２）大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施
（３）長時間労働の削減のための周知・啓発の実施
（４）過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施
（５）勤務間インターバル制度の導入促進 89
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